


 

 

は じ め に 
 

 

平成 11 年（1999 年）の「男女共同参画社会基本法」制定以来、これま 

で、国や各地方公共団体において男女共同参画に資するさまざまな取組み 

がなされてきました。 

近年では、平成 27年（2015 年）に「女性の職業生活における活躍の推 

進に関する法律」が公布・施行され、女性の職業生活における活躍を推進 

するために、性別による固定的役割分担が女性の職業生活に影響を与えな 

いような配慮や職業生活と家庭生活が両立できる環境整備などが求められ 

ています。 

そして、同じく平成 27年（2015 年）には、「第４次男女共同参画基本計画」が策定され、第１分野「男

性中心型労働慣行等の変革と女性の活躍」に象徴されるように、女性が働きやすい環境を整備するだけで

なく働くみんなの労働慣行を変革しようという方針が示されるなど、我が国の男女共同参画の取組みは

新たな局面を迎えております。   

一方、平成 25 年（2013 年）には「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律」が改正

され、配偶者や交際相手からの暴力（ＤＶ）に対する対策のさらなる強化が求められており、ＤＶの防止

のための取り組みや被害者の相談・支援などを積極的に行っていくことが必要です。 

 本町においては、平成 18 年度（2006 年度）に「竜王町男女共同参画推進プラン」を策定し、「女（ひ

と）と男（ひと）が支え合いともに輝くうるおいのまち」をスローガンに、「男女共同参画社会」の実現

を目指し、さまざまな取組みを進めてきました。 

 また、現在まちづくりの大きな柱として、「活力」と「安心」を掲げ、「明るく元気で活力溢れる強いま

ち竜王町」、「次世代に誇れる竜王町」の実現を目指し施策を進めています。男性も女性もあらゆる人々が

自分らしく力を発揮して活躍できるまちにすることは、「活力」につながる大きな要素であると考えてい

ます。とりわけ、一人ひとりが自分らしく力を発揮するための障害となるのが「性別による固定的な役割

分担意識」であります。「男性は仕事・女性は家庭」、「男性は主要な業務・女性は補助的業務」などの固

定的な考え方は、一人ひとりの自由な人生の選択を阻害するものであり、この意識を解消しなければ、

「活力」と「安心」のまちを実現することはできません。 

そこで、本計画は、「一人ひとりが自分らしく力を発揮して活力あふれるまちに」を目標として、すべ

ての町民が自分の個性と能力を生かし、自分らしい生き方を選択できるよう策定しました。今後この計画

に基づき、行政として男女共同参画社会の実現に向けて積極的に施策を推進していきたいと考えていま

すが、男女共同参画社会を実現するためには行政だけでなく、町民の皆様や企業・事業所の皆様、学校・

園関係の皆様、各種団体の皆様等々のご協力が必須となります。ついては、本町に関わるすべての皆様方

のご理解とご協力を賜りますようお願いいたします。 

 最後に、本計画の策定にあたり、貴重なご意見やご提言を賜りました関係者の皆様に心から感謝申し上

げます。 

 

平成 31年（2019 年）３月 

竜王町長 西田 秀治 
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第１章 計画策定にあたって 

 

１ 計画策定の趣旨  

平成 11 年(1999 年)６月に「男女共同参画社会基本法」が公布・施行されました。その前文で「男女

が、互いにその人権を尊重しつつ責任も分かち合い、性別にかかわりなく、その個性と能力を十分に発

揮することができる男女共同参画社会の実現」を、「21 世紀の我が国社会を決定する最重要課題」と位

置付けています。 

本町では、平成 18年度（2006 年度）に「竜王町男女共同参画推進プラン」を策定し、「女（ひと）と

男（ひと）が支え合いともに輝くうるおいのまち」をスローガンに、「男女共同参画社会」の実現を目指

し、さまざまな取組みを進めてきました。 

しかしながら、平成 29年（2016 年）10月に町民や事業所を対象に実施した「男女共同参画社会づく

りに関するアンケート」では、今なお、性別による固定的な役割分担意識が根強く残っており、家庭や

地域、働く場それぞれの場において、その解消が課題となっています。 

また、本町には多数の企業・事業所が立地しており、少子高齢化・人口減少や、ICT や AI などがもた

らす新たな産業構造など社会経済情勢の変化が加速化する中で、多様性を生み、付加価値を生み出す原

動力として女性の活躍の場を広げていくことが課題となっています。 

さらには、重大な人権侵害であり、男女共同参画の実現の妨げともなる配偶者や交際相手からの暴力

（ＤＶ）に対する対策の必要性も増しており、本町においても、ＤＶの防止のための施策や被害者の相

談・支援などを積極的に行っていく必要があります。 

国においても、平成 25 年（2013 年）の「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律」

（以下、「配偶者暴力防止法」という。）の改正や平成 27 年（2015 年）の「女性の職業生活における活

躍の推進に関する法律」（以下、「女性活躍推進法」という。）を制定するなど法整備を進め、誰もが自分

の力を発揮して輝ける基盤づくり・社会づくりへ加速度的に歩みを進めています。これを受けて、本町

においても、男女共同参画推進プランを改定します。 

 

２ 計画の期間  

この計画の期間は、平成 31 年度（2019 年度）から平成 35年度（2023 年度）までの５年間とします。 

なお、本計画と密接な関係を持つ他部門の計画や、関連法等の策定・改定などをはじめ、社会情勢の

変化等や計画の進捗状況など必要に応じて計画の見直しを行うこととします。 

 

３ 計画の位置づけ  

（１）「男女共同参画社会基本法」第 14 条に定める市町村男女共同参画計画、配偶者暴力防止法第２条の

３に定める市町村基本計画、ならびに女性活躍推進法第６条に定める市町村推進計画として位置づ

けます。これらの３計画を総合的に進めることで、あらゆる場において性別に関わらず対等な関係で

誰もが輝いて暮らすことを目指し、本計画の名称を「竜王ベストパートーナープラン」と総称します。 

（２）「竜王町総合計画」や「竜王町人権政策総合推進計画」など関連する計画との整合性を図ります。 

（３）国の「男女共同参画基本計画（第４次）」と滋賀県の「パートナーしがプラン 2020～滋賀県男女共

同参画計画・滋賀県女性活躍推進計画」および「滋賀県配偶者からの暴力の防止および被害者の保護

等に関する基本計画」と整合性を図り、策定しました。 

（４）行政はもとより、家庭、地域、学校、働く場などにおけるすべての町民が、それぞれの立場で考え、

ともに行動するための共有の指針とします。 
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（５）優先課題として最も強力に推進するものを重点目標として位置付け、「地域における女性の活躍推

進」「働く場におけるトップの行動変革」「家庭における性別による固定的な役割分担意識の解消」の

３つを掲げています。 

 

図表 計画の位置づけ 
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第２章 計画策定の背景 

 

１ 世界の動き  

 国連では、昭和 21 年 (1946 年)に「婦人の地位委員会」を設置し、性差別の撤廃と女性の地位向上を

進めてきましたが、昭和 47 年（1972 年）に「平和・開発・平等」を目標に、昭和 50年（1975 年）を

「国際婦人年」とすることを宣言したころから新しい段階へと動きが活発化しました。 

同年、メキシコシティで「第１回国際婦人年世界会議」を開催し「世界行動計画」を採択。昭和 51

年（1976 年）から昭和 60 年（1985 年）を「国連婦人の 10年」と定めました。 

昭和 54 年（1979 年）には「女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する条約」が、平成５年

（1993 年）には「女性に対する暴力の撤廃に関する宣言」が採択されるなど、女性の地位向上を図るた

めの取組が推し進められました。 

そして、平成７年（1995 年）に北京市で開催された「第４回世界女性会議」では、「北京宣言」およ

び国際的な指針となる 361 項目にのぼる「行動網領」が満場一致で採択されました。 

平成 12 年（2000 年）６月には、ニューヨークで国連特別総会「女性 2000 年会議 21世紀に向けての

男女平等・開発・平和」を開催し、新たに「政治宣言」および「北京宣言及び行動網領のための更なる

行動とイニシアティブ」（成果文書）を採択しました。 

平成 22 年（2010 年）には、ＡＰＥＣ（アジア太平洋経済協力）「第 15 回女性リーダーズネットワー

ク会合」が開催され、女性の「キャリア構築」「起業の実現」「新たな経済機会の創出」を柱とし飛躍的

かつあまねく広がる成長を促すようＡＰＥＣ首脳などに対し要請がなされました。 

同年、国連婦人開発基金（UNIFEM：現 UN Women）と国連グローバル・コンパクトは、企業が男女平等

と女性のエンパワーメントを経営の核に位置づけて自主的に取り組むことで企業活動の活力と成長を獲

得する指針となる「女性のエンパワーメント原則」を作成しました。 

平成 27 年（2015 年）の国連サミットでは「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」を採択しまし

た。そして地球上の誰一人として取り残さないことを誓い、2016 年から 2030 年までの国際目標、ＳＤＧ

ｓ/Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標）を謳いました。これは 17のゴール・169の

ターゲットにより構成されており、ゴール５「ジェンダー平等」では、「ジェンダーの平等を達成し、す

べての女性と女児のエンパワーメントを図ること」としています。 

 

２ 国の動き  

国は、昭和 50 年（1975 年）に「国際婦人年世界会議」で採択された「世界行動計画」を受けて「婦人

問題企画推進本部」を設置。昭和 52 年（1977 年）に「国内行動計画」を策定するなど、国連を中心とし

た世界規模の動きと軌を一にして進められました。 

昭和 59 年（1984 年）に国籍法を改正、昭和 60年（1985 年）に男女雇用機会均等法を制定するなど男

女平等に関する法律・制度面の整備を大きく進め、昭和 60 年（1998 年）に「女子に対するあらゆる形態

の差別の撤廃に関する条約」を批准しました。 

平成 11 年（1999 年）６月に「男女共同参画社会基本法」を制定し、「男女共同参画社会の実現が 21世

紀の我が国の社会を決定する最重要課題である」ことを前文に明記するとともに、基本理念を定め、その

促進に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため基本的な計画を定めることなどについて規定しま

した。 

平成 12 年（2000 年）に同法に基づく初めての法定計画として「男女共同参画基本計画」を策定し、あ

らゆる社会システムへ男女共同参画の視点を反映されることを重視し、施策の各論、推進体制に取り組む

こととしました。 

平成 17 年（2005 年）の「男女共同参画基本計画（第２次）」では、平成 32年（2020 年）までに、社会
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における指導的地位に占める女性の割合が少なくとも 30％になるよう取組を推進するとともに、科学技

術や防災、まちづくりなどの新たな分野での取組が追加されました。 

平成 19 年（2007 年）には、「仕事と生活の調和（ワークライフバランス）憲章」「行動指針」を策定し、

平成 22 年（2010 年）には、新たな視点や取組を盛り込み、政労使トップによる新たな合意が結ばれまし

た。 

平成 22 年（2010 年）に策定した「男女共同参画基本計画（第３次）」では、「女性活躍による経済社会

の活性化」「男性にとっての男女共同参画」などの視点が改めて強調され、新たにクォーター制導入や同

一価値労働同一報酬などに関する記述も盛り込まれました。 

平成 27 年（2015 年）には、女性活躍推進法が成立し、同年策定された「男女共同参画社会基本計画（第

４次）」では、男性中心型労働慣行を変革し、あらゆる分野における女性の活躍などを改めて強調してい

ます。 

平成 30 年（2018 年）には、「政治分野における男女共同参画の推進に関する法律」が公布・施行され、

男女の候補者の数ができる限り均等となることを目指すことなどを基本原則とすることを謳いました。 

 

３ 滋賀県の動き 
滋賀県では、昭和 56 年（1981 年）に「滋賀の婦人対策の方向～婦人の地位向上を目指して～」を策

定し、平成２年（1990 年）に「男女共同参画社会づくり基本計画」を策定。平成６年（1994 年）に第

一次改定がなされ、平成 10 年（1997 年）に「滋賀県男女共同参画推進計画～パートナーしが 2010 プラ

ン～」を策定しました。 

 そして、平成 13年（2001 年）12月に「滋賀県男女共同参画推進条例」を制定し、基本理念や県と県

民・事業者の主体的な取り組みによって男女共同参画を総合的かつ計画的に推進することを謳いまし

た。 

平成 20 年（2008 年）に「滋賀県男女共同参画計画～パートナーしが 2010 プラン（第２次改訂版）

～」を、平成 23 年（2011 年）に「滋賀県男女共同参画計画～新パートナーしがプラン～」を策定しま

した。 

平成 28 年（2016 年）には「男女共同参画社会基本法」および「職業生活における女性の活躍推進に

関する法律」に基づく新たな基本計画として「パートナーしがプラン 2020～滋賀県男女共同参画計画・

滋賀県女性活躍推進計画～」が策定されました。 

また、平成 27年（2015 年）４月に、総合政策部男女共同参画課を改組して、商工観光労働部に「女

性活躍推進課」を設置し、男女共同参画社会の形成の実現を目指す中で、職業生活をはじめあらゆる分

野で女性の活躍を推し進めています。  

 

４ 竜王町の動き 

竜王町では、平成６年（1994 年）に「人権啓発基本方針」を策定し、平成７年（1995 年）に「竜王町

人権尊重のまち宣言」を行いました。平成 11 年（1999 年）には、「竜王町人権尊重のまちづくり条例」

を制定し、人権尊重の政策とともに男女共同参画の推進に努めてきました。 

平成 18 年度（2006 年度）には個別計画として「竜王町男女共同参画推進プラン」を策定し、「女（ひ

と）と男（ひと）が支え合いともに輝くうるおいのまち」をスローガンに、男女がともに平等な立場で社

会のあらゆる分野において参画し、利益と責任を分かち合うことのできる社会「男女共同参画社会」の実

現を目指し、様々な取組を推進してきました。 

平成 23 年（2011 年）には「第５次竜王町総合計画」を策定し、基本施策 26 に「男女共同参画社会の

構築」を位置づけ、町民調査による男女共同参画社会の実現の満足度を平成 21年（2009 年）の 42.5％か

ら平成 32年（2020 年）に 60％とすることを目標指標に定めました。 
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第３章 本町の男女共同参画の現状と課題 
 

 

男女共同参画について、平成 30 年（2018 年）10月に実施した「男女共同参画社会づくりに関する町民

アンケート」や町内事業所に実施した「竜王町男女共同参画社会づくりに向けたアンケート」の結果か

ら、本町の現状と課題をまとめました。 

 

１ 人権の尊重、男女共同参画の意識  

 私たちの生活の中には古くからの慣行・慣習があり、その中には長い時間をかけて培われてきた性別に

よる固定的な役割分担の考え方が根強く残っています。 

町民アンケートでは、「家庭で、職場で、地域で、男女の地位は平等になっていると思いますか」とい

う問いに対し、「男性のほうが優遇されている」「どちらかといえば男性のほうが優遇されている」と選択

した人が「家庭」「職場」「地域」いずれの場においても約半数という結果になり、今なお男女の地位が平

等になっているとはいえない現状です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 性別による固定的な役割分担意識を解消し、家庭や職場、地域などあらゆる場において、女性も男性も

すべての個人が互いに人権を尊重し、ともに参画し、個性と能力を存分にしていくためには、一人ひとり

の「意識改革」を進めていくことが重要です。 

そのため、生涯を通じて、男女共同参画について理解し考え行動につなげる意識醸成のための継続的な

学びを、家庭や地域、職場などあらゆる場において取り組むことが重要です。 

特に、次代を担う子どもたちが、性別にとらわれず個性と能力を発揮して将来を見通した自己形成がで

きるよう、子どものころから、男女共同参画の視点に立った教育の推進が必要です。  

 

２ 家庭における男女共同参画  

 平成 29年就業構造基本調査では、滋賀県で、育児（小学校入学前の未就学児を対象とした育児）をし

ている女性の有業率は 64％と前回調査 50.1％を 13.9 ポイント上回る結果となりました。 

一方、男性の就業時間は、子育て期にあたる 30 代で週 60時間以上が 17.7％と他の年代に比べて高く、

家事・育児等に費やす時間は、共働きかどうかに関わらず 1時間未満となっています。 

町民アンケートでは、「家庭の仕事について、誰がするのが理想だと思いますか」「現実は誰がしていま

すか」という問いに対し、理想では概ね「夫婦で共同」が過半数を超えていますが、一方、現実では、「食

事、掃除、洗濯など」は 6～7 割が「主に妻」となっています。また育児に関しても特に「乳幼児の世話」

は、「夫婦で共同」は 1 割程度にとどまっています。 

9%

14%

15%

39%

28%

33%

35%

20%

23%

2%

2%

1%

5%

4%

5%

10%

18%

20%

1%

14%

3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

家庭で

職場で

地域で

問６ 家庭で、職場で、地域で、男女の地位は平等になっていると思いますか。

男性のほうが優遇されている どちらかといえば男性のほうが優遇されている

平等 女性のほうが優遇されている

どちらかといえば女性のほうが優遇されている わからない

不明・無回答
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前回のアンケート結果（平成 19 年１月実施）と比べると全体的に「夫婦で共同」が増えているものの、

依然として、家庭の仕事は妻に偏っている傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

このように、理想とする姿と現実の姿にギャップが見られ、家庭という最も身近な場で、性別による固

定的な役割分担が根強いことがうかがえます。今後ますます女性の潜在力に対して社会的要請が高まる

中で、日々の暮らしから意識や行動を変えていくことがより一層必要となってきます。 

 また、「男性が家事・育児・介護・地域活動により積極的に参加していくために、どのようなことが必

要ですか」という問いに対して、「夫婦や家族間でコミュニケーションをよくはかること」が 20%と最も

多く、次いで「家事などに参加することに対する男性自身の抵抗感をなくすこと」が 18％となっており、

互いに尊重し理解を深めながら夫婦や家族で話し合い行動を変えていくことが大切です。 

 

59%

37%

47%

17%

50%

7%

62%

16%

65%

15%

50%

9%

59%

24%

67%

16%

75%

33%

60%

13%

65%

36%

32%

42%

7%

11%

1%

2%

2%

4%

2%

5%

1%

3%

1%

3%

1%

2%

0%

0%

19%

33%

3%

38%

55%

39%

75%

24%

62%

21%

60%

38%

70%

30%

55%

10%

33%

7%

33%

17%

45%

3%

10%

3%

1%

1%

1%

0%

6%

4%

2%

4%

3%

6%

3%

6%

3%

5%

2%

5%

10%

31%

6%

16%

9%

24%

5%

6%

8%

11%

7%

12%

7%

10%

7%

11%

7%

11%

7%

11%

7%

12%

12%

18%

11%

16%

13%

19%

7%

12%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

生活費を稼ぐ（理想）

生活費を稼ぐ（現実）

日々の家計の管理（理想）

日々の家計の管理（現実）

食事のしたく（理想）

食事のしたく（現実）

食事の後かたづけ（理想）

食事の後かたづけ（現実）

掃除（理想）

掃除（現実）

洗濯（理想）

洗濯（現実）

日常の買い物（理想）

日常の買い物（現実）

介護・看病（理想）

介護・看病（現実）

子どもの教育やしつけ（理想）

子どもの教育やしつけ（現実）

育児（乳幼児の世話）（理想）

育児（乳幼児の世話）（現実）

自治会等の地域活動への参加（理想）

自治会等の地域活動への参加（現実）

問７ 家庭の仕事について、誰がするのが理想だと思いますか。

現実は誰がしていますか。

夫婦で共同 主に夫 主に妻 夫と妻以外の家族 その他・該当なし 不明・無回答
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① 20%

② 18%

③ 12%④ 11%

⑤ 10%

⑥ 9%

⑦ 5%

⑧ 3%

⑨ 3%
⑩ 3%

⑪ 3% ⑫ 1%⑬ 1% ⑭ 1%

① 夫婦や家族間でコミュニケーションをよくはかること

② 家事などに参加することに対する、男性自身の抵抗感をなくすこと

③ 労働時間短縮や、休暇制度普及などにより、仕事以外の時間をより多くもてるようにすること

④ 家事、子育て、介護、地域活動に参加する男性を、社会が評価すること

⑤ 心身ともに健康的な生活を営むこと

⑥ まわりの人が、夫婦の役割分担などについての、本人たちの考え方を尊重すること

⑦ 男性が家事、子育て、介護、地域活動に関心を高めるよう、啓発や情報提供を行うこと

⑧ 男性が家事などに参加するに対する、女性の抵抗感をなくすこと

⑨ 不明・無回答

⑩ 男性が子育てや介護、地域活動を行うためのネットワークづくりをすすめること

⑪ 家庭や地域活動と仕事の両立などの問題について、男性が相談しやすい窓口を設けること

⑫ 県や町などが男性の家事、子育て、介護などの技能を高める講座を開くこと

⑬ その他

⑭ とくに必要なことはない

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

すべての子どもは、生きる権利・育つ権利を持っています。そして家庭は、次の社会を担う子どもたち

を育てる根幹です。子どもは成長過程において、最も身近な家族の考え方や言動などの家庭環境から大き

な影響を受けながら育ちます。家庭は、子どもも家庭を構成する一員として家事を担うことや性別による

固定的な役割分担意識にとらわれずに個性や能力を発揮することについて学ぶ場となります。 

本町のように三世代同居や近居が多い場合、世代間の意識の相違から性別による固定的な役割分担意

識が引き継がれる場合もあり、必要に応じて子どもとともに話し合う機会をもつことも大切です。 

 

３ 地域における男女共同参画  

 私たちが暮らしている地域では、自治会やＰＴＡ、子ども会などの活動が展開されています。しかし、

代表者のほとんどが男性で、活動の方針や内容を決める意思決定のところに女性は少なく、準備・片付け

などといった補助的な活動を多く担っているのが現状です。 

町民アンケートでは、「家庭の仕事について、誰がするのが理想だと思いますか。また現実は誰がして

いますか」という問い（問７参照）の「自治会等の地域活動への参加」については、現実では「夫婦で共

同」が 36％で最も多くなっていますが、次に「主に夫」が 33％、「主に妻」が 10％となっており、妻よ

り夫の参加が高くなっています。理想では「夫婦で共同」が 65％と現実とは乖離しており、少しでも理

想に近づけるような働きかけが必要です。 

 また、「地域等でどのような社会活動に参加されていますか」という問いに対して、「自治会」活動に参

加している人が約 7割と男女ともに最も多く、意思決定過程に関わる「審議会」への参加が男女ともに１

問 12 女性に比べて、男性の家事従事

時間が短い状況があります。今後、男

性が家事、子育て、介護、地域活動に

より積極的に参加していくために、ど

のようなことが必要だと思いますか。 
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割にも満たない状況があります。 

男女の違いに目を向けると、「趣味やスポーツ等のサークル活動」「ＰＴＡや子どもの健全育成に関する

活動」「ボランティア・ＮＰＯ活動」は女性の方が多くなっています。 

これらのことから、自治会活動においては、自治会長など三役の意思決定過程に女性の参画を促すとと

もに、あらゆる地域活動への男性の参加促進が必要となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○地域防災での男女共同参画 

 災害はいつやってくるかわかりません。平成 7年の阪神淡路大震災をはじめ平成 23年の東日本大震災、

平成 30 年７月豪雨（西日本豪雨）など多発する災害から私たちは多くの教訓を得ました。 

 その中に、日ごろの備えから被災時、救出・救命、復旧・復興を通じて、地域防災の大切さがあります。

防災は「つながる力」であり、日ごろの地域のつながり、人と人との絆が、「もしも」のときに命を守り

支えになります。 

町民アンケート（問８参照）では、消防団や地域防災活動への参加の男女比にはほぼ差がみられません

でしたが、女性も男性も「参加していない」人が約半数いるという現状が課題です。災害は、だれもが‘わ

がこと’になります。今後は女性も男性もともに地域防災活動への参加を促進することが重要です。ま

た、幼い子どもを抱えた親や妊婦、介護が必要な人や障がい者などならではの不安や困難があることから

も、平時から男女共同参画など多様な視点を取り入れた防災対策が求められます。 

 

67%

65%

20%

27%

28%

35%

15%

24%

9%

9%

26%

24%

24%

21%

58%

48%

47%

43%

57%

49%

64%

63%

51%

50%

2%

3%

6%

4%

10%

10%

12%

13%

7%

5%

5%

7%

6%

4%

6%

4%

7%

3%

8%

6%

12%

11%

10%

8%

2%

6%

10%

17%

7%

9%

8%

9%

8%

12%

8%

11%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

男性

女性

男性

女性

男性

女性

男性

女性

男性

女性

男性

女性

自
治
会

P
T

A
趣
味

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア

審
議
会

消
防
団

問８ あなたは、現在、地域等でどのような社会活動に参加されていま

すか。

参加している 参加していない
今は参加していないが、今後、参加したい 参加したいと思わない
未回答
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○地域福祉での男女共同参画 

 子どもであっても高齢であっても障がいがあっても、誰もが安心して暮らし続けることができるよう

な地域づくりが必要です。町民アンケート（問８参照）によると、ボランティアやＮＰＯ活動への参加に

ついては、女性が 24％、男性が 15％で、女性が多くなっていますが、女性も男性も参加していない人の

割合が６割を超え最も多くなっています。 

地域では福祉委員会などにより、福祉活動が行われていますが、ボランティア的な要素も強く、偏った

人に荷重がかかっている状況も否めません。 

地域福祉は、自分で自分を助ける「自助」、お互いを助け合う「互助」、制度化された相互扶助である「共

助」、そして行政などの「公助」の連携したしくみや取組が重要です。中でも、今、地域の多様な人々、

世代間を超えた人々との間の「顔の見える」助け合いによる「互助」は、地域コミュニティはもとより、

絆の再構築、自分のやりがいや自己実現にもつながるものとして意識醸成が必要です。 

 

４ 働く場における男女共同参画  

働くことは、人々の生活の経済的基盤をつくっていくものであり、自己実現につながるものでもありま

す。働きたい人が、性別により差別されることなく個性と能力を存分に発揮できる雇用環境を整備するこ

とは、わが国が将来にわたって経済社会の活力を維持していく上で、ますます重要な課題となっていま

す。 

そのため、まずは、雇用の機会が均等に保障されていることが必要です。「雇用の分野における男女の

均等な機会及び待遇の確保に関する法律（男女雇用機会均等法）」では、募集・採用、配置・昇進等の雇

用管理の各ステージにおける性別を理由とする差別の禁止や婚姻、妊娠・出産等を理由とする不利益取扱

いの禁止等が定められています。また、平成 29 年１月 1 日からは、上司・同僚からの職場における妊

娠・出産等に関するハラスメント防止対策の措置が義務付けられています。 

町民アンケートでは、18 歳～59 歳において「会社員・公務員等の正規職員」の割合は、男性は 69％、

女性は 32％で男性を 37ポイント下回っています。一方「パート・アルバイト・派遣等の非正規職員」に

ついては、男性が４％、女性が 41％で男性を 37ポイント上回っています。また、家事専業の女性は 16％

ですが、男性では 0％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、平成 29 年の就業構造基本調査では、滋賀県の有業率をみると、61.4％で全国第 4位。共働き世

帯は、51.5％で全国 18 位となっています。平成 24年調査と比べると、女性は 20～24 歳を除くすべての

3%

4%

8%

32%

69%

41%

4% 3%

2%

9%

16% 4%

3%

3%

1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

女性

男性

問３ あなたの職業は（18歳～59歳）

農林業関係 自営業・家族従事者
会社員・公務員等の正規職員 パート・アルバイト・派遣等の非正規職員
企業・団体等の役員やオーナー 学生
家事専業 無職
その他
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階級で上昇しており、特に、25～39 歳で大きく上昇し、いわゆるＭ字カーブの底が浅くなっています。 

一方、雇用形態に占める「正規職員・従業員」の割合は、男性が 77％、女性 38.4％で、「非正規職員・

従業員」の割合は、男性が 23％（全国平均 22.3％）、女性が 61.6％（全国平均 56.6％）となっています。 

町民アンケートでは「仕事の内容や待遇面で、女性は男性に比べ不当に格差があると思いますか」に対

して、「格差があると思う」という回答は 4 割を占め、「どのような格差がありますか」に対しては、「賃

金に格差がある」が最も多く、次いで「女性は結婚したり子どもが生まれたりすると、働きにくい雰囲気

がある」となっています。 

働きたい女性が、仕事か子育ての二者択一を迫られることなく、個性と能力を最大限発揮して働き続け

ることができる多様で柔軟な働き方が可能な就労環境が求められます。また、非正規雇用は、女性の貧困

や男女間格差の一因になっていることから、非正規で働く人の処遇改善や正社員への転換など一層の取

組が必要となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 女性も男性もともに個性や能力を存分に発揮して働き続けていくためには、個々の多様性（ダイバーシ

ティ）を尊重しライフステージに合った柔軟な働き方が認められることが必要で、ワーク・ライフ・バラ

ンスが実現される職場環境づくりが求められます。特に女性が働き続けるためには、同時にパートナーで

ある男性の育児や介護等への参画も必要です。 

格差があると

思う

40%

特に格差があると

は思わない

29%

わからない

24%

その他

2%

不明・無回答

5%

問１３ 仕事の内容や待遇面

で、女性は男性に比べ不当に

格差があると思いますか。

賃金に格差

がある

13%

昇進・昇格に格差が

ある

6%

女性の能力を正しく

評価しない

5%

女性には簡単な仕事

しかやらせてもらえ

ない

1% 女性を幹部職員に登

用しない

3%女性は教育・訓練を

受ける機会が少ない

1%

女性は結婚したり子どもが生まれた

りすると、働きにくい雰囲気がある

10%
女性は定年まで働き

にくい雰囲気がある

3%

その他

2%

不明・無回答

56%

問１３－２ （問13-1で「１．格差があると思う」と答えた人への質問）

どのような格差があると思いますか。
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町民アンケートでは、「生活の中での仕事・家庭生活・地域活動や個人の生活の優先度」について、理

想では「仕事と家庭生活をともに優先」が 32％と最も多く、次いで「家庭生活を優先」「仕事と家庭生活

と地域活動や個人の生活をともに優先」がそれぞれ 21％となり、「仕事を優先」については、わずか 5％

となっています。一方、現実では「仕事を優先」が 35％と最も多く、次いで「仕事と家庭生活をともに

優先」が 21％となっており、理想と現実に乖離があることが分かります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 また「ワーク・ライフ・バランスが実現された社会に近づくために、職場においてどのような取組が必

要ですか」という問いに対して、「無駄な業務・作業・会議をなくし、労働時間を短縮する」が 17%とも

っとも多く、次いで「育児・介護等の休業・休暇制度を充実し、育児・介護休業を取りやすくする」が 15%、

管理職にかかる項目「管理職の意識改革を行う」「社長や取締役などがリーダーシップを発揮して取り組

む」などについては合わせて 22％となりました。 

 ワーク・ライフ・バランスを実現させるためには労働時間の短縮と管理職の意識改革、育児・介護等の

休業制度の充実を事業所等に働きかける必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 17%

② 15%

③ 13%

④ 10%

⑤ 9%

⑥ 8%

⑦ 8%

⑨ 5%

⑩ 4%

⑪ 4%

⑫ 4%

⑬ 2% ⑭ 1%

問１４ 「ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）が実現された社会」に

近づくために、職場においてどのような取組みが必要だと思われますか。

① 無駄な業務・作業・会議をなくし、労働時間を短縮する

② 育児・介護等の休業・休暇制度を充実し、育児・介護休業を取りやす

くする
③ 管理職の意識改革を行う

④ 短時間勤務やフレックスタイム制度など柔軟な働き方ができるように

する
⑤ 社長や取締役などがリーダーシップを発揮して取り組む

⑥ 社員（従業員）の心身の健康維持に取り組む

⑦ 年次有給休暇の取得計画を作る

⑨ 管理職以外の社員の意識改革を行う

⑩ 不明・無回答

⑪ 組織の中で、推進する責任者を決める

⑫ ノー残業デーを設ける

⑬ 特にない

⑭ その他

5%

35%

21%

18%

2%

3%

32%

21%

5%

3%

8%

6%

21%

5%

1%

4%

5%

6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

理想

現実

問１５ 生活の中での「仕事」、「家庭生活」、「地域活動や個人の生活」の優先度に

ついて、あなたの理想に近いもの、あなたの現実（現状）に最も近いものはなんです

か。

「仕事」を優先したい

「家庭生活」を優先したい

「地域活動や個人の生活」を優先したい

「仕事」と「家庭生活」をともに優先したい

「仕事」と「地域活動や個人の生活」を優先

したい
「家庭生活」と「地域活動や個人の生活」を

優先したい
「仕事」と「家庭生活」と「地域活動や個人

の生活」をともに優先したい
その他

不明・無回答
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 事業所アンケートでは、回答のあった 22 事業所で配偶者が出産した男性社員（従業員）の数は 33 人

で、そのうち育児休業を取得した人は３人となっており、まだまだ男性社員が育児休業を取ることが少な

い現状です。また、「育児・介護休業制度の活用を進めていくうえで、課題となることは何ですか」とい

う問いに対して、「休業中の代行要員の確保」という回答が 22 事業所中 19事業所であげられており、休

業中における円滑な業務運営が課題となっています。 

 一方、労働力人口の約４割を女性が占める中、依然として役員・管理職への登用は進んでおらず、事業

所アンケートでも、役員・管理職に占める女性の数は約 10％と極めて少ない状況です。 

女性の活躍は、付加価値を生み出し続けるなど成長戦略の中核をなすものであることから、事業所・企

業の経営戦略としても、女性の参画拡大の動きを加速させていく必要があります。 

そのため、将来指導的地位に成長していく女性の人材プールを厚くするため、就業継続やワーク・ライ

フ・バランス等の環境整備はもとより、研修・育成を含めた幅広い支援等が必要です。特に、女性管理職

の育成は、現場の管理職が女性社員の「意欲」「能力」を高めるマネジメントが重要であり、同時に、若

いうちから失敗や困難を乗り越えるような仕事の機会を与え、女性社員の成長を促していくことが重要

です。 

 

５ 男女間の暴力等の状況  

 暴力にはさまざまなものがありますが、犯罪となる行為をも含む重大な人権侵害です。とりわけ、配偶

者や親しい異性からの暴力（ＤＶ）は、日常的な行為であることが多く、命にも関わるものであり、決し

て許してはなりません。そして、被害者のみならず子どもにも悪影響をもたらすことに留意する必要があ

ります。また、家庭内で起こるため、目に見えにくく、本人からの発信や周囲の気づきがとても重要とな

ります。このため、予防と被害からの回避のための取組を推進し、暴力の根絶を図ることが重要です。 

町民アンケートでは、「配偶者や親しい異性から一度でも肉体的、精神的な暴力を受けた経験がありま

すか」という問いに対して、382 人中 59 名が「過去に受けたことがある」「現在受けている」と答えてお

り、約 15％となっています。前回のアンケート結果（平成 19 年１月実施）では約６％となっており、増

加傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、「ＤＶについて知っていますか」という問いに対して、「内容まで知っている」は 64％で、「言葉

だけは聞いたことがある」「知らない」が合わせて 31％であり、より一層啓発を行い、すべての人が重大

な問題であると認識を深める必要があります。 

過去に受けたことが

ある

14%

現在、受けている

1%

受けたことがない

80%

不明・無回答

5%

問１７－１ 配偶者や親しい異性から一度でも肉体的、精神的

な暴力を受けた経験がありますか。

17

1

151

40

1

172

0 50 100 150 200

過去に受けたことがあ

る

現在、受けている

受けたことはない

男女別比較（実数）

女性 男性
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暴力の原因としては、夫が妻に暴力を振るうのはある程度は仕方がないといった社会通念や、妻に収入

がない場合が多いといった男女の経済的格差など、個人の問題として片付けられないような構造的問題

も大きく関係しています。 

町民アンケートでは、過去や現在に暴力を受けたことがある人に「どのような対応をとったか」という

問いに対して、「相手に抗議した」が 28％と最も多くなっています。 

次いで「相談しなかった」が 25％であり、「その理由は」、「相談しても無駄だと思ったから」が最も多

く、次いで「自分さえ我慢すれば何とかやっていけると思ったから」となっています。 

これは、ＤＶに対する正しい理解が十分でないといえ、被害者は悪くないということを正しく理解して

もらえるような丁寧な啓発が求められ、相談体制の充実や周知、一人で抱え込まない啓発が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一方、セクシャル・ハラスメントについては、職場での発生が多いことから防止のための企業・事業所

への周知啓発が必要です。事業所アンケートでは、セクシャル・ハラスメントについて、「内部規則等で

防止方針を明記しているか」という問いに対して、22 事業所中 16 事業所で明記をしている、「従業者を

対象としたハラスメント防止の教育研修を行っているか」という問いに対して 22 事業所中 13 事業所に

おいて実施している、「ハラスメント発生時の公正な処理を行うための組織を設置しているか」という問

いに対して 22 事業所中 11 事業所で設置しているという結果であり、さらなる防止対策や事案発生時の

体制整備の推進が必要です。 

内容まで知っている

64%

言葉だけは聞いたことがあ

る

22%

知らない

9%

不明・無回答

5%

問16 あなたは、ＤＶ（ドメスティックバイオレンス）について知っていま

すか。

① 28%

② 25%③ 15%

④ 13%

⑤ 12%

⑥ 2%
⑦ 2%

⑧ 1%
⑨ 1% ⑩ 1%

⑪ 0%

問１７ そのとき、どのような対応をとりましたか？

① 相手に抗議した

② 相談しなかった

③ 友人・知人に相談した

④ 家族に相談した

⑤ その他

⑥ 上司・先生等に相談した

⑦ 不明・無回答

⑧ 警察に連絡・相談した

⑨ 公的な相談窓口（電話相談等）に相談した

⑩ 弁護士等に相談した

⑪ 民間の機関に相談した
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６ 男女共同参画を実現する基盤  

○健康づくり 

 女性も男性もともに自己実現をするためには、健康な心身の状態であることが基盤となります。その

ため、男女が互いの身体的な性差に応じた健康について理解を深めることが重要です。特に、女性は妊

娠・出産や女性特有の更年期疾患を経験する可能性があるなど生涯を通じて男女が異なる健康上の問題

に直面することへの留意が必要です。 

生涯を通じて健康づくりをするためには、それぞれの時期に必要な予防活動と健康づくりへの学習機

会の提供など男女の性差に応じた健康を支援するための総合的な取組の推進が必要です。 

○子育て支援 

 町民アンケートでは、「あなた自身の理想の働き方を選んでください。また現実の働き方はどうなって

いますか」という問いに対し、女性は「ずっと仕事を続ける」と回答する人が理想と現実ともに最も多く

なっていますが、男性と比べると約半数となっています。 

次いで「子育ての時期だけ仕事を一時やめ、そのあとは仕事を続ける」が理想では 33％となっていま

すが、現実では 19％と低くなっており、子育てと両立しながら働く場に復帰することが困難である様子

が窺えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また「女性が仕事を続けていくためには何が必要だと思いますか」という問いに対し、「育児や介護の

ための施設や制度を充実すること」が 14％、「育児や介護休業を利用しても不利な扱いを受けず、身分が

保障されていること」が 11％、「育児や介護で退職した社員を再雇用する制度をもうけること」が 8％と

上位にきています。 

 これらのことから、ライフイベントが就業継続の妨げとならないよう、また女性の不利益につながらな

いような人事制度を含めた就業環境が重要になります。 

 同時に、両立のための保育施設整備やサービスの充実、地域ぐるみの子育て支援の促進、育児サークル

などの育成支援等により地域全体で子育てを応援するしくみが必要です。 

 

 

 

31%

38%

59%

67%

3%

4%

0%

0%

19%

33%

1%

6%

5%

4%

0%

1%

3%

1%

0%

2%

9%

5%

14%

6%

12%

5%

14%

11%

18%

11%

13%

7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

女性（現実）

女性（理想）

男性（現実）

男性（理想）

問９ あなた自身の働き方について、理想の働き方を選んでください。また現実

の働き方はどうなっていますか？

ずっと仕事を続ける（続けている）

結婚するまで仕事をもち、結婚後は仕事

をもたない

子育ての時期だけ仕事を一時やめ、その

あとは仕事を続ける（続けている）

子どもができるまで仕事をもち、子ども

ができたら仕事をもたない（もっていな

い）
介護のために仕事をやめる（やめた）

仕事を持たない（持っていない）
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○福祉サービス 

高齢になっても、障がいを持っても、誰もが自己実現を叶えることができる環境づくりが必要です。その

ためには、セーフティネットの機能として様々な困難な状況におかれている女性等が安心して暮らせる

よう福祉サービスや総合的な相談体制の充実や、女性も男性もともに自分の経済的・生活的自立を通して

意欲と能力に応じてさまざまな形で社会参加ができる体制づくりを進めていく必要があります。 

町民アンケート（問９・問 10）では、「あなたの働き方はどうなっていますか」という問いで、女性に

ついては 12％が、「介護のために仕事をやめる」と回答しています。また「女性が仕事を続けていくため

には何が必要だと思いますか」という問いに対し、「育児や介護のための施設や制度を充実すること」が

14％と上位になっており、介護者が孤立することがないよう、また介護をする人の負担感が軽減できるよ

う充実した福祉サービスが求められています。 

○生涯学習 

 家庭・地域・職場・ボランティア活動・趣味活動など、あらゆる場において男女共同参画を実現するた

めには、家庭では家庭教育の充実、多様な職業選択という観点からは小学校からのキャリア教育の実施、

退職シニアを対象とした生涯現役事業の実施など生涯を通して学び、スキルを身につけられるような社 

①27%

②14%

③11%④8%⑤5%

⑥7%

⑦1%

⑧9%

⑨6%

⑩1%

⑪7%

⑫1%

⑬1%
⑭2%

問10 男性に比べて、女性が仕事を続けていくことが難しい状況がありま

す。あなたは女性が仕事を続けていくためには、何が必要だと思いますか。

①女性が働くことに対し、家族やまわりの人の理解と協力があること

②育児や介護のための施設や制度を充実すること

③育児や介護休業を利用しても不利な扱いを受けず、身分が保障されていること

④育児や介護で退職した社員を再雇用する制度をもうけること

⑤給与や男女間の格差をなくすこと

⑥労働時間を短くすること

⑦仕事で必要な知識、技術などについての社員教育を充実すること

⑧パートタイマーや派遣労働者の労働条件を改善すること

⑨在宅勤務やフレックスタイム制度（働く時間帯を自分で決められる勤務体制）を設けること

⑩起業（新しく事業を始めること）しようとする人への支援を充実すること

⑪生涯にわたって健康的な生活を営むことができること

⑫とくに条件整備は必要ない

⑬その他

⑭不明・無回答
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会の構築が必要です。 

特に、町民アンケート（問９）では、「あなた自身の理想の働き方を選んでください。また現実の働き

方はどうなっていますか」という問いに対し、女性の理想としては「子育ての時期だけ一時仕事をやめ、

そのあとは仕事を続ける」が 33％と最も多くなっていますが、現実は 19％と乖離があることからも、女

性の職場復帰のためのキャリアアップにも力を入れる必要があります。 

また、現実には、やってみたいと思ってはいても学習できる場を身近に探すことは困難です。そのため

に、身近なところで学習する機会の充実を図ることが大切です。 
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第４章 計画の体系 
 

【 計画の目標 】 

一人ひとりが自分らしく力を発揮して活力あふれるまちに 

【 計画の期間 】  ５年間（2019 年３月から 2024 年３月まで） 

【 重点目標 】 ○地域における女性の活躍推進 

       ○働く場におけるトップの行動変革 

       ○家庭における性別による固定的な役割分担意識の解消 

【 基本目標と重点施策 】 

１．あらゆる人々の人権尊重 

  （１）人権の尊重、男女共同参画の推進に向けた啓発の推進 

  （２）人権の尊重、男女共同参画に資する教育の充実 

 

２．女性も男性もともに活躍できる家庭づくり 

  （１）家庭における男女共同参画の推進 

  （２）男女共同参画の視点に立った家庭教育の推進 

 

３．女性も男性もともに活躍できる地域づくり 

 （１）地域社会で女性も男性も活躍する場の拡大 

 （２）地域防災での男女共同参画の推進 

 （３）地域福祉での男女共同参画の推進 

 

４．女性も男性もともに活躍できる職場づくり 

  （１）雇用の機会均等の促進 

  （２）多様で柔軟な働き方を可能とする職場環境づくりの支援 

  （３）ワーク・ライフ・バランスが実現される職場環境づくりの推進 

  （４）政策・方針決定の場への女性参画の拡大 

  （コラム）男女共同参画を推進する事業所の取り組み事例 

 

５．男女間のあらゆる暴力を許さない社会づくり 

  （１）男女間のあらゆる暴力を許さない気運の醸成 

  （２）被害者への相談体制の充実 

 

６．女性も男性もともに活躍できる基盤づくり 

（１）生涯を通じた健康づくり 

（２）子育て支援の充実 

 （３）福祉サービスの充実 

  （４）生涯学習社会の構築 

【 計画の推進体制 】 

   庁内推進体制の充実 

   計画の進行管理 

   町民・事業者等との連携 

   国・県等関係機関との連携  
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第５章 重点目標 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

重点目標１ 地域における女性の活躍推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

具体的施策 

（１）地域社会で男女が活躍する場の拡大 

①地域における意思決定の場への女性の参画促進 

   モデル自治会を募集し、三役に女性が参画できるよう積極的な働きかけや支援を行います。平成

31 年度（2019 年度）は、自治会連絡協議会で意見を聞きながらモデル事業の制度設計を行い、平成

32 年度（2020 年度）にはモデル自治会を募集し、平成 33 年度（2021 年度）役員から女性参画を進

めます。さらにモデル自治会では女性のキャリアアップ研修を行うなど人材育成を行います。 

あわせて、地域の各種団体の長についても、男女の意見が反映されるような役員選出について、働

きかけを行います。 

 

 【目標】自治会の三役に女性が参画している自治会数の向上 

  平成 30 年度(2018 年度) ０自治会 → 平成 33年度(2021 年度)２自治会 

→ 平成 34年度(2022 年度)４自治会 → 平成 35年度(2023 年度) ６自治会 

      ※平成 33 年度(2021 年度)以降、モデル自治会：２自治会ずつ  

■重点目標とは・・ 

 ○計画目標である「一人ひとりが自分らしく力を発揮して活力あふれるまちに」を達

成するため、基本目標と重点施策の中から、最も強力に推進すべきもの。 

 ○竜王町男女共同参画懇話会や竜王町男女共同参画社会検討委員会での意見を踏ま

え、本町において特に優先課題とするもの、達成することで高い波及効果が期待さ

れるもの。 

○重点目標を達成するための具体的な施策も併せて併記し、明確な目標数値を定める

ことで、実効的な取組とします。 

 

▼重点理由 

本町では、平成６年（1994 年）から平成 30 年（2018 年）までの 25 年間に、自治会長を務めた

女性は（※）延 3名（0.3％）でした。また、自治会長および代理者、会計を含めた三役についても、

平成 25 年（2013 年）から平成 30 年（2018 年）までの５年間で延 15 名(3％)であり、他市町に比

べて非常に少ない状況です。これらのことから、自治会における重要な役職に女性の参画が進ん

でいないことが分かります。  ※重複している人を含む 

今後ますます人口減少が進む中で、自治会活動の担い手の高齢化や確保が困難になることから

女性の積極的な参画が求められています。また、災害リスクや次世代育成など自治会の活動内容

が多様化することから、女性の視点を活かすことが必要となります。自治会の意思決定の場に女

性が参画するためにも具体的な事業の展開が必要です。 

これらのことから、「地域における女性の活躍推進」を重点目標として位置づけます。 
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重点目標２ 働く場におけるトップの行動変革 

 

 

具体的施策 

（３）ワーク・ライフ・バランスが実現される職場環境づくりの推進 

 ①「イクボス」の普及啓発 

    「イクボス」とは、部下や同僚等の育児や介護、ワーク・ライフ・バランス等に配慮・理解のあ

る上司のことで、「イクボス宣言」はイクボスとしての宣言を対外的に行うことです。 

トップの行動変革を促し、自らがイクボスとなってワーク・ライフ・バランスが実現される職場

環境づくりを行うトップを町内事業所に増やしていきます。 

平成 31 年度（2019 年度）は、役場内でのイクボス宣言をめざします。また、商工会等と連携し

ながら、イクボス研修会等を合同で開催するなどし、町内の企業・事業所に対して働きかけ、イク

ボス宣言実施事業所を募集します。平成 32年度（2020 年度）には実施事業者が一斉にイクボス宣

言を行う機会を設けることで、取組への意欲醸成、事業所ＰＲ機会の提供を図ります。平成 33年

度（2021 年度）以降は、強調月間を設け、イクボスの先進的取組事例を紹介することで他事業所

への推進を図ります。 

なお、宣言事業所については、一覧を町ホームページで紹介するとともに、先進的取組について

広報紙で紹介することで、働きやすい職場づくりを実施している事業所としてのＰＲを行います。 

また、宣言後の各事業所の取り組みについて、毎年報告をいただきながら把握し、先進的事例と

して他事業所への啓発を行います。 

 

【目標】イクボス宣言を行った事業所数の向上 （参考：商工会会員事業所数：305） 

平成 30 年度（2018 年度） ２事業所→平成 35年度（2023 年度） 30 事業所 

▼重点理由 

本町には多数の企業・事業所が立地しており、昼間人口が（※）17,264 人と企業町民の数が非常に

多いまちです。（H27 国勢調査より。人口：12,434 人、流入人口：9,015 人、流出人口：4,172 人） 

しかしながら、一方で全国的に人口減少、特に生産年齢人口が減少していることから労働力不足

の声もあがっています。企業・事業所としては、労働力確保の観点からも、誰もが働きやすい職場

づくりが求められています。 

経済産業省の「ダイバーシティ 2.0 検討報告書」によると、少子高齢化等の構造的変化に加え、

第四次産業革命等の加速的・非連続的な外部環境の変化に伴う経営改革・人材戦略の変革の中でダ

イバーシティ 2.0 へのステージアップの柱の一つとして女性活躍推進などによる多様性の確保を

必要としています。 

女性活躍は成長戦略の中核をなすものです。これを進めるために制定された女性活躍推進法で

は、300 人以上の企業・事業所に女性活躍に関する計画的なＰＤＣＡサイクルを広く促すため、行

動計画の策定が義務付けられています。今般の見直しにより 101 人以上の企業・事業所にも対象が

拡大される見通しであり、さらに企業・事業所に女性活躍への対策や措置が求められています。 

また、厚生労働省が平成 26 年に発表した「働きやすい・働きがいのある職場づくりに関する調

査報告書」では、働きやすい職場ほど仕事に対する意欲が高く、会社の業績も上がっているという

結果となっていることからも、働きやすい職場づくりは、企業・事業所のメリットとしても取り組

むべき課題であると分析されています。研修・育成を含めた幅広い支援と「意欲」「能力」を高める

マネジメントが必要です。 

働きやすい職場づくりのためには、仕事と生活の両立（ワーク・ライフ・バランス）の推進やハ

ラスメントの根絶、手当てや休暇など福利厚生の充実など、トップの意識・行動変革が必要であり、

町内の企業・事業所に積極的に働きかけることが重要です。 

これらのことから「働く場におけるトップの行動変革」を重点目標として位置づけます。 
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重点目標３ 家庭における性別による固定的な役割分担意識の解消 

 

 

具体的施策 

（１）家庭における男女共同参画の推進 

 ①家庭における性別による固定的な役割分担意識の解消 

    ６月の「男女共同参画週間」に合わせ、広報紙やホームページ等を通じて家庭での男女共同参画

を啓発します。女性が家事をするのが当たり前だという意識を変える呼びかけをするとともに、男

性が家事・育児・介護に参画することは、男性にとってもさまざまな喜びが得られることをも伝え

るような内容にしていきます。さらに、ロールモデルとして、家庭の仕事を家族で役割分担をしな

がら行っている家族を特集記事で取り上げ掲載することも検討していきます。 

    一方で、男性が家庭のことに参画したくてもできない状況が働く職場にもあることから、町内企

業・事業所に対して、男性も女性もワーク・ライフ・バランスが実現されるような職場づくりへの

啓発を行っていきます。 

また、わが国では、毎年 11 月の第３日曜日が「家族の日」であることから、本町でもこの日を

「家族の日」とし、家族でのコミュニケーションの促進啓発を行います。特に家庭での役割分担に

ついては、チェックリストを作成提供し、性別による固定的な役割分担意識の解消に向けたきっか

けづくりを行います。 

また、「家族の日」に向けて、ＰＴＡとも連携しながら町民から家庭での男女共同参画事例を募

集し、その事例を広報紙やホームページに掲載して紹介することで、啓発を行います。 

 

 

 

 

【目標】家庭で男女の地位が「平等」になっていると思う人の割合の向上 

平成 30 年度（2018 年度）   平成 35 年度（2023 年度） 

35％       ⇒   50％以上  （町民アンケートによる把握） 

▼重点理由 

実施したアンケートから、本町では家庭での性別による固定的な役割分担意識が根強く残って

いることが明らかになりました。 

総務省による平成 28 年社会生活基本調査では、滋賀県における夫婦の生活時間については、妻

の有業・無業に関わらず男性の家事・育児等の時間は１時間にも満たないことが分かっています。

共働き世帯であっても、家事・育児等の負担が女性に極端に偏っているのが現状です。 

このことから、まずは性別による固定的な役割分担意識の解消が必要であり、男性が家事・育

児・介護等に積極的に参画できるよう、意識の醸成を図る取組を推進していかねばなりません。 

その解消を踏まえたうえで、社会の中で最も身近な組織である家庭における子どもとの関わり

を十分に考える必要があります。 

すべての子どもは、生きる権利・育つ権利を持っています。そして家庭は、次の社会を担う子

どもたちを育てる根幹です。子どもは成長過程において、最も身近な家族の考え方や言動などの

家庭環境から大きな影響を受けながら育ちます。家庭は、幼少期からの意識醸成が行われる大事

な場であり、家庭教育はすべての教育の出発点として非常に重要です。 

家族のふれ合いを通して、子どもは基本的な生活習慣や生活能力、豊かな情操、基本的倫理観、

自尊心や自立心、社会的なマナーなどを身につけます。男女共同参画の意識も同様で、家庭での

状況がジェンダー平等の意識を情操します。子どもも家族の一員です。日ごろから家族でコミュ

ニケーションを図り、お互いを尊重しながら家族で家事・育児・介護等においても役割分担をす

ることが重要です。 

これらのことから、まずは「家庭における性別による固定的な役割分担意識の解消」を重点目

標として位置づけ、さらに家族参加についても図っていきます。 
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第６章 具体的施策の内容 
 

 
 

 

一人ひとりが個性や能力を発揮して充実した生活を送ることができる男女共同参画社会を実現するた

めには、人権尊重と男女共同参画の視点に立った意識の改革を進めることが重要です。そのためには、

人々の意識や社会的な慣行・慣習に残っている性別による固定的な役割分担意識が解消されるような社

会的な環境が形成されること、一人ひとりの人権を大切にすることが根付き、当たり前の社会が形成され

ることが必要です。 

そのため、生涯を通じて家庭、学校、地域、職場など、あらゆる場での教育と啓発を推進するよう努め

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【重点施策】                 【取組の方向】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重点施策（１） 人権の尊重、男女共同参画の推進に向けた啓発の推進 

 人権尊重の意識醸成をベースに、男女共同参画社会づくりをより推進するため、つどいや啓発セミナー

等を開催したり、広報紙やホームページを通した啓発活動等を実施したりします。 

また、「誰一人取り残さない」というＳＤＧｓの観点からも、これまで取り上げてこなかった性の多様

性について、つどいや啓発セミナー等のテーマに取り上げるなどし、理解を深めていきます。 

  

 

（１）人権の尊重、男女共同参画の推進に

向けた啓発の推進 

人権尊重についての意識醸成 

男女共同参画社会に関する啓発の推進 

性の多様性に対する理解の促進 

 

（２）人権の尊重、男女共同参画に資する

教育の充実 

男女共同参画の視点に立った学校教育の推進 

互いの性と生命、価値観を尊重する性教育など

の推進 

生涯学習における男女共同参画に関する学習の

充実 

人権教育の充実 

目標 「家庭で、職場で、地域で、男女の地位は平等になっていると思いますか」という問いに

対し、「平等」と答える人の割合の向上   （町民アンケートによる把握） 

       平成 30 年度（2018 年度）   平成 35 年度（2023 年度） 

   〔家庭で〕    35％     ⇒   50％以上 

   〔地域で〕    20％     ⇒   50％以上 

   〔職場で〕    23％     ⇒   50％以上     

 

基本目標１ あらゆる人々の人権尊重 
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（取組の方向・具体的施策） 

取組の方向 具体的施策 内   容 担当課 

人権尊重につ

いての意識醸

成 

街頭啓発、つどい・啓発

セミナー等の開催 

竜王町人権政策総合推進計画および

竜王町人権教育・啓発基本方針に基

づき、街頭啓発や「じんけんを考え

るみんなのつどい」、人権啓発セミ

ナー等を開催し、人権尊重の意識醸

成を行います。 

未来創造課 

生涯学習課 

地区別懇談会の実施 男女共同参画をはじめ、人権に係る

テーマについて、各地域で懇談会を

実施し、人権意識の向上を図りま

す。 

未来創造課 

生涯学習課 

広報紙、ホームページを

通じた啓発の実施 

「人権週間」などに併せて街頭啓発

を行うとともに、広報紙およびホー

ムページに啓発記事を掲載します。 

未来創造課 

男女共同参画

社会に関する

啓発の推進 

つどいのテーマとして開

催 

毎年開催する「じんけんを考えるみ

んなのつどい」のテーマとして、取り

上げ、重点的に男女共同参画を啓発

します。 

未来創造課 

生涯学習課 

啓発セミナーのテーマと

して開催 

毎年５回にわたり実施している人権

啓発セミナーのテーマに取り上げ、

啓発します。 

生涯学習課 

男女共同参画集会の開催 各地域の「男女共同参画推進委員」

と協力し、「男女共同参画集会」を

各地域で年１回開催することで、男

女共同参画を実現していけるよう地

域に沿った啓発を実施します。 

生涯学習課 

広報紙、ホームページを

通じた啓発の実施 

男女共同参画週間や仕事と生活の調

和月間等の機会を捉えて広報紙およ

びホームページに啓発記事を掲載し

ます。 

未来創造課 

性の多様性に

対する理解の

促進 

つどいのテーマとして開

催 

毎年開催する「じんけんを考えるみ

んなのつどい」のテーマとして、取り

上げ、重点的に町民に性の多様性へ

の理解の促進をします。 

生涯学習課 

未来創造課 

啓発セミナーのテーマと

して開催 

毎年５回にわたり実施している人権

啓発セミナーのテーマに性の多様性

を取り上げ、啓発します。 

生涯学習課 

広報紙、ホームページを

通じた啓発の実施 

性の多様性についての特集記事や講

演会の情報を広報紙やホームページ

に掲載し、啓発を行います。 

未来創造課 
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重点施策（２） 人権の尊重、男女共同参画に資する教育の充実 

あらゆる人々が違いを認め合いながら、対等な関係を重んじ、その個性や能力を伸ばすことができる教

育や参画・自立の意識を育てる教育を推進します。また、教職員や保護者などの意識や行動が子どもたち

に大きく影響するため、それぞれ認識を高め、意識改革を図るとともに一貫して男女共同参画を推進しま

す。 

 また、既存の生涯学習事業における各種教室のカリキュラムに男女共同参画に関する内容を盛り込む

など、内容や方法を検討します。 

 

（取組の方向・具体的施策） 

取組の方向 具体的施策 内  容 担当課 

人権教育の充

実 

学校・園・地域、行政の

緊密な連携による人権教

育の推進 

竜王町教育行政基本方針および竜王

町人権教育・啓発基本方針に基づき、

学校・園・地域・行政の連携を深めなが

ら、竜王町学校人権教育研究会の活動

の充実や地区別懇談会、研修会を開催

します。 

学校教育課 

教育総務課 

生涯学習課 

男女共同参画

の視点に立った

学校教育の推

進 

男女共同参画に関する

人権学習の充実 

毎月の「人権を確かめ合う日」の取組等

で、男女共同参画について取り上げ、

学習します。 

学校教育課 

教職員や保護者を対象

とした男女共同参画に関

する研修の実施 

各校におけるＰＴＡの研修部による研修

会や教育講演会などで、男女共同参画

をテーマとした研修の場を設けます。 

学校教育課 

男女共同参画の視点か

らの進路指導の充実 

男女が性別を理由に制限されることな

く、自由に職業を選択し、個性を発揮し

ながら自己実現することの大切さを学ぶ

学習や進路指導を行います。 

学校教育課 

男女共同参画に関する

啓発用教材の充実 

副読本等の教材を充実し、教材を使用

した学習の機会を設けます。 

学校教育課 

互いの性 と生

命、価値観を尊

重する性教育な

どの推進 

中学生の保育園・幼稚園

での実習 

中学３年の家庭科の学習の中で、幼児

とのよりよい関わり方など学ぶ保育園実

習を行います。 

学校教育課 

多様な性についての学

習の実施 

人権学習などの一環として、ＬＧＢＴ（多

様な性）について人種・性別・障害など

にとらわれず、一人ひとりの人権を尊重

することの大切さを学べる考える機会を

設けます。 

学校教育課 

生涯学習におけ

る男女共同参画

に関する学習の

充実 

性についての悩み相談

の実施 

悩みや不安を抱える子どもが相談しや

すいような信頼関係を築くとともに、相

談できる場を設けます。 

学校教育課 

女性問題関係資料情報

の収集提供・男女共同参

画関係図書の利用促進 

女性問題や男女共同参画に関する本

を購入し、資料展示を行い、貸出を薦

めます。 

図書館 
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取組事例：人権啓発・教育編 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

じんけんを考えるみんなのつどい 

 

 

 

人権問題地区別懇談会（庄） 

 

 

 

人権啓発セミナー 

 

 

 

 

 

 

 

父ちゃんずデーの実施（竜王幼稚園） 

 

 

 

フレンドマートでの街頭啓発 

 

 

 

小中学校で使用する副読本 
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女性も男性も相互の協力と社会の支援のもとに、家族の一員としての役割を果たし、家庭においてもそ

れぞれの個性と能力を十分発揮できる男女共同参画をめざすためには、「男だから」「女だから」という性

別による固定的な役割分担意識にとらわれないことが求められます。 

社会の中でも特に家庭では性別による固定的な役割分担意識が根強く残っており、依然と女性の家事・

育児・介護負担が大きい状況です。まずは、男性が家事・育児・介護等家庭の役割に参画できるような仕

組みづくりが求められます。男女の別ではなく一人ひとりの個性や能力によって家庭の役割を分担し、そ

れぞれが家庭の中で自己実現していくことが重要です。 

また、子どもにとって、家庭は生まれたときから所属する最も身近な組織であることから、家庭教育が

非常に重要となります。ジェンダー平等の意識も家庭の中で醸成されます。子どもも家庭を構成する一員

として、家族みんなが共同で家庭の仕事を分担することも大切です。 

 

 

 

 

 

 

 

【重点施策】                 【取組の方向】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重点施策（１） 家庭における男女共同参画の推進 

家庭内での男女共同参画の推進のためには、広報紙やホームページ等を活用した継続的な啓発と、男性

の家事・育児・介護への参画を促す仕組みづくりが必要です。さまざまな機会を捉えて家庭での男女共同

参画を啓発するとともに、男性が家事・育児・介護へ参画できるようスキルアップの教室等も開催しま

す。さらに、企業・事業所に対して、家庭での時間の確保について働きかけます。 

また、根強い性別による固定的な役割分担意識の解消については、重点目標を掲げ取り組みます。（Ｐ

21 重点目標３参照） 

 

（取組の方向・具体的施策） 

取組の方向 具体的施策 内  容 担当課 

家庭での性別に

よる固定的な役

割分担意識の解

消 

広報紙・ホームページを通じ

て男女（家族）で担う家庭の役

割を啓発 

６月の「男女共同参画週間」に合わ

せて家庭の役割を男女（家族みん

な）で担う大切さについて啓発を行

う。 

未来創造課 

「家族の日」を設け、家庭で役

割分担について話し合いを促

進 

11 月の第３日曜日を「家族の日」と

し、家族のコミュニケーションの促進

啓発を行います。特に、家庭での役

未来創造課 

（１）家庭における男女共同参画の推進 

家庭での性別による固定的な役割分担意識の解

消 

家事・育児・介護での男女共同参画の推進 

（２）男女共同参画の視点に立った家庭教

育の推進 

男女共同参画の視点に立った家庭教育の推進 

【目標（重点目標）】家庭で男女の地位が「平等」になっていると思う人の割合の向上 

（町民アンケートによる把握） 

平成 30 年度（2018 年度）    平成 35 年度（2023 年度） 

      35％       ⇒   50％以上 

 

基本目標２ 女性も男性もともに活躍できる家庭づくり 

保護者への家庭教育に関する学習機会の充実 
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割分担について「チェックリスト」を作

成提供します。 

家庭での男女共同参画事例

の募集・紹介 

「家族の日」に向けて、ＰＴＡとも連携

しながら家庭での男女共同参画事

例を募集し、広報紙やホームページ

に掲載して紹介します。 

未来創造課 

男女共同参画集会事前研修

会でテーマとして取り上げて

実施 

男女共同参画集会事前研修会にお

いて、家庭での性別による固定的な

役割分担意識の解消をテーマとして

取り上げて実施し、家庭や地域にお

いて考える機会を設けます。 

生涯学習課 

家庭における男女共同参画を

テーマとしたＰＴＡ研修会の開

催 

単位ＰＴＡの研修会などで家庭にお

ける男女共同参画をテーマとした研

修を実施します。 

生涯学習課 

学校教育課 

企業・事業所へのワーク・ライ

フ・バランス推進の啓発 

企業訪問を通じてパンフレット等を

配布し啓発するとともに、家庭に参

画する男性を応援する企業・事業所

について、先進事例を広報紙やホ

ームページで紹介します。 

未来創造課 

商工観光課 

家事・育児・介護

での男女共同参

画の推進 

男女がともに参加できる育児

教室の充実 

マタニティサロンや育児教室を開催

し、男性の参加も積極的に呼び掛け

ていきます。 

健康推進課 

男女がともに参加できる介護

教室等の開催 

ふきのとうカフェでの勉強会や介護

の研修会を開催し、広く住民に参加

を呼び掛けます。 

福祉課 

広報紙、ホームページを通じ

た啓発の実施 

女性も男性もともに子育てや家事に

関わるロールモデルを紹介するな

ど、男性が家事・育児・介護に取組

みやすい環境づくりを行います。 

未来創造課 

 

重点施策（２） 男女共同参画の視点に立った家庭教育の推進 

家庭における男女共同参画は、子どもも含め家族みんながコミュニケーションを図りながらそれぞれ

の役割を担っていくことが大切です。次代を担う子どもたちにとって、幼少期から男女共同参画が実現さ

れた家庭で育つことが、次代の男女共同参画の実現にもつながることから、家庭教育は非常に重要です。 

家庭での実践を促すため、男女共同参画の視点を盛り込んだ家庭教育のパンフレット等を配布すると

ともに、保護者に家庭教育に関する学習機会を提供します。また、企業・事業所に対して、参観休暇等の

休暇制度の充実と取得を促します。 

 

（取組の方向・具体的施策） 

取組の方向 具体的施策 内  容 担当課 

男女共同参画

の視点に立っ

た家庭教育の

推進 

男女共同参画の視点も盛り込ん

だ家庭教育についてのパンフレ

ットの配布 

ＰＴＡの定めた「家族会議の日」に合

わせ、家族の役割や協力について

家族で話し合う場をもつことを意識し

てもらえるようパンフレット等を配布し

啓発します。 

生涯学習課 
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男女共同参画の視点を盛り込んだ

園・学年・学級通信を配布して啓発

を図ります。 

学校教育課 

竜王幼稚園 

竜王西幼稚園 

保護者への家

庭教育に関す

る学習機会の

充実 

学校・園での家庭教育について

の学習機会の提供 

学習参観等の機会を利用して、保護

者に子どもの発達段階に応じた家庭

教育に関する学習機会を提供しま

す。 

学校教育課 

父親の保育参加を推進するため「父

ちゃんずデー」を実施します 

学校教育課 

竜王幼稚園 

竜王西幼稚園 

企業・事業所への参観休暇等

の制度充実の働きかけ 

企業訪問を通じて、休暇制度等の充

実を働きかけます。特に参観に参加

することが家庭教育の充実にもつな

がることから、参観休暇等の休暇制

度充実と取得を促します。 

未来創造課 

商工観光課 

 

取組事例：家庭編 

 

  

 

父ちゃんずデーの実施（竜王幼稚園） 

 

 

 

広報紙へ「男女共同参画通信」の掲載 
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地域社会においても、一人ひとりが個性や能力を発揮し、固定的な性別役割分担意識や慣習などによっ

て社会における活動の多様な選択を妨げられないよう、女性も男性も共に地域づくりに関わる意識の醸

成とともに地域で支えるしくみづくりを推進していくことが必要です。 

そのためには、具体的な事業の展開が必要であり、自治会などの方針の立案や決定に女性も積極的に参

加できるよう取組を進めます。 

あわせて、地域全体で、育児や介護、見守り、また災害リスクへの対応など多様な社会課題やニーズに

応えるためのしくみづくりを進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【重点施策】                 【取組の方向】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重点施策（１） 地域社会で女性も男性も躍する場の拡大 

 一人ひとりが地域の一員として、住みよい地域づくりを進めていくためには、女性の意見、男性の意見

が均等に反映され、運営や活動に関われるような環境が必要です。 

さまざまな活動に自ら参画できるような意識醸成を行うとともに、女性が意思決定の場に参画できる

ような環境整備や意識啓発に努めます。 

特に、自治会三役に女性が参画できるよう、重点目標を掲げ取り組みます。（Ｐ19 重点目標１参照） 

 

（取組の方向・具体的施策） 

取組の方向 具体的施策 内    容 担当課 

自治会活動・ボラ

ンティア活動にお

ける男女共同参画

の推進 

自治会等地域活動への男女

共同参画しくみづくりの働きか

け 

竜王町未来へつなぐまちづくり交

付金の特別加算事業の枠に自

治会への女性の参画の区分を追

加を検討し、男女共同参画の働

きかけを行います。 

総務課 

（１）地域社会で女性も男性も活躍する

場の拡大 
地域における意思決定の場への女性の参画促進 

女性の視点を取り入れた防災対策の推進 

災害時の共助への男女共同参画の推進 

自治会活動・ボランティア活動における男女共
同参画の推進 

（２）地域防災での男女共同参画の推進 

（３）地域福祉での男女共同参画の推進 

地域支え合いしくみづくりの推進 

地域での子育て事業の推進 

目標 「地域で男女の地位は平等になっていると思いますか」という問いに対し、「平等」

と答える人の割合の向上        （町民アンケートによる把握） 

平成 30 年度（2018 年度）    平成 35 年度（2023 年度） 

         20％     ⇒    50％ 以上     

重点目標 各自治会の三役に女性が参画している自治会数の向上 

     平成 30 年度（2018 年度）    平成 35 年度（2023 年度） 

０自治会   ⇒   ６自治会 

 

基本目標３ 女性も男性もともに活躍できる地域づくり 
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地域活動を行う各種団体への

男女共同参画の推進 

竜王町みんなで煌くまちづくり活

動支援事業補助金の要件に男

女共同参画の要素を盛り込み、

補助対象団体に対して男女共同

参画を推進します。 

未来創造課 

男女共同参画を進める地域リ

ーダーの発掘、育成 

男女共同参画センター等と連携

し、リーダー養成講座等の開催

について情報提供し、参加を促

します。 

未来創造課 

地域における意思

決定の場への女性

の参画促進 

地域活動における意思決定

の場への女性参画促進の働

きかけ 

男女共同参画週間等において

地域活動での女性の役割等につ

いて、広報紙やホームページを

通じて啓発を行います。 

未来創造課 

自治会等地域活動への男女

共同参画しくみづくりへの働き

かけ 

(仮称)男女共同参画推進モデル

事業を立ち上げ、モデル自治会

を選定し、他の地域の規範となる

先進的な男女共同参画が実施さ

れる自治会づくりを推進し、支援

します。 

未来創造課 

女性の能力開発等の研修に

ついての情報提供 

男女共同参画センター等と連携

し、広報紙やホームページを通じ

てお知らせします。 

未来創造課 

 

重点施策（２） 地域防災での男女共同参画の推進 

男女共同参画の視点を活かしながら、災害への備えから被災、救命、復旧・復興までを通じ、自助、互

助、共助、公助の連携による地域防災力の向上を図ります。 

また、災害時に、高齢者や障がいのある人、妊産婦や子育てしている人など、さまざまな事情を抱える

人も含めすべての人の命を守るため、日頃から「顔の見える関係」をつくるとともに、支援を必要とする

人の情報を収集し、避難誘導の手順や役割を申し合わせるなど、さまざまな立場の人の意見を集約してお

くことなど、地域への働きかけを行います。 

 

（取組の方向・具体的施策） 

取組の方向 具体的施策 内  容 担当課 

災害時の共助へ

の男女共同参画

の推進 

自治会への防災訓練実施時等

における男女共同参画の働き

かけ 

各地区防災訓練での出前講座

等において、事例等を紹介し、防

災に関する男女共同参画の推進

を促します。 

生活安全課 

女性の視点を取り

入れた防災対策

の推進 

竜王町地域防災計画の策定

（更新） 

防災会議の委員選定を工夫する

など、女性の視点を盛り込んだ計

画となるよう策定（更新）を行いま

す。 

生活安全課 
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重点施策（３） 地域福祉での男女共同参画の推進 

 人口減少が進む中、地域でも担い手不足が否めないの現状です。一人ひとりの気づき、自助・互助・共

助への意識の高まりやそれに伴う行動が求められます。本町では、「地域支え合いしくみづくりモデル事

業」を通じて、地域における課題整理やしくみづくりの検討事業を推進しています。これらの事業で創り

出されたしくみをより多くの地域に普及できるよう、また女性も男性も、老若男女が参画できるような働

きかけを行っていきます。 

 また、子育てについても地域で支え合えるヒントとなるよう講座等を実施します。 

 

（取組の方向・具体的施策） 

取組の方向 具体的施策 内  容 担当課 

地域支え合いしくみ

づくりの推進 

地域支え合いしくみづくりモデ

ル事業での男女共同参画の推

進 

地域支え合いしくみづくりモデ
ル事業のモデル自治会におい
て、男女共同参画の視点を取り
入れた事業を行うよう指導し、推
進します。 

未来創造課 

福祉課 

地域での子育て事業の推進 地域の出前講座において、男女
共同参画の視点を盛り込んだ講
座を実施します。 

健康推進課 

 

取組事例：地域支え合いしくみづくり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

                                                         

モデル自治会（林） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

フレンドマート竜王へ Go！

お買い物中♪

いってらっしゃい！

おつかれさまでした

１ ２

３ ４

1２

 

Ｈ30年度地域支え合いしくみづくりモデル自治会（西川） 

 

りんりんお出かけ支援以外にも・・・

りんりんJBC食堂
年10回程度
学校給食がない日を中心に

15

Ｈ29年度地域支え合いしくみづくりモデル自治会（林） 

お出かけ支援 
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女性消防隊の活躍（町総合防災訓練） 

 

  
町総合防災訓練への男女共同参画 
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女性の力を成長戦略の柱としつつ「女性活躍推進法」が施行され、国をはじめ行政は女性が職業生活に

おいて性別にかかわらず活躍できるさまざまな施策を進めています。女性の有業率が年々上昇する一方

で、未だ働きたい女性が、仕事か家庭かの二者択一を迫られる状況にあります。 

個人の個性や能力が最大限発揮して働き続けるためには、個々の多様性を尊重し、ライフステージに応

じた柔軟な働き方によるワーク・ライフ・バランスの実現が必要です。 

同時に、企業の経営改革・人事戦略の面からも女性の活躍の場を広げていくことが必要です。 

  

※「女性活躍推進法」第６条第２項に規定された市町村推進計画に関する事項は、主にこの分野にまとめ

ています。 

 

 

 

 

 

 

【重点施策】                 【取組の方向】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重点施策（１） 雇用の機会均等の促進 

働きたいという思いを性別により制約されることのないよう、雇用の機会均等はまずもって保障され

なければなりません。毎年実施している町内の企業・事業所訪問の際に実態を把握し、雇用の機会均等を

はじめ、男女平等な労働条件などを働きかけます。 

また、女性の起業についても、商工会と連携して支援を行います。 

 

  

（１）雇用の機会均等の促進 

男女の均等な雇用機会と待遇の実現 

（２）多様で柔軟な働き方を可能とする

職場環境づくりの支援 性別や国籍、年齢、ライフスタイルなどにとらわ

れない多様な働き方を支援する環境整備 

「イクボス」の普及啓発 

仕事と家庭の両立を支援する労働条件の整備 

新たな働き方の推進 

（３）ワーク・ライフ・バランスが実現

される職場環境づくりの推進 

（４）政策・方針決定の場への女性参画

の拡大 

女性の管理職登用促進 

女性のキャリアアップ研修実施の推進 

女性の創業に向けた支援 

身近なロールモデルの発掘と発信 

【重点目標】イクボス宣言に取り組んだ事業所数の向上 

平成 30 年度（2018 年度） ２事業所→平成 35 年度（2023 年度） 30 事業所 

（参考：商工会会員事業所数：305） 

基本目標４ 女性も男性もともに活躍できる職場づくり 
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（取組の方向・具体的施策） 

取組の方向 具体的施策 内   容 担当課 

男女の均等な雇

用機会と待遇の

実現 

企業、事業所等を対象とした雇用実

態調査の実施 

男女平等の推進のための雇用

実態調査内容を検討し実施し

ます。 

商工観光課 

男女平等の雇用に伴う施設環境の整

備 

企業訪問を通じてパンフレット

等を配布し啓発します。 

 

町内企業・事業所等の先進事

例などを、広報紙やホームペ

ージを通じて情報提供します。 

商工観光課 

未来創造課 

企業、事業所等に対する男女平等等

雇用の意識啓発 

企業、事業所等に対する女性の能力

開発・向上のための教育訓練機会の

働きかけ 

雇用に係る各種情報収集および提

供の充実 

パートタイム労働者の処遇・労働条件

の改善推進 

女性の創業に向

けた支援 

女性の起業に対する支援制度の推

進 

商工会による女性のための起

業勉強会や創業塾を継続して

広域開催し、また、滋賀県産業

支援プラザと連携し、支援を行

います。 

商工観光課 

滋賀県立男女共同参画センタ

ーなどが開催している女性の

起業支援の講座や研修会につ

いて、広報紙やホームページ

に掲載し、広く周知を図りま

す。 

未来創造課 

女性起業家の交流やネットワークづく

りへの支援 

商工会による女性のための起

業勉強会や創業塾を継続して

広域開催し、また、滋賀県産業

支援プラザと連携し、支援を行

います。 

商工観光課 

 

重点施策（２） 多様で柔軟な働き方を可能とする職場環境づくりの支援 

 誰もが働きやすい多様で柔軟な働き方を可能とする職場環境は、女性も男性も仕事と家庭の両立を可

能にし、同時に企業としても、多様な人材が個性と能力を最大限発揮し持続的に成長し続けるために必要

な経営戦略・人事戦略です。そのため、多様で柔軟な新たな働き方について事例を共有する中で推進を図

っていきます。また性別や国籍、年齢、ライフスタイルなどにとらわれない多様な人材が多様な働き方を

認められるような意識醸成も進めていきます。 

（取組の方向・具体的施策） 

取組の方向 具体的施策 内  容 担当課 

新たな働き方の

推進 

企業・事業所等に対する労働時

間短縮についての啓発活動推進 

企業訪問を通じてパンフレット等

を配布し啓発します。 

商工観光課 
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新たな働き方の事例紹介 町内企業・事業所等の先進的な

働き方について調査し、先進事

例として、広報紙やホームペー

ジを通じて情報提供します。 

未来創造課 

企業・事業所等への人権出前講

座の実施 

滋賀県人権センターなどと連携

し、企業内人権研修の出前講座

を実施します。 

商工観光課 

企業・事業所向けの新たな働き方

についての研修会やセミナーの

周知や案内 

商工会や滋賀県産業支援プラ

ザと連携し、新たな働き方に関

わるセミナーを企業や事業所へ

企業訪問やホームページ等で

周知し、参加を促します。 

商工観光課 

未来創造課 

性別や国籍、年

齢、ライフスタイル

などにとらわれな

い多様な働き方

を支援する環境

整備 

町内の女性団体やグループのネ

ットワークづくりの推進 

農業に従事する女性を集めた懇

話会・交流会等を開催します。 

未来創造課 

農業振興課 

農業や商工業等自営業における

男女のパートナーシップの確立 

企業訪問を通じてパンフレット等

を配布し啓発します。 

改良組合長会議等農業者が参

加する会議等の場でパンフレッ

ト等を配布し啓発します。 

商工観光課 

農業振興課 

事業所・企業向けのダイバーシテ

ィやインクルージョンについての

研修会の開催や案内 

滋賀県人権センターや滋賀県

産業支援プラザなどが開催する

研修会を周知し、商工会と連携

して事業所が研修会に積極的

に参加するよう啓発します。 

商工観光課 

未来創造課 

 

重点施策（３） ワーク・ライフ・バランスが実現される職場環境づくりの推進 

ワーク・ライフ・バランスが実現される職場環境は、女性にとっても男性にとっても働きやすい職場で

す。バランスのとれた職業生活、家庭生活、個人の生活が営めることは、働き「続ける」ためにも必要な

ことです。生活の充実によって、仕事の効率・パフォーマンスが向上するという相乗効果にも注目されて

おり、職場で家庭研修を実施している事業所も出てきています。 

そこで、毎年実施している町内の企業・事業所訪問の際に、休暇制度の充実や取得促進を働きかけたり、

商工会と連携する中で、イクボス宣言の普及啓発を図ったりします。イクボスの普及啓発については、重

点目標を掲げ取り組みます。（Ｐ20 重点目標２参照） 

 

（取組の方向・具体的施策） 

取組の方向 具体的施策 内  容 担当課 

仕事と家庭の両立

を支援する労働条

件の整備 

産休・育休取得後も働き続けること

のできる体制づくりの企業への推進 

企業訪問を通じてパンフレット

等を配布し啓発します。 

 

町内企業・事業所等の先進事

例などを、広報紙やホームペ

ージを通じて情報提供します。 

商工観光課 

未来創造課 

企業、事業所等に対する育児・介

護休業制度の普及促進 

男性職員の育児休暇、介護休暇の

取得の促進 

「イクボス」の普及

啓発 

町内事業所・企業にイクボスの普及

啓発とイクボス宣言の実施推進 

商工会と連携し「イクボス宣言」

の意義を啓発するとともに、先

未来創造課 
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進事例を紹介し普及を図りま

す。 

「イクボス宣言」実施事業所を

募集し、一斉に宣言する機会

を設けます。 

イクボスセミナー等の情報提供 滋賀県等と連携を図り、セミナ

ーや研修について、町内事業

所へ案内を行います。 

未来創造課 

 

重点施策（４） 政策・方針決定の場への女性参画の拡大 

女性の管理職への登用など、政策・方針決定の場への女性参画は、人権の尊重や社会的公平性だけでな

く多様な人材資本がもたらす経済的なリターンの観点からも重要な責務ともいえます。 

そうした観点に立ち、毎年実施している町内の企業・事業所訪問の際に女性の管理職への登用を働きか

けるとともに、女性がキャリアアップを図れるような研修等について情報提供します。また、身近なロー

ルモデルを発掘することで、女性に対する意識啓発を行います。 

 

（取組の方向・具体的施策） 

取組の方向 具体的施策 内  容 担当課 

女性の管理職登用

促進 

企業、事業所等における女性職員

の管理職への登用促進の働きかけ 

企業訪問を通じてパンフレット

等を配布し啓発します。 

商工観光課 

女性のキャリアアッ

プ研修実施の推進 

県等の開催するキャリアアップ教室

についての情報提供 

広報紙やホームページを通じ

て紹介します。 

未来創造課 

女性管理職のネットワークづくり 町内女性管理職交流会を開

催し、課題等を共有し、ネット

ワークをつくります。 

商工観光課 

未来創造課 

身近なロールモデ

ルの発掘と発信 

町内事業所・企業で管理職等として

活躍する女性をロールモデルとして

紹介 

広報紙やホームページを通じ

て紹介します。 

未来創造課 
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取組事例：企業事業所の取組 
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暴力は、犯罪となる行為をも含む重大な人権侵害であり、その根絶を図ることが何より重要です。中で

も、配偶者や交際相手からの暴力（ＤＶ）やストーカー行為等は、引き続き深刻な社会問題となっており、

命を脅かす重大な人権侵害であり、許されることではありません。 

特に、配偶者や親しい異性からの暴力（ＤＶ）は、子どもの目の前で家族に対して暴力をふるう児童虐

待であること、家庭内で起こるため目に見えにくく、本人からの発信や周囲の気づきがとても重要となる

ことをしっかりと認識し、予防と対策を講ずる必要があります。 

また、ソーシャル・ネットワーキング・サービスなどインターネット上の新たなコミュニケ―ション・

サービスの広がりに伴う暴力、性犯罪などに対して、特に子どもたちが被害にあうことのないよう未然防

止のための予防的な対応が必要となっています。 

一方、職場でのハラスメントは、対象となった個人の尊厳を不当に傷つける人権侵害であると同時に能

力発揮を妨げるものであり、生産性や意欲の低下などの悪影響をもたらすだけでなく、経営上の損失にも

つながるものです。 

女性も男性もともに、安心して安全にあらゆる暴力から守られることは、社会の根幹となるべきで、生

き生きとした人生を送るためには必須です。そのため、あらゆる暴力を許さない機運づくりと、未然防止

のための予防、被害から回避のための相談・支援体制の充実など社会全体で幅広い取組を展開していくこ

とが必要です。 
 

 

 

 

 

 

 

【重点施策】                 【取組の方向】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重点施策（１） 男女間のあらゆる暴力を許さない気運の醸成 

一人でも暴力を受けることのないまちにするため、あらゆる暴力を許さない社会意識の醸成が必要で

す。あらゆる機会を捉えて、意識醸成を行うとともに、事案が発生したときにすぐに関係機関につなぐ体

制づくりを整備します。 

 

（取組の方向・具体的施策） 

取組の方向 具体的施策 内  容 担当課 

あらゆる暴力を許

さない社会意識

の醸成 

若年層に対する意識啓発 成人式や若年層が集うイベント

の際に啓発チラシやパンフレット

などを配布し、啓発します。 

健康推進課 

生涯学習課 

公民館 

（１）男女間の暴力を許さない気運の醸成 
あらゆる暴力を許さない社会意識の醸成 

（２）被害者への相談体制の充実 被害者への支援・救済体制の充実 

暴力事案に対する連絡体制の整備 

目標 配偶者や親しい異性から一度でも肉体的、精神的な暴力を受けている人の数を０に 

（町民アンケートによる把握） 

     平成 30 年度（2018 年度）    平成 35 年度（2023 年度） 

          ２人     ⇒    ０人      

 

基本目標５ 男女間のあらゆる暴力を許さない社会づくり 
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「女性に対する暴力をなくす運

動」期間を利用してＤＶやデート

ＤＶについての知識を周知 

広報紙やホームページを通じて

発信し、啓発します。 

未来創造課 

企業、事業所等内でのセクシュ

アル・ハラスメント防止の周知徹

底 

企業訪問を通じてパンフレット等

を配布し啓発します。 

商工観光課 

学校における性教育の充実、デ

ートＤＶ防止へ向けた学校教育

での取り組み 

男女の違い（性差や体のつくり

の違い等）について知るととも

に、それぞれのよさを認め合い

ながら関わっていくことの大切さ

を知る保健や人権などの学習を

実施します。 

学校教育課 

ストーカー行為等に対する防犯

対策の啓発 

関係機関と連携し、チラシの配

布や、広報紙・ホームページ等

を通じて周知します。 

生活安全課 

未来創造課 

暴力事案に対す

る連絡体制の整

備 

事案に対する連絡体制の整備 滋賀県男女共同参画センター

や児童相談所、健康福祉事務

所と連携しながら連絡体制を整

備し、事案を取りこぼすことなく

連絡対応します。 

健康推進課 

事案に対する通報窓口の周知 広報紙・ホームページ等を通じ

て周知します。 

未来創造課 

 

重点施策（２） 被害者への相談体制の充実 

相談窓口の周知啓発、被害者をすぐに関係機関につなぐ体制づくりを進めます。また、被害の増大防止

のためにも住民基本台帳事務における支援措置申出制度の周知にも努めます。 

企業等に対してはハラスメント相談窓口設置を推進します。 

 

（取組の方向・具体的施策） 

取組の方向 具体的施策 内  容 担当課 

被害者への支援・救

済体制の充実 

関係機関との連携 配偶者暴力相談センターをはじ

め、被害者の支援機関や相談

機関を広報やホームページなど

で周知します。また、被害者を適

切な支援機関などに案内しま

す。 

健康推進課 

未来創造課 

住民基本台帳事務における支

援措置申出制度の周知 

窓口相談時の際に周知します。

また、広報やホームページで周

知を行います。 

住民課 

未来創造課 

企業・事業所内でのハラスメント

相談窓口設置の推進 

企業訪問を通じてパンフレット等

を配布し啓発します。 

商工観光課 
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男女共同参画社会を実現する上では、さまざまなライフステージに応じた基盤づくりが必要です。 

最も基盤となるのは、生涯にわたり健康であることであり、そのためには男女の身体的な性差に応じ生

涯にわたる健康づくりへの支援が必要です。また、子育て期には、子どもを育てながらも自己実現のでき

る環境づくり、障がいを持った人や高齢者には安心して暮らせる条件整備や支援体制が必要です。さら

に、誰もが生涯学び続けることのできる環境づくりも必要です。 

 

【重点施策】                 【取組の方向】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重点施策（１） 生涯を通じた健康づくり 

女性も男性もともに自己実現をするためには、健康な心身の状態であることが基盤となりますが、その

ためには、生涯を通じて男女が異なる健康上の問題に直面することに留意する必要があります。 

特に、女性は妊娠・出産や女性特有の更年期疾患を経験する可能性があることから、思春期、妊娠出産

期、更年期、高齢期等を通じて、男女が性と生殖に関する健康な生活を営むことができるよう、互いの性

について理解を深め、妊娠または出産に関する事項に関し双方の意思が尊重されることが重要です。 

このため、男女が互いの身体的な性差に応じた健康について理解を深めるとともに、生涯を通じた自己

管理の重要性について認識を深めるとともに、生涯を通じてそれぞれの時期に必要な予防活動と健康づ

くりへの学習機会の提供など男女の性差に応じた健康を支援するための総合的な取組の推進が必要です。 

 

（取組の方向・具体的施策） 

取組の方向 具体的施策 内  容 担当課 

生涯を通じた健康

づくり支援 

健康講座の開設・参加促進 ベジチャレ啓発出前講座を

実施します。 

健康推進課 

生涯を通じた健康づくり支援 

（２）子育て支援の充実 保育施設・設備の整備 

高齢者・障がい者施策の充実 

子育て支援施策の充実 

（３）福祉サービスの充実 

（４）生涯学習社会の構築 生涯学習機会の拡大 

ひとり親家庭への支援 

（１）生涯を通じた健康づくり支援 

基本目標６ 女性も男性もともに活躍できる基盤づくり 

高齢者・障がい者の社会参加の促進 

包括的な相談体制の構築 

介護負担を軽減する支援 



- 42 - 

各種乳幼児健康診査の拡充 ４か月児・１０か月児・１歳６か

月児・２歳６か月児・３歳６か

月児健診を実施します。 

健康推進課 

子どもを産み、育てるための健康

教育 

マタニティサロンを実施しま

す。 

健康推進課 

妊産婦、新生児に対する訪問指

導の充実 

出生はがきの提出を受けて

訪問を実施します。 

健康推進課 

健康に関するイベントの開催 各課のイベント等との共催で

ベジ７チャレンジ啓発を実施

します。 

健康推進課 

竜王町スポーツ推進計画の推進 竜王町スポーツ推進計画に

基づき、健康づくりに関わる

スポーツの啓発をはじめ、町

内・町外のコースにてウォー

キング事業等を実施します。 

生涯学習課 

ＢＩＷＡ－ＴＥＫＵの啓発周知 広報紙・ホームページを通じ

て周知します。 

健康推進課 

住民課 

 

重点施策（２） 子育て支援の充実 

 アンケート結果では、「あなた自身の理想の働き方を選んでください。また現実の働き方はどうなって

いますか」という問いに対し、女性は「ずっと仕事を続ける」と回答する人が理想と現実ともに最も多く

なっていますが、男性と比べると約半数となっています。また、次いで「子育ての時期だけ仕事を一時や

め、そのあとは仕事を続ける」が理想では 33％となっていますが、現実では 19％と低くなっており、子

育てと両立しながら働く場に復帰することが困難である様子がうかがえます。 

 また「女性が仕事を続けていくためには何が必要だと思いますか」という問いに対し、「育児や介護の

ための施設や制度を充実すること」が 14％、「育児や介護休業を利用しても不利な扱いを受けず、身分が

保障されていること」が 11％、「育児や介護で退職した社員を再雇用する制度をもうけること」が 8％と

上位にきています。 

 これらのことから、ライフイベントが就業継続の妨げとならないよう、また女性の不利益につながらな

いような人事制度を含めた就業環境が重要になります。 

 同時に、両立のための保育施設整備やサービスの充実、地域ぐるみの子育て支援の促進、育児サークル

などの育成支援等により地域全体で子育てを応援するしくみが必要です。 

 

（取組の方向・具体的施策） 

取組の方向 具体的施策 内  容 担当課 

子育て支援施策の

充実 

保育所（園）における延長保育・一

時保育の充実、早朝保育の実

施、夜間保育の実施 

保育園２園で実施している事

業を継続しつつ、保育士の

配置等の実施体制の整備を

図ります。あわせて仕事と子

育ての調和を図るための啓

発についても行います。 

教育総務課 

地域の子育て支援体制の整備、

育児サークルの育成 

地域の出前講座への支援を

実施します。 

健康推進課 
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子育て支援の拠点となる支援セン

ター等の充実 

子育て世代包括支援センタ

ーを保健センター内で設置

し、子育て世代を支援しま

す。定例で学校・社協も含め

た子育て世代会議を開催し

ます。 

健康推進課 

育児・介護休業制度の普及・啓発 企業訪問を通じてパンフレッ

ト等を配布し啓発します。 

商工観光課 

放課後児童クラブの指導員の充

実 

放課後児童クラブの運営を

委託し、人員の充実を図りま

す。 

健康推進課 

地域子ども教室推進事業の実施 公民館等の施設を利用し、

児童がいっしょに学習や体

験活動を行う機会を提供しま

す。公民館を利用した長期

休業中のキッズスクールを実

施します。 

生涯学習課 

公民館 

保育施設・設備の

整備 

認定こども園の設置の検討 認定こども園の設置に向け、

関係機関を含め検討会議等

を立ち上げ、認定こども園の

設置の具体的な検討を実施

します。 

健康推進課 

教育総務課 

放課後児童クラブの増設 ２０１９年度に竜王小学校の

放課後児童クラブを３ヶ所に

増設します。 

健康推進課 

ひとり親家庭への

支援 

生活自立を図る支援対策 児童扶養手当の支給、母

子・寡婦福祉資金の貸し付

け、福祉医療費の助成など

を実施します。 

健康推進課 

住民課 

相談支援体制の充実 ひとり親家庭福祉推進員が

中心となって、ひとり親家庭

のさまざまな相談相手となっ

たり、ふれあい交流会を開催

し親子交流の場づくりを推進

したりします。 

健康推進課 

福祉課 

 

重点施策（３） 福祉サービスの充実 

高齢になっても、障がいを持っても、誰もが自己実現を叶えることができる環境づくりが必要です。そ

のためには、セーフティネットの機能として様々な困難な状況におかれている女性等が安心して暮らせ

るよう福祉サービスの充実や、女性も男性もともに自分の経済的・生活的自立を通して意欲と能力に応じ

てさまざまな形で社会参加ができる体制づくりを進めていく必要があります。 

アンケート結果では、「あなたの働き方はどうなっていますか」という問いで、女性については約 1 割

が、「介護のために仕事をやめる」と回答しています。また「女性が仕事を続けていくためには何が必要

だと思いますか」という問いに対し、「育児や介護のための施設や制度を充実すること」が 14％と上位に

なっており、介護者が孤立することがないよう、また介護をする人の負担感が軽減できるよう充実した福

祉サービスが求められています。 
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（取組の方向・具体的施策） 

取組の方向 具体的施策 内  容 担当課 

高齢者・障がい者

施策の充実 

適切な介護保険運営 介護保険事業計画に基づ

き、居宅・施設サービスの計

画的な提供と家族支援を行

います。また、事業者との連

携を図り、良質なサービス提

供を含め、介護保険事業の

適正・円滑な運営に取り組み

ます。 

福祉課 

高齢者の健康維持と自ら行う介護

予防の取組の推進 

高齢者の口腔機能の維持・

向上・肺炎予防を目標に出

前講座・お達者教室等での

予防啓発を行います。在宅

療養高齢者に対しては肺炎

予防のための啓発と個別訪

問歯科指導を行います。 

福祉課 

健康推進課 

国保歯科診療

所 

高齢者・障がい者に関する相談

支援・マネジメント体制の充実 

地域包括支援センターや民

生委員児童委員などの様々

な関係機関や多職種が連携

を強化して横断的に対応で

きる相談体制を構築します。

また、ケアマネジメント機能を

強化します。 

福祉課 

医療・保険・福祉の総合的地域ケ

アシステムの構築 

様々な関係機関や多職種が

連携を強化し地域包括ケア

システムの構築を図ります。 

健康推進課 

福祉課 

住民課 

高齢者・障がい者

の社会参加の促進 

ボランティア活動の活性化 社会福祉協議会と連携し、

小地域福祉活動の充実や、

NPOやボランティア団体の

活動支援を行います。また、

ボランティア登録および斡旋

制度の周知強化を図り、高

齢者のボランティアとして社

会参加の促進強化を図りま

す。 

福祉課 

高齢者・障がい者への就労支援、

社会参加の推進 

障がいのある高校生に対し、

学校・事業所と連携し就労ア

セスメントを実施します。また

東近江圏域ではＩＣＨＩＯＳＨＩ

ねっとを定期的に実施し、学

校、福祉事業所、行政、ハロ

ーワークと連携を図ります。 

健康推進課 

公民館活動、生涯現役事業

を行うことにより学習・交流機

会の創出を行います。また、

自主活動グループの育成お

よび支援を実施し、高齢者自

福祉課 

公民館 
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身が、地域において自主活

動を主体的に企画運営等に

参画する取組を推進します。 

ハローワークをはじめとした

関係機関と連携し、雇用機

会の確保を図ります。また、

福祉圏域、滋賀県全域のネ

ットワークに参画します。 

発達支援課 

滋賀県や関係機関と連携

し、町内の企業に対し、障が

いのある人の雇用や職場環

境の改善に積極的な企業の

事例を提供するなど、障がい

のある人の雇用の啓発に取

り組みます。 

発達支援課 

商工観光課 

包括的な相談体制

の構築 

課題丸ごと解決事業の実施 さまざまな課題を抱える家庭

に対して一相談機関だけで

は解決できない課題を、制度

ごとの相談機関を総合的に

コーディネートし、的確に対

応する体制を構築します。 

福祉課 

介護負担を軽減す

る支援 

認知症対策と医療・介護環境の

充実 

ふきのとうカフェ（認知症カフ

ェ）の開催を通じて、介護者

に対し精神的サポートと介護

負担の軽減を図るため、学

習会や相談支援を行うととも

に家族による情報交換の場

の提供を行います。 

福祉課 

あす☆みる倶楽部（家族会）

の開催を通じて、精神障害

等のある家族の交流および

家族同士のピアカウンセリン

グを実施します。 

健康推進課 

 

重点施策（４） 生涯学習社会の構築 

 家庭・地域・職場・ボランティア活動・趣味活動など、あらゆる場において男女共同参画を実現するた
めには、生涯を通して学び、スキルを身につけられるような社会の構築が必要です。現実には、やってみ
たいと思ってはいても学習できる場を身近に探すことは困難です。そのために、身近なところで学習する
機会の充実を図ります。 

 

（取組の方向・具体的施策） 

取組の方向 具体的施策 内  容 担当課 

生涯学習機会の

拡大 

竜王町スポーツ推進計画の推進 竜王町スポーツ推進計画に

基づき、スポーツを軸とした

生涯学習の重要性の啓発を

行い、スポーツの日常化に向

けた取組を行います。 

生涯学習課 
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様々な交流を通して学べる公民

館の活用 

竜王町公民館基本計画に基

づき、生涯学習の場の拠点と

して、様々な交流を通して学

べる機会の提供や、地域の

教育力向上につながる事業

等を実施します。 

公民館 

竜王町子ども読書活動推進計画

の推進 

竜王町子ども読書活動推進

計画に基づき、子どもが楽し

く本に親しめる環境づくりを

すすめ、本を生涯の友とする

子どもを育む施策を実施しま

す。 

図書館 

キャリア教育の推進 キャリア教育を通して、児童

や生徒に職業についての基

礎的な知識と技能を身につ

けさせるとともに、個性に応じ

て将来の進路（職業）を選択

できる能力を培います。 

学校教育課 

復職のための講座情報提供 男女共同参画センターと連

携し、女性が復職するための

講座情報を広報紙やホーム

ページを通じて提供します。 

未来創造課 

生きがいづくり、社会参加の促進 いきいき竜王長寿プランに基

づき、公民館活動、生涯現役

事業を行います。また、自主

活動グループの育成および

支援を実施し、地域において

自主活動を主体的に企画運

営する取組を推進します。 

福祉課 

 

取組事例：基盤づくり 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

マタニティ教室 

 

 

 

赤ちゃんサロン 
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子どもひろば 

 

 

 

キャリア教育（竜王中学校） 
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男女共同参画に関する施策は、あらゆる分野に広範・多岐にわるため、計画をより実効性のあるものに

するために、すべての課が連携し、あらゆる社会システムに男女共同参画の視点を反映した取組を行う必

要があります。 

このため、男女共同参画の総合計画・調整および推進を所管する課が中心となり、全庁横断型の体制を

築いて施策の推進に取り組むこととし、推進にあたっては、目標を立て進捗状況を調査・評価した上で見

直しを図りながら進めていきます。 

そして、何より町民、事業者、民間団体・施設などとの連携を緊密にし、協働体制を強化しながら町・

社会全体で計画をより一層推進していきます。 

 

【重点施策】                 【取組の方向】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重点施策（１） 庁内推進体制の充実 

 本計画を総合的・体系的に進めていくためには、全庁にわたる横断的な推進体制を整備することが必要

です。また、まずは役場自身が率先して男女共同参画を推進する先進事例となるべく、職員の意識改革、

女性の管理職登用、「イクボス宣言」によるワーク・ライフ・バランスを実現していきます。 

 

（取組の方向・具体的施策） 

取組の方向 具体的施策 内  容 担当課 

総合的な庁内推

進体制の整備 

庁内推進体制の整備 全課にわたる男女共同参画推

進本部を組織し、全庁的、総合

的に計画の推進を図ります。 

未来創造課 

職員の意識改革と

研修の充実 

「男女共同参画」をテーマとした職

員研修の充実 

職員人権研修のテーマの一つ

として取り上げて実施します。 

総務課 

未来創造課 

（１）庁内推進体制の充実 

総合的な庁内推進体制の整備 

（２）計画の進行管理 
計画推進のための人材育成 

町民・事業者等との協力体制の整備 

審議会への女性の参画促進 

計画の進行管理機能の強化と評価体制の整備・
ＰＤＣＡサイクルの実施 

（３）町民・事業者等との連携 

（４）国・県等関係機関との連携 国・県・他市町・関係機関との連携 

職員の意識改革と研修の充実 

女性職員の職域の拡大と管理職への積極的登用 

「イクボス宣言」によるワーク・ライフ・バラ

ンスの推進 

計画の推進体制 
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女性職員の職域

の拡大と管理職へ

の積極的登用 

女性職員の管理職への登用促進 管理職への昇進前に退職する

女性職員を減少させるため、管

理職ではない女性職員に対し

ての研修や、ヒアリング等を実

施し、管理職への登用に繋げ

ます。 

総務課 

まちづくりへの男女共同参画の推

進 

総合計画等庁内検討委員会へ

の男女共同参画を実現しま

す。 

各検討委員

会の担当課 

「イクボス宣言」に

よるワークライフバ

ランスの推進 

「イクボス宣言」の実施および町内

事業所・企業への発信 

一事業所として「イクボス宣言」

を平成 31（2019）年度に実施

し、庁内のワーク・ライフ・バラン

スを推進するとともに町内事業

所・企業の先進事例として発信

します。 

総務課 

未来創造課 

育児中職員の意見交換会の実施 産休・育休中の職員も含めて、

交流会を実施します。 

総務課 

未来創造課 

管理職に対するイクボス研修の実

施 

管理職に対し、先進事例を学

びながらイクボスの知識を浸透

させる研修を実施します。 

総務課 

未来創造課 

 

重点施策（２） 計画の進行管理 

 計画を実効あるものするためには、ＰＤＣＡサイクルに基づき、中間年度と最終年度で進捗状況を調

査・評価した上で見直しを図りながら進めていく必要があります。 

 そのため、計画の進捗管理と評価についての体制を整備し、事業ごとの評価シートを活用しながら目標

に対する達成状況を整理し、効果や効率について検証し、必要に応じて見直していきます。 

 

（取組の方向・具体的施策） 

取組の方向 具体的施策 内  容 担当課 

計画の進行管理機
能の強化と評価体制
の整備・ＰＤＣＡサイ
クルの実施 

計画の具体的施策担当課ごとの
進捗管理 

各施策の担当課の進行を管理
し、実行的な計画となるように
具体的施策ごとに目標指標を
定めます。 

未来創造課 

計画の中間評価の実施 中間年度で担当課による評価
した上で見直しを行い、目標達
成に向け適正な事務を遂行し
ます。 

未来創造課 

各担当課 

最終年度での計画の評価の実施 次期計画に向け、最終年度で
評価を行います。 

未来創造課 

各担当課 

計画推進委員会の設置 庁内推進委員会および男女共
同参画懇話会を設置し、施策
の目標指標や評価およびさら
なる推進方法について検討し
ます。 

未来創造課 

計画推進のための人
材育成 

職員研修の実施 男女共同参画・女性活躍・ＤＶ
対策の視点からの職員研修を
行います。 

未来創造課 

総務課 
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他機関実施の職員研修への参加 町の計画推進に活かすため、
他機関で実施される男女共同
参画・女性活躍・ＤＶ対策の視
点からの研修に参加します。ま
た、職員へ研修を周知します。 

未来創造課 

 

重点施策（３） 町民・事業者等との連携 

 町民のために開かれた計画を推進していくためは、町民参画や町民協働に重点を置いた「男女共同参画

計画」を町民とともに進めることが重要です。そのために、町民や関係団体、事業者、地域社会との関係

づくりを強化し、町民が主体的に関われる男女共同参画の推進を目指します。 

 

（取組の方向・具体的施策） 

取組の方向 具体的施策 内  容 担当課 

審議会への女性

の参画促進 

町の審議会・協議会等への女性

委員の登用促進 

町の審議会・協議会等の委員

を委嘱するときは女性委員の

登用促進を図ります。 

各審議会・協

議会等の担当

課 

町民・事業者等と

の協力体制の整

備 

町内で活動する女性団体グルー

プの実態調査の実施 

女性団体グループの数および

規模を把握する調査を実施し、

協力体制の構築や施策に繋げ

ます。 

未来創造課 

各自治会に男女共同参画推進員

の設置 

人権教育推進員とは別に男女

共同参画推進員の設置を依

頼、推進に努めます。 

生涯学習課 

人権教育推進協議会企業部会と

の連携 

人権教育推進協議会企業部会

との連携を図り、計画を企業等

に推進します。 

商工観光課 

人権教育推進協議会人権部会と

の連携 

人権教育推進協議会人権部会

との連携を図り、計画をともに

推進します。 

未来創造課 

人権教育推進協議会に男女共同

参画部会を設置 

男女共同参画部会を中心に、

人権教育推進協議会とともに

計画を推進します。 

生涯学習課 

 

重点施策（４） 国・県等関係機関との連携 

 計画の推進あたり、国・県および関係機関との連携を図るとともに、他市町との情報共有・交換に努め、

連携を深めます。 

 

（取組の方向・具体的施策） 

取組みの方向 具体的施策 内  容 担当課 

国・県・他市町・関

係機関との連携 

男女共同参画センター等の女性

施策関連機関との連携強化 

男女共同参画センター等で実

施される事業へ参加し、連携を

強化します。 

未来創造課 

相談関連機関との連携強化 町民からの相談ごとに対して

「つなぐ」役割を担うための連絡

体制を整備します。 

健康推進課 

未来創造課 
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○用語解説  
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○竜王町男女共同参画社会検討委員会設置規程 

 

(平成 14年 7月 18 日訓令第 7号)  

改正  平成 17年 3月 18 日訓令第 7号 平成 29年 3 月 31 日訓令第 14号  

 

(設置) 

第 1 条 男女共同参画社会の形成のあり方について、調査研究を行うとともに、竜王町における男女共

同参画社会の促進を図るため、竜王町男女共同参画社会検討委員会(以下「委員会」という。)を設置する。  

(所掌事務) 

第 2 条 委員会は、次の各号に掲げる事項の調査研究を行うものとする。  

(1) 男女共同参画社会形成にかかる基本方針に関すること。  

(2) 男女共同参画社会形成にかかる政策に関すること。  

(3) その他男女共同参画社会の形成に関すること。  

(委員) 

第 3 条 委員会は、委員長、副委員長および委員 10 名以内をもつて組織する。  

2 委員会の委員長、副委員長および委員は、町長が任命する。  

(職務) 

第 4 条 委員長は、委員会を招集し、会議を統括する。  

2 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるときは、その職務を代理する。  

3 委員長は、必要があると認めるときは、委員以外の者の出席を求め、説明または意見を求めることが

できる。  

(庶務) 

第 5 条 委員会の庶務は、未来創造課において処理する。  

(その他) 

第 6 条 この規程に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が定める。  

附 則  

この訓令は、平成 14 年 7月 18 日から施行する。  

附 則(平成 17年 3月 18 日訓令第 7号)  

  

 

この訓令は、平成 17 年 4月 1 日から施行する。  

付 則(平成 29年 3月 31 日訓令第 14 号)  

  

 

この訓令は、平成 29 年 4月 1 日から施行する。 
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○竜王町男女共同参画懇話会設置要綱 

 

(平成 15年 2月 24 日告示第 6号)  

改正  平成 17年 3月 18 日告示第 19 号 平成 29年 3月 31 日告示第 73 号  

 

(設置) 

第 1 条 本町がめざす男女共同参画社会の実現に向けて、地域に根ざした総合的な施策の充実に資する

ため、竜王町男女共同参画懇話会(以下「懇話会」という。)を設置する。  

(所掌事務) 

第 2 条 懇話会は、次の事項を所掌する。  

(1) 男女共同参画社会の形成に関する行政施策の推進についての助言および提言  

(2) 本町における女性問題の課題とそれを解決するための方策に関する調査および研究  

(3) その他男女共同参画社会の形成について必要と認められる事項  

(組織) 

第 3 条 懇話会の委員は、10名以内で組織し、委員は町長が委嘱する。  

(任期) 

第 4 条 委員の任期は、2年とし、再任を妨げない。ただし、欠員が生じた場合における補欠委員の任期

は、前任者の残任期間とする。  

(会長および副会長) 

第 5 条 懇話会に会長および副会長を置き、委員の互選によって選出する。  

2 会長は、会務を総理し、懇話会を代表する。  

3 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときまたは欠けたときは、その職務を代理する。  

(会議) 

第 6 条 懇話会の会議は、必要に応じて会長が招集し、会長が議長となる。  

2 会長は、必要があると認めるときは委員以外の者に出席を求めることができる。  

(庶務) 

第 7 条 懇話会の庶務は、未来創造課において処理する。  

(その他) 

第 8 条 この要綱に定めるもののほか、懇話会の運営について必要な事項は、会長が別に定める。  

附 則  

この告示は、平成 15 年 2月 24 日から施行する。  

附 則(平成 17年 3月 18 日告示第 19 号)  

  

 

この告示は、平成 17 年 4月 1 日から施行する。  

付 則(平成 29年 3月 31 日告示第 73 号)  

  

この告示は、平成 29 年 4月 1 日から施行する。 
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○竜王町男女共同参画懇話会委員名簿 

（敬称略） 

氏名 役職 備考 

勝身 真理子 

滋賀県立大学男女共同参画室 

男女共同参画アドバイザー 

会長 

尾川 源太郎 人権擁護推進員（人推協副会長） 副会長 

櫻井 喜代美 人権擁護委員   

小林 江里子 民生委員児童委員協議会会長   

清水 一範 竜王小学校長   

吉田 尚子 西川おいでキッズ代表   

中江 友則 竜王幼稚園ＰＴＡ副会長   

古株 明子 (有）古株牧場、指導農業士   

福田 優三 商工会青年部長   

谷 康夫 アインズ㈱、竜王ライオンズクラブ会長   
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○男女共同参画社会基本法 

（平成十一年六月二十三日法律第七十八号）  

改正 平成十一年 七月 十六日法律第 百二号  

同 十一年十二月二十二日同 第百六十号  

我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法の下の平等がうたわれ、男女平等の実現に向けた様々な取組が、国

際社会における取組とも連動しつつ、着実に進められてきたが、なお一層の努力が必要とされている。  

一方、少子高齢化の進展、国内経済活動の成熟化等我が国の社会経済情勢の急速な変化に対応していく上で、男女

が、互いにその人権を尊重しつつ責任も分かち合い、性別にかかわりなく、その個性と能力を十分に発揮することができ

る男女共同参画社会の実現は、緊要な課題となっている。  

このような状況にかんがみ、男女共同参画社会の実現を二十一世紀の我が国社会を決定する最重要課題と位置付け、

社会のあらゆる分野において、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の推進を図っていくことが重要である。  

ここに、男女共同参画社会の形成についての基本理念を明らかにしてその方向を示し、将来に向かって国、地方公共

団体及び国民の男女共同参画社会の形成に関する取組を総合的かつ計画的に推進するため、この法律を制定する。  

第一章 総則  

（目的）  

第一条 この法律は、男女の人権が尊重され、かつ、社会経済情勢の変化に対応できる豊かで活力ある社会を実現するこ

との緊要性にかんがみ、男女共同参画社会の形成に関し、基本理念を定め、並びに国、地方公共団体及び国民の責務を明

らかにするとともに、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の基本となる事項を定めることにより、男女共同参画

社会の形成を総合的かつ計画的に推進することを目的とする。  

（定義）  

第二条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。  

一 男女共同参画社会の形成 男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあらゆる分野における活

動に参画する機会が確保され、もって男女が均等に政治的、経済的、社会的及び文化的利益を享受することができ、か

つ、共に責任を担うべき社会を形成することをいう。  

二 積極的改善措置 前号に規定する機会に係る男女間の格差を改善するため必要な範囲内において、男女のいずれか一

方に対し、当該機会を積極的に提供することをいう。  

（男女の人権の尊重）  

第三条 男女共同参画社会の形成は、男女の個人としての尊厳が重んぜられること、男女が性別による差別的取扱いを受

けないこと、男女が個人として能力を発揮する機会が確保されることその他の男女の人権が尊重されることを旨として、

行われなければならない。  

（社会における制度又は慣行についての配慮）  

第四条 男女共同参画社会の形成に当たっては、社会における制度又は慣行が、性別による固定的な役割分担等を反映し

て、男女の社会における活動の選択に対して中立でない影響を及ぼすことにより、男女共同参画社会の形成を阻害する要

因となるおそれがあることにかんがみ、社会における制度又は慣行が男女の社会における活動の選択に対して及ぼす影響

をできる限り中立なものとするように配慮されなければならない。  

（政策等の立案及び決定への共同参画）  
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第五条 男女共同参画社会の形成は、男女が、社会の対等な構成員として、国若しくは地方公共団体における政策又は民

間の団体における方針の立案及び決定に共同して参画する機会が確保されることを旨として、行われなければならない。  

（家庭生活における活動と他の活動の両立）  

第六条 男女共同参画社会の形成は、家族を構成する男女が、相互の協力と社会の支援の下に、子の養育、家族の介護そ

の他の家庭生活における活動について家族の一員としての役割を円滑に果たし、かつ、当該活動以外の活動を行うことが

できるようにすることを旨として、行われなければならない。  

（国際的協調）  

第七条 男女共同参画社会の形成の促進が国際社会における取組と密接な関係を有していることにかんがみ、男女共同参

画社会の形成は、国際的協調の下に行われなければならない。  

（国の責務）  

第八条 国は、第三条から前条までに定める男女共同参画社会の形成についての基本理念（以下「基本理念」という。）

にのっとり、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策（積極的改善措置を含む。以下同じ。）を総合的に策定し、及

び実施する責務を有する。  

（地方公共団体の責務）  

第九条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、男女共同参画社会の形成の促進に関し、国の施策に準じた施策及びその

他のその地方公共団体の区域の特性に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有する。  

（国民の責務）  

第十条 国民は、職域、学校、地域、家庭その他の社会のあらゆる分野において、基本理念にのっとり、男女共同参画社

会の形成に寄与するように努めなければならない。  

（法制上の措置等）  

第十一条 政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を実施するため必要な法制上又は財政上の措置その他の

措置を講じなければならない。  

（年次報告等）  

第十二条 政府は、毎年、国会に、男女共同参画社会の形成の状況及び政府が講じた男女共同参画社会の形成の促進に関

する施策についての報告を提出しなければならない。  

2 政府は、毎年、前項の報告に係る男女共同参画社会の形成の状況を考慮して講じようとする男女共同参画社会の形成

の促進に関する施策を明らかにした文書を作成し、これを国会に提出しなければならない。  

第二章 男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的施策  

（男女共同参画基本計画）  

第十三条 政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、男女共同参画社

会の形成の促進に関する基本的な計画（以下「男女共同参画基本計画」という。）を定めなければならない。  

2 男女共同参画基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。  

一 総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の大綱 

二 前号に掲げるもののほか、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な

事項  

3 内閣総理大臣は、男女共同参画会議の意見を聴いて、男女共同参画基本計画の案を作成し、閣議の決定を求めなけれ

ばならない。  

4 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、男女共同参画基本計画を公表しなければ

ならない。  
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5 前二項の規定は、男女共同参画基本計画の変更について準用する。  

（都道府県男女共同参画計画等）  

第十四条 都道府県は、男女共同参画基本計画を勘案して、当該都道府県の区域における男女共同参画社会の形成の促進

に関する施策についての基本的な計画（以下「都道府県男女共同参画計画」という。）を定めなければならない。  

2 都道府県男女共同参画計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。  

一 都道府県の区域において総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の大綱 

二 前号に掲げるもののほか、都道府県の区域における男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を総合的かつ計画的

に推進するために必要な事項  

3 市町村は、男女共同参画基本計画及び都道府県男女共同参画計画を勘案して、当該市町村の区域における男女共同参

画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計画（以下「市町村男女共同参画計画」という。）を定めるように

努めなければならない。  

4 都道府県又は市町村は、都道府県男女共同参画計画又は市町村男女共同参画計画を定め、又は変更したときは、遅滞

なく、これを公表しなければならない。  

（施策の策定等に当たっての配慮）  

第十五条 国及び地方公共団体は、男女共同参画社会の形成に影響を及ぼすと認められる施策を策定し、及び実施するに

当たっては、男女共同参画社会の形成に配慮しなければならない。  

（国民の理解を深めるための措置）  

第十六条 国及び地方公共団体は、広報活動等を通じて、基本理念に関する国民の理解を深めるよう適切な措置を講じな

ければならない。  

（苦情の処理等）  

第十七条 国は、政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策又は男女共同参画社会の形成に影響を及ぼ

すと認められる施策についての苦情の処理のために必要な措置及び性別による差別的取扱いその他の男女共同参画社会の

形成を阻害する要因によって人権が侵害された場合における被害者の救済を図るために必要な措置を講じなければならな

い。  

（調査研究）  

第十八条 国は、社会における制度又は慣行が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響に関する調査研究その他の男女共同

参画社会の形成の促進に関する施策の策定に必要な調査研究を推進するように努めるものとする。  

（国際的協調のための措置）  

第十九条 国は、男女共同参画社会の形成を国際的協調の下に促進するため、外国政府又は国際機関との情報の交換その

他男女共同参画社会の形成に関する国際的な相互協力の円滑な推進を図るために必要な措置を講ずるように努めるものと

する。  

（地方公共団体及び民間の団体に対する支援）  

第二十条 国は、地方公共団体が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策及び民間の団体が男女共同参画社

会の形成の促進に関して行う活動を支援するため、情報の提供その他の必要な措置を講ずるように努めるものとする。  

第三章 男女共同参画会議  

（設置）  

第二十一条 内閣府に、男女共同参画会議（以下「会議」という。）を置く。  

（所掌事務）  

第二十二条 会議は、次に掲げる事務をつかさどる。  
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一 男女共同参画基本計画に関し、第十三条第三項に規定する事項を処理すること。 

二 前号に掲げるもののほか、内閣総理大臣又は関係各大臣の諮問に応じ、男女共同参画社会の形成の促進に関する基本

的な方針、基本的な政策及び重要事項を調査審議すること。 

三 前二号に規定する事項に関し、調査審議し、必要があると認めるときは、内閣総理大臣及び関係各大臣に対し、意見

を述べること。 

四 政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の実施状況を監視し、及び政府の施策が男女共同参画社

会の形成に及ぼす影響を調査し、必要があると認めるときは、内閣総理大臣及び関係各大臣に対し、意見を述べること。  

（組織）  

第二十三条 会議は、議長及び議員二十四人以内をもって組織する。  

（議長）  

第二十四条 議長は、内閣官房長官をもって充てる。  

2 議長は、会務を総理する。  

（議員）  

第二十五条 議員は、次に掲げる者をもって充てる。  

一 内閣官房長官以外の国務大臣のうちから、内閣総理大臣が指定する者 

二 男女共同参画社会の形成に関し優れた識見を有する者のうちから、内閣総理大臣が任命する者  

2 前項第二号の議員の数は、同項に規定する議員の総数の十分の五未満であってはならない。  

3 第一項第二号の議員のうち、男女のいずれか一方の議員の数は、同号に規定する議員の総数の十分の四未満であって

はならない。  

4 第一項第二号の議員は、非常勤とする。  

（議員の任期）  

第二十六条 前条第一項第二号の議員の任期は、二年とする。ただし、補欠の議員の任期は、前任者の残任期間とする。  

2 前条第一項第二号の議員は、再任されることができる。  

（資料提出の要求等）  

第二十七条 会議は、その所掌事務を遂行するために必要があると認めるときは、関係行政機関の長に対し、監視又は調

査に必要な資料その他の資料の提出、意見の開陳、説明その他必要な協力を求めることができる。  

2 会議は、その所掌事務を遂行するために特に必要があると認めるときは、前項に規定する者以外の者に対しても、必

要な協力を依頼することができる。  

（政令への委任）  

第二十八条 この章に定めるもののほか、会議の組織及び議員その他の職員その他会議に関し必要な事項は、政令で定め

る。  

附 則 抄  

（施行期日）  

第一条 この法律は、公布の日から施行する。  

（男女共同参画審議会設置法の廃止）  

第二条 男女共同参画審議会設置法（平成九年法律第七号）は、廃止する。  
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（経過措置）  

第三条 前条の規定による廃止前の男女共同参画審議会設置法（以下「旧審議会設置法」という。）第一条の規定により

置かれた男女共同参画審議会は、第二十一条第一項の規定により置かれた審議会となり、同一性をもって存続するものと

する。 

2 この法律の施行の際現に旧審議会設置法第四条第一項の規定により任命された男女共同参画審議会の委員である者

は、この法律の施行の日に、第二十三条第一項の規定により、審議会の委員として任命されたものとみなす。この場合に

おいて、その任命されたものとみなされる者の任期は、同条第二項の規定にかかわらず、同日における旧審議会設置法第

四条第二項の規定により任命された男女共同参画審議会の委員としての任期の残任期間と同一の期間とする。 

3 この法律の施行の際現に旧審議会設置法第五条第一項の規定により定められた男女共同参画審議会の会長である者又

は同条第三項の規定により指名された委員である者は、それぞれ、この法律の施行の日に、第二十四条第一項の規定によ

り審議会の会長として定められ、又は同条第三項の規定により審議会の会長の職務を代理する委員として指名されたもの

とみなす。  

附 則 （平成十一年七月十六日法律第百二号） 抄  

（施行期日）  

第一条 この法律は、内閣法の一部を改正する法律（平成十一年法律第八十八号）の施行の日から施行する。ただし、次

の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。  

一 略 

二 附則第十条第一項及び第五項、第十四条第三項、第二十三条、第二十八条並びに第三十条の規定 公布の日  

（委員等の任期に関する経過措置）  

第二十八条 この法律の施行の日の前日において次に掲げる従前の審議会その他の機関の会長、委員その他の職員である

者（任期の定めのない者を除く。）の任期は、当該会長、委員その他の職員の任期を定めたそれぞれの法律の規定にかか

わらず、その日に満了する。  

一から十まで 略 

十一 男女共同参画審議会  

（別に定める経過措置）  

第三十条 第二条から前条までに規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要となる経過措置は、別に法律で定め

る。  

附 則 （平成十一年十二月二十二日法律第百六十号） 抄  

（施行期日）  

第一条 この法律（第二条及び第三条を除く。）は、平成十三年一月六日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定

は、当該各号に定める日から施行する。 

（以下略）  
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○女性の職業生活における活躍の推進に関する法律  

（平成二十七年法律第六十四号） 

 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、近年、自らの意思によって職業生活を営み、又は営もうとする女性がその個性と能力を十分に発揮

して職業生活において活躍すること（以下「女性の職業生活における活躍」という。）が一層重要となっていることに鑑み、

男女共同参画社会基本法（平成十一年法律第七十八号）の基本理念にのっとり、女性の職業生活における活躍の推進につ

いて、その基本原則を定め、並びに国、地方公共団体及び事業主の責務を明らかにするとともに、基本方針及び事業主の

行動計画の策定、女性の職業生活における活躍を推進するための支援措置等について定めることにより、女性の職業生活

における活躍を迅速かつ重点的に推進し、もって男女の人権が尊重され、かつ、急速な少子高齢化の進展、国民の需要の

多様化その他の社会経済情勢の変化に対応できる豊かで活力ある社会を実現することを目的とする。 

（基本原則） 

第二条 女性の職業生活における活躍の推進は、職業生活における活躍に係る男女間の格差の実情を踏まえ、自らの意思

によって職業生活を営み、又は営もうとする女性に対する採用、教育訓練、昇進、職種及び雇用形態の変更その他の職業

生活に関する機会の積極的な提供及びその活用を通じ、かつ、性別による固定的な役割分担等を反映した職場における慣

行が女性の職業生活における活躍に対して及ぼす影響に配慮して、その個性と能力が十分に発揮できるようにすることを

旨として、行われなければならない。 

２ 女性の職業生活における活躍の推進は、職業生活を営む女性が結婚、妊娠、出産、育児、介護その他の家庭生活に関

する事由によりやむを得ず退職することが多いことその他の家庭生活に関する事由が職業生活に与える影響を踏まえ、家

族を構成する男女が、男女の別を問わず、相互の協力と社会の支援の下に、育児、介護その他の家庭生活における活動に

ついて家族の一員としての役割を円滑に果たしつつ職業生活における活動を行うために必要な環境の整備等により、男女

の職業生活と家庭生活との円滑かつ継続的な両立が可能となることを旨として、行われなければならない。 

３ 女性の職業生活における活躍の推進に当たっては、女性の職業生活と家庭生活との両立に関し、本人の意思が尊重さ

れるべきものであることに留意されなければならない。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第三条 国及び地方公共団体は、前条に定める女性の職業生活における活躍の推進についての基本原則（次条及び第五条

第一項において「基本原則」という。）にのっとり、女性の職業生活における活躍の推進に関して必要な施策を策定し、及

びこれを実施しなければならない。 

（事業主の責務） 

第四条 事業主は、基本原則にのっとり、その雇用し、又は雇用しようとする女性労働者に対する職業生活に関する機会

の積極的な提供、雇用する労働者の職業生活と家庭生活との両立に資する雇用環境の整備その他の女性の職業生活におけ

る活躍の推進に関する取組を自ら実施するよう努めるとともに、国又は地方公共団体が実施する女性の職業生活における

活躍の推進に関する施策に協力しなければならない。 

第二章 基本方針等 

（基本方針） 

第五条 政府は、基本原則にのっとり、女性の職業生活における活躍の推進に関する施策を総合的かつ一体的に実施する

ため、女性の職業生活における活躍の推進に関する基本方針（以下「基本方針」という。）を定めなければならない。 

２ 基本方針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 女性の職業生活における活躍の推進に関する基本的な方向 

二 事業主が実施すべき女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に関する基本的な事項 

三 女性の職業生活における活躍の推進に関する施策に関する次に掲げる事項 

イ 女性の職業生活における活躍を推進するための支援措置に関する事項 

ロ 職業生活と家庭生活との両立を図るために必要な環境の整備に関する事項 

ハ その他女性の職業生活における活躍の推進に関する施策に関する重要事項 

四 前三号に掲げるもののほか、女性の職業生活における活躍を推進するために必要な事項 

http://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/411AC0000000078_20150801_000000000000000
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３ 内閣総理大臣は、基本方針の案を作成し、閣議の決定を求めなければならない。 

４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、基本方針を公表しなければならない。 

５ 前二項の規定は、基本方針の変更について準用する。 

（都道府県推進計画等） 

第六条 都道府県は、基本方針を勘案して、当該都道府県の区域内における女性の職業生活における活躍の推進に関する

施策についての計画（以下この条において「都道府県推進計画」という。）を定めるよう努めるものとする。 

２ 市町村は、基本方針（都道府県推進計画が定められているときは、基本方針及び都道府県推進計画）を勘案して、当

該市町村の区域内における女性の職業生活における活躍の推進に関する施策についての計画（次項において「市町村推進

計画」という。）を定めるよう努めるものとする。 

３ 都道府県又は市町村は、都道府県推進計画又は市町村推進計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを公表

しなければならない。 

第三章 事業主行動計画等 

第一節 事業主行動計画策定指針 

第七条 内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総務大臣は、事業主が女性の職業生活における活躍の推進に関する取組を総合

的かつ効果的に実施することができるよう、基本方針に即して、次条第一項に規定する一般事業主行動計画及び第十五条

第一項に規定する特定事業主行動計画（次項において「事業主行動計画」と総称する。）の策定に関する指針（以下「事業

主行動計画策定指針」という。）を定めなければならない。 

２ 事業主行動計画策定指針においては、次に掲げる事項につき、事業主行動計画の指針となるべきものを定めるものと

する。 

一 事業主行動計画の策定に関する基本的な事項 

二 女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の内容に関する事項 

三 その他女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に関する重要事項 

３ 内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総務大臣は、事業主行動計画策定指針を定め、又は変更したときは、遅滞なく、こ

れを公表しなければならない。 

第二節 一般事業主行動計画 

（一般事業主行動計画の策定等） 

第八条 国及び地方公共団体以外の事業主（以下「一般事業主」という。）であって、常時雇用する労働者の数が三百人を

超えるものは、事業主行動計画策定指針に即して、一般事業主行動計画（一般事業主が実施する女性の職業生活における

活躍の推進に関する取組に関する計画をいう。以下同じ。）を定め、厚生労働省令で定めるところにより、厚生労働大臣に

届け出なければならない。これを変更したときも、同様とする。 

２ 一般事業主行動計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 計画期間 

二 女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の実施により達成しようとする目標 

三 実施しようとする女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の内容及びその実施時期 

３ 第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画を定め、又は変更しようとするときは、厚生労働省令で定める

ところにより、採用した労働者に占める女性労働者の割合、男女の継続勤務年数の差異、労働時間の状況、管理的地位に

ある労働者に占める女性労働者の割合その他のその事業における女性の職業生活における活躍に関する状況を把握し、女

性の職業生活における活躍を推進するために改善すべき事情について分析した上で、その結果を勘案して、これを定めな

ければならない。この場合において、前項第二号の目標については、採用する労働者に占める女性労働者の割合、男女の

継続勤務年数の差異の縮小の割合、労働時間、管理的地位にある労働者に占める女性労働者の割合その他の数値を用いて

定量的に定めなければならない。 

４ 第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画を定め、又は変更したときは、厚生労働省令で定めるところに

より、これを労働者に周知させるための措置を講じなければならない。 

５ 第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画を定め、又は変更したときは、厚生労働省令で定めるところに

より、これを公表しなければならない。 

６ 第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画に基づく取組を実施するとともに、一般事業主行動計画に定め

られた目標を達成するよう努めなければならない。 

７ 一般事業主であって、常時雇用する労働者の数が三百人以下のものは、事業主行動計画策定指針に即して、一般事業
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主行動計画を定め、厚生労働省令で定めるところにより、厚生労働大臣に届け出るよう努めなければならない。これを変

更したときも、同様とする。 

８ 第三項の規定は前項に規定する一般事業主が一般事業主行動計画を定め、又は変更しようとする場合について、第四

項から第六項までの規定は前項に規定する一般事業主が一般事業主行動計画を定め、又は変更した場合について、それぞ

れ準用する。 

（基準に適合する一般事業主の認定） 

第九条 厚生労働大臣は、前条第一項又は第七項の規定による届出をした一般事業主からの申請に基づき、厚生労働省令

で定めるところにより、当該事業主について、女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に関し、当該取組の実施

の状況が優良なものであることその他の厚生労働省令で定める基準に適合するものである旨の認定を行うことができる。 

（認定一般事業主の表示等） 

第十条 前条の認定を受けた一般事業主（次条及び第二十条第一項において「認定一般事業主」という。）は、商品、役務

の提供の用に供する物、商品又は役務の広告又は取引に用いる書類若しくは通信その他の厚生労働省令で定めるもの（次

項において「商品等」という。）に厚生労働大臣の定める表示を付することができる。 

２ 何人も、前項の規定による場合を除くほか、商品等に同項の表示又はこれと紛らわしい表示を付してはならない。 

（認定の取消し） 

第十一条 厚生労働大臣は、認定一般事業主が次の各号のいずれかに該当するときは、第九条の認定を取り消すことがで

きる。 

一 第九条に規定する基準に適合しなくなったと認めるとき。 

二 この法律又はこの法律に基づく命令に違反したとき。 

三 不正の手段により第九条の認定を受けたとき。 

（委託募集の特例等） 

第十二条 承認中小事業主団体の構成員である中小事業主（一般事業主であって、常時雇用する労働者の数が三百人以下

のものをいう。以下この項及び次項において同じ。）が、当該承認中小事業主団体をして女性の職業生活における活躍の推

進に関する取組の実施に関し必要な労働者の募集を行わせようとする場合において、当該承認中小事業主団体が当該募集

に従事しようとするときは、職業安定法（昭和二十二年法律第百四十一号）第三十六条第一項及び第三項の規定は、当該

構成員である中小事業主については、適用しない。 

２ この条及び次条において「承認中小事業主団体」とは、事業協同組合、協同組合連合会その他の特別の法律により設

立された組合若しくはその連合会であって厚生労働省令で定めるもの又は一般社団法人で中小事業主を直接又は間接の構

成員とするもの（厚生労働省令で定める要件に該当するものに限る。）のうち、その構成員である中小事業主に対して女性

の職業生活における活躍の推進に関する取組を実施するための人材確保に関する相談及び援助を行うものであって、その

申請に基づいて、厚生労働大臣が、当該相談及び援助を適切に行うための厚生労働省令で定める基準に適合する旨の承認

を行ったものをいう。 

３ 厚生労働大臣は、承認中小事業主団体が前項に規定する基準に適合しなくなったと認めるときは、同項の承認を取り

消すことができる。 

４ 承認中小事業主団体は、第一項に規定する募集に従事しようとするときは、厚生労働省令で定めるところにより、募

集時期、募集人員、募集地域その他の労働者の募集に関する事項で厚生労働省令で定めるものを厚生労働大臣に届け出な

ければならない。 

５ 職業安定法第三十七条第二項の規定は前項の規定による届出があった場合について、同法第五条の三第一項及び第四

項、第五条の四、第三十九条、第四十一条第二項、第四十二条第一項、第四十二条の二、第四十八条の三第一項、第四十

八条の四、第五十条第一項及び第二項並びに第五十一条の規定は前項の規定による届出をして労働者の募集に従事する者

について、同法第四十条の規定は同項の規定による届出をして労働者の募集に従事する者に対する報酬の供与について、

同法第五十条第三項及び第四項の規定はこの項において準用する同条第二項に規定する職権を行う場合について、それぞ

れ準用する。この場合において、同法第三十七条第二項中「労働者の募集を行おうとする者」とあるのは「女性の職業生

活における活躍の推進に関する法律第十二条第四項の規定による届出をして労働者の募集に従事しようとする者」と、同

法第四十一条第二項中「当該労働者の募集の業務の廃止を命じ、又は期間」とあるのは「期間」と読み替えるものとする。 

６ 職業安定法第三十六条第二項及び第四十二条の三の規定の適用については、同法第三十六条第二項中「前項の」とあ

るのは「被用者以外の者をして労働者の募集に従事させようとする者がその被用者以外の者に与えようとする」と、同法

第四十二条の三中「第三十九条に規定する募集受託者」とあるのは「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平

http://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/322AC0000000141_20180101_429AC0000000014
http://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/322AC0000000141_20180101_429AC0000000014#459
http://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/322AC0000000141_20180101_429AC0000000014
http://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/322AC0000000141_20180101_429AC0000000014
http://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/322AC0000000141_20180101_429AC0000000014
http://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/322AC0000000141_20180101_429AC0000000014
http://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/322AC0000000141_20180101_429AC0000000014
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成二十七年法律第六十四号）第十二条第四項の規定による届出をして労働者の募集に従事する者」とする。 

７ 厚生労働大臣は、承認中小事業主団体に対し、第二項の相談及び援助の実施状況について報告を求めることができる。 

第十三条 公共職業安定所は、前条第四項の規定による届出をして労働者の募集に従事する承認中小事業主団体に対して、

雇用情報及び職業に関する調査研究の成果を提供し、かつ、これらに基づき当該募集の内容又は方法について指導するこ

とにより、当該募集の効果的かつ適切な実施を図るものとする。 

（一般事業主に対する国の援助） 

第十四条 国は、第八条第一項若しくは第七項の規定により一般事業主行動計画を策定しようとする一般事業主又はこれ

らの規定による届出をした一般事業主に対して、一般事業主行動計画の策定、労働者への周知若しくは公表又は一般事業

主行動計画に基づく措置が円滑に実施されるように相談その他の援助の実施に努めるものとする。 

第三節 特定事業主行動計画 

第十五条 国及び地方公共団体の機関、それらの長又はそれらの職員で政令で定めるもの（以下「特定事業主」という。）

は、政令で定めるところにより、事業主行動計画策定指針に即して、特定事業主行動計画（特定事業主が実施する女性の

職業生活における活躍の推進に関する取組に関する計画をいう。以下この条において同じ。）を定めなければならない。 

２ 特定事業主行動計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 計画期間 

二 女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の実施により達成しようとする目標 

三 実施しようとする女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の内容及びその実施時期 

３ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変更しようとするときは、内閣府令で定めるところにより、採用し

た職員に占める女性職員の割合、男女の継続勤務年数の差異、勤務時間の状況、管理的地位にある職員に占める女性職員

の割合その他のその事務及び事業における女性の職業生活における活躍に関する状況を把握し、女性の職業生活における

活躍を推進するために改善すべき事情について分析した上で、その結果を勘案して、これを定めなければならない。この

場合において、前項第二号の目標については、採用する職員に占める女性職員の割合、男女の継続勤務年数の差異の縮小

の割合、勤務時間、管理的地位にある職員に占める女性職員の割合その他の数値を用いて定量的に定めなければならない。 

４ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを職員に周知させるための措置を

講じなければならない。 

５ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

６ 特定事業主は、毎年少なくとも一回、特定事業主行動計画に基づく取組の実施の状況を公表しなければならない。 

７ 特定事業主は、特定事業主行動計画に基づく取組を実施するとともに、特定事業主行動計画に定められた目標を達成

するよう努めなければならない。 

第四節 女性の職業選択に資する情報の公表 

（一般事業主による女性の職業選択に資する情報の公表） 

第十六条 第八条第一項に規定する一般事業主は、厚生労働省令で定めるところにより、職業生活を営み、又は営もうと

する女性の職業選択に資するよう、その事業における女性の職業生活における活躍に関する情報を定期的に公表しなけれ

ばならない。 

２ 第八条第七項に規定する一般事業主は、厚生労働省令で定めるところにより、職業生活を営み、又は営もうとする女

性の職業選択に資するよう、その事業における女性の職業生活における活躍に関する情報を定期的に公表するよう努めな

ければならない。 

（特定事業主による女性の職業選択に資する情報の公表） 

第十七条 特定事業主は、内閣府令で定めるところにより、職業生活を営み、又は営もうとする女性の職業選択に資する

よう、その事務及び事業における女性の職業生活における活躍に関する情報を定期的に公表しなければならない。 

第四章 女性の職業生活における活躍を推進するための支援措置 

（職業指導等の措置等） 

第十八条 国は、女性の職業生活における活躍を推進するため、職業指導、職業紹介、職業訓練、創業の支援その他の必

要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

２ 地方公共団体は、女性の職業生活における活躍を推進するため、前項の措置と相まって、職業生活を営み、又は営も

うとする女性及びその家族その他の関係者からの相談に応じ、関係機関の紹介その他の情報の提供、助言その他の必要な

措置を講ずるよう努めるものとする。 

３ 地方公共団体は、前項に規定する業務に係る事務の一部を、その事務を適切に実施することができるものとして内閣
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府令で定める基準に適合する者に委託することができる。 

４ 前項の規定による委託に係る事務に従事する者又は当該事務に従事していた者は、正当な理由なく、当該事務に関し

て知り得た秘密を漏らしてはならない。 

（財政上の措置等） 

第十九条 国は、女性の職業生活における活躍の推進に関する地方公共団体の施策を支援するために必要な財政上の措置

その他の措置を講ずるよう努めるものとする。 

（国等からの受注機会の増大） 

第二十条 国は、女性の職業生活における活躍の推進に資するため、国及び公庫等（沖縄振興開発金融公庫その他の特別

の法律によって設立された法人であって政令で定めるものをいう。）の役務又は物件の調達に関し、予算の適正な使用に留

意しつつ、認定一般事業主その他の女性の職業生活における活躍に関する状況又は女性の職業生活における活躍の推進に

関する取組の実施の状況が優良な一般事業主（次項において「認定一般事業主等」という。）の受注の機会の増大その他の

必要な施策を実施するものとする。 

２ 地方公共団体は、国の施策に準じて、認定一般事業主等の受注の機会の増大その他の必要な施策を実施するように努

めるものとする。 

（啓発活動） 

第二十一条 国及び地方公共団体は、女性の職業生活における活躍の推進について、国民の関心と理解を深め、かつ、そ

の協力を得るとともに、必要な啓発活動を行うものとする。 

（情報の収集、整理及び提供） 

第二十二条 国は、女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に資するよう、国内外における女性の職業生活にお

ける活躍の状況及び当該取組に関する情報の収集、整理及び提供を行うものとする。 

（協議会） 

第二十三条 当該地方公共団体の区域において女性の職業生活における活躍の推進に関する事務及び事業を行う国及び地

方公共団体の機関（以下この条において「関係機関」という。）は、第十八条第一項の規定により国が講ずる措置及び同条

第二項の規定により地方公共団体が講ずる措置に係る事例その他の女性の職業生活における活躍の推進に有用な情報を活

用することにより、当該区域において女性の職業生活における活躍の推進に関する取組が効果的かつ円滑に実施されるよ

うにするため、関係機関により構成される協議会（以下「協議会」という。）を組織することができる。 

２ 協議会を組織する関係機関は、当該地方公共団体の区域内において第十八条第三項の規定による事務の委託がされて

いる場合には、当該委託を受けた者を協議会の構成員として加えるものとする。 

３ 協議会を組織する関係機関は、必要があると認めるときは、協議会に次に掲げる者を構成員として加えることができ

る。 

一 一般事業主の団体又はその連合団体 

二 学識経験者 

三 その他当該関係機関が必要と認める者 

４ 協議会は、関係機関及び前二項の構成員（以下この項において「関係機関等」という。）が相互の連絡を図ることによ

り、女性の職業生活における活躍の推進に有用な情報を共有し、関係機関等の連携の緊密化を図るとともに、地域の実情

に応じた女性の職業生活における活躍の推進に関する取組について協議を行うものとする。 

５ 協議会が組織されたときは、当該地方公共団体は、内閣府令で定めるところにより、その旨を公表しなければならな

い。 

（秘密保持義務） 

第二十四条 協議会の事務に従事する者又は協議会の事務に従事していた者は、正当な理由なく、協議会の事務に関して

知り得た秘密を漏らしてはならない。 

（協議会の定める事項） 

第二十五条 前二条に定めるもののほか、協議会の組織及び運営に関し必要な事項は、協議会が定める。 

第五章 雑則 

（報告の徴収並びに助言、指導及び勧告） 

第二十六条 厚生労働大臣は、この法律の施行に関し必要があると認めるときは、第八条第一項に規定する一般事業主に

対して、報告を求め、又は助言、指導若しくは勧告をすることができる。 

（権限の委任） 
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第二十七条 第八条から第十二条まで及び前条に規定する厚生労働大臣の権限は、厚生労働省令で定めるところにより、

その一部を都道府県労働局長に委任することができる。 

（政令への委任） 

第二十八条 この法律に定めるもののほか、この法律の実施のため必要な事項は、政令で定める。 

第六章 罰則 

第二十九条 第十二条第五項において準用する職業安定法第四十一条第二項の規定による業務の停止の命令に違反して、

労働者の募集に従事した者は、一年以下の懲役又は百万円以下の罰金に処する。 

第三十条 次の各号のいずれかに該当する者は、一年以下の懲役又は五十万円以下の罰金に処する。 

一 第十八条第四項の規定に違反した者 

二 第二十四条の規定に違反した者 

第三十一条 次の各号のいずれかに該当する者は、六月以下の懲役又は三十万円以下の罰金に処する。 

一 第十二条第四項の規定による届出をしないで、労働者の募集に従事した者 

二 第十二条第五項において準用する職業安定法第三十七条第二項の規定による指示に従わなかった者 

三 第十二条第五項において準用する職業安定法第三十九条又は第四十条の規定に違反した者 

第三十二条 次の各号のいずれかに該当する者は、三十万円以下の罰金に処する。 

一 第十条第二項の規定に違反した者 

二 第十二条第五項において準用する職業安定法第五十条第一項の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした者 

三 第十二条第五項において準用する職業安定法第五十条第二項の規定による立入り若しくは検査を拒み、妨げ、若しく

は忌避し、又は質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の陳述をした者 

四 第十二条第五項において準用する職業安定法第五十一条第一項の規定に違反して秘密を漏らした者 

第三十三条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の業務に関し、第二

十九条、第三十一条又は前条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対しても、各本条の罰金

刑を科する。 

第三十四条 第二十六条の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした者は、二十万円以下の過料に処する。 

附 則 抄  

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。ただし、第三章（第七条を除く。）、第五章（第二十八条を除く。）及び第六

章（第三十条を除く。）の規定並びに附則第五条の規定は、平成二十八年四月一日から施行する。 

（この法律の失効） 

第二条 この法律は、平成三十八年三月三十一日限り、その効力を失う。 

２ 第十八条第三項の規定による委託に係る事務に従事していた者の当該事務に関して知り得た秘密については、同条第

四項の規定（同項に係る罰則を含む。）は、前項の規定にかかわらず、同項に規定する日後も、なおその効力を有する。 

３ 協議会の事務に従事していた者の当該事務に関して知り得た秘密については、第二十四条の規定（同条に係る罰則を

含む。）は、第一項の規定にかかわらず、同項に規定する日後も、なおその効力を有する。 

４ この法律の失効前にした行為に対する罰則の適用については、この法律は、第一項の規定にかかわらず、同項に規定

する日後も、なおその効力を有する。 

（政令への委任） 

第三条 前条第二項から第四項までに規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置は、政令で定める。 

（検討） 

第四条 政府は、この法律の施行後三年を経過した場合において、この法律の施行の状況を勘案し、必要があると認める

ときは、この法律の規定について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 

附 則 （平成二九年三月三一日法律第一四号） 抄  

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十九年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から

施行する。 

一 第一条中雇用保険法第六十四条の次に一条を加える改正規定及び附則第三十五条の規定 公布の日 

二・三 略 

四 第二条中雇用保険法第十条の四第二項、第五十八条第一項、第六十条の二第四項、第七十六条第二項及び第七十九条

http://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/322AC0000000141_20180101_429AC0000000014
http://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/322AC0000000141_20180101_429AC0000000014
http://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/322AC0000000141_20180101_429AC0000000014
http://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/322AC0000000141_20180101_429AC0000000014
http://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/322AC0000000141_20180101_429AC0000000014
http://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/322AC0000000141_20180101_429AC0000000014
http://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/322AC0000000141_20180101_429AC0000000014#497
http://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/322AC0000000141_20180101_429AC0000000014
http://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/322AC0000000141_20180101_429AC0000000014
http://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/322AC0000000141_20180101_429AC0000000014
http://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/322AC0000000141_20180101_429AC0000000014
http://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/322AC0000000141_20180101_429AC0000000014
http://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/322AC0000000141_20180101_429AC0000000014
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の二並びに附則第十一条の二第一項の改正規定並びに同条第三項の改正規定（「百分の五十を」を「百分の八十を」に改め

る部分に限る。）、第四条の規定並びに第七条中育児・介護休業法第五十三条第五項及び第六項並びに第六十四条の改正規

定並びに附則第五条から第八条まで及び第十条の規定、附則第十三条中国家公務員退職手当法（昭和二十八年法律第百八

十二号）第十条第十項第五号の改正規定、附則第十四条第二項及び第十七条の規定、附則第十八条（次号に掲げる規定を

除く。）の規定、附則第十九条中高年齢者等の雇用の安定等に関する法律（昭和四十六年法律第六十八号）第三十八条第三

項の改正規定（「第四条第八項」を「第四条第九項」に改める部分に限る。）、附則第二十条中建設労働者の雇用の改善等に

関する法律（昭和五十一年法律第三十三号）第三十条第一項の表第四条第八項の項、第三十二条の十一から第三十二条の

十五まで、第三十二条の十六第一項及び第五十一条の項及び第四十八条の三及び第四十八条の四第一項の項の改正規定、

附則第二十一条、第二十二条、第二十六条から第二十八条まで及び第三十二条の規定並びに附則第三十三条（次号に掲げ

る規定を除く。）の規定 平成三十年一月一日 

（罰則に関する経過措置） 

第三十四条 この法律（附則第一条第四号に掲げる規定にあっては、当該規定）の施行前にした行為に対する罰則の適用

については、なお従前の例による。 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第三十五条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置は、政令で定める。 
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配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律 

（平成十三年法律第三十一号） 

最終改正：平成二十六年法律第二十八号 

  

我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法の下の平等がうたわれ、人権の擁護と男女平等の実現に向けた取組が行

われている。  

ところが、配偶者からの暴力は、犯罪となる行為をも含む重大な人権侵害であるにもかかわらず、被害者の救済が必ずし

も十分に行われてこなかった。また、配偶者からの暴力の被害者は、多くの場合女性であり、経済的自立が困難である女

性に対して配偶者が暴力を加えることは、個人の尊厳を害し、男女平等の実現の妨げとなっている。  

このような状況を改善し、人権の擁護と男女平等の実現を図るためには、配偶者からの暴力を防止し、被害者を保護する

ための施策を講ずることが必要である。このことは、女性に対する暴力を根絶しようと努めている国際社会における取組

にも沿うものである。  

ここに、配偶者からの暴力に係る通報、相談、保護、自立支援等の体制を整備することにより、配偶者からの暴力の防止

及び被害者の保護を図るため、この法律を制定する。  

 

第一章 総則  

（定義）  

第一条 この法律において「配偶者からの暴力」とは、配偶者からの身体に対する暴力（身体に対する不法な攻撃であっ

て生命又は身体に危害を及ぼすものをいう。以下同じ。）又はこれに準ずる心身に有害な影響を及ぼす言動（以下この項に

おいて「身体に対する暴力等」と総称する。）をいい、配偶者からの身体に対する暴力等を受けた後に、その者が離婚をし、

又はその婚姻が取り消された場合にあっては、当該配偶者であった者から引き続き受ける身体に対する暴力等を含むもの

とする。  

2  

この法律において「被害者」とは、配偶者からの暴力を受けた者をいう。  

3  

この法律にいう「配偶者」には、婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含み、「離婚」には、

婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にあった者が、事実上離婚したと同様の事情に入ることを含むも

のとする。  

（国及び地方公共団体の責務）  

第二条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力を防止するとともに、被害者の自立を支援することを含め、その適切

な保護を図る責務を有する。  

第一章の二 基本方針及び都道府県基本計画等  

（定義）  

第二条の二 内閣総理大臣、国家公安委員会、法務大臣及び厚生労働大臣（以下この条及び次条第五項において「主務大

臣」という。）は、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策に関する基本的な方針（以下この条並びに次条

第一項及び第三項において「基本方針」という。）を定めなければならない。  

2  

基本方針においては、次に掲げる事項につき、次条第一項の都道府県基本計画及び同条第三項の市町村基本計画の指針と

なるべきものを定めるものとする。  

一  

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本的な事項  

二  

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の内容に関する事項  

三  

その他配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施に関する重要事項  
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3  

主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更しようとするときは、あらかじめ、関係行政機関の長に協議しなければな

らない。  

4  

主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。  

（都道府県基本計画等）  

第二条の三 都道府県は、基本方針に即して、当該都道府県における配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための

施策の実施に関する基本的な計画（以下この条において「都道府県基本計画」という。）を定めなければならない。  

2  

都道府県基本計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。  

一  

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本的な方針  

二  

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施内容に関する事項  

三  

その他配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施に関する重要事項  

3  

市町村（特別区を含む。以下同じ。）は、基本方針に即し、かつ、都道府県基本計画を勘案して、当該市町村における配偶

者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施に関する基本的な計画（以下この条において「市町村基本計画」

という。）を定めるよう努めなければならない。  

4  

都道府県又は市町村は、都道府県基本計画又は市町村基本計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを公表しな

ければならない。  

5  

主務大臣は、都道府県又は市町村に対し、都道府県基本計画又は市町村基本計画の作成のために必要な助言その他の援助

を行うよう努めなければならない。  

第二章 配偶者暴力相談支援センター等  

（配偶者暴力相談支援センター）  

第三条 都道府県は、当該都道府県が設置する婦人相談所その他の適切な施設において、当該各施設が配偶者暴力相談支

援センターとしての機能を果たすようにするものとする。  

2  

市町村は、当該市町村が設置する適切な施設において、当該各施設が配偶者暴力相談支援センターとしての機能を果たす

ようにするよう努めるものとする。  

3  

配偶者暴力相談支援センターは、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のため、次に掲げる業務を行うものとする。  

一  

被害者に関する各般の問題について、相談に応ずること又は婦人相談員若しくは相談を行う機関を紹介すること。  

二  

被害者の心身の健康を回復させるため、医学的又は心理学的な指導その他の必要な指導を行うこと。  

三  

被害者（被害者がその家族を同伴する場合にあっては、被害者及びその同伴する家族。次号、第六号、第五条及び第八条

の三において同じ。）の緊急時における安全の確保及び一時保護を行うこと。  

四  

被害者が自立して生活することを促進するため、就業の促進、住宅の確保、援護等に関する制度の利用等について、情報

の提供、助言、関係機関との連絡調整その他の援助を行うこと。  

五  

第四章に定める保護命令の制度の利用について、情報の提供、助言、関係機関への連絡その他の援助を行うこと。  

六  
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被害者を居住させ保護する施設の利用について、情報の提供、助言、関係機関との連絡調整その他の援助を行うこと。  

4  

前項第三号の一時保護は、婦人相談所が、自ら行い、又は厚生労働大臣が定める基準を満たす者に委託して行うものとす

る。  

5  

配偶者暴力相談支援センターは、その業務を行うに当たっては、必要に応じ、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護

を図るための活動を行う民間の団体との連携に努めるものとする。  

（婦人相談員による相談等）  

第四条 婦人相談員は、被害者の相談に応じ、必要な指導を行うことができる。  

（婦人保護施設における保護）  

第五条 都道府県は、婦人保護施設において被害者の保護を行うことができる。  

第三章 被害者の保護  

（配偶者からの暴力の発見者による通報等）  

第六条 配偶者からの暴力（配偶者又は配偶者であった者からの身体に対する暴力に限る。以下この章において同じ。）を

受けている者を発見した者は、その旨を配偶者暴力相談支援センター又は警察官に通報するよう努めなければならない。  

2  

医師その他の医療関係者は、その業務を行うに当たり、配偶者からの暴力によって負傷し又は疾病にかかったと認められ

る者を発見したときは、その旨を配偶者暴力相談支援センター又は警察官に通報することができる。この場合において、

その者の意思を尊重するよう努めるものとする。  

3  

刑法（明治四十年法律第四十五号）の秘密漏示罪の規定その他の守秘義務に関する法律の規定は、前二項の規定により通

報することを妨げるものと解釈してはならない。  

4  

医師その他の医療関係者は、その業務を行うに当たり、配偶者からの暴力によって負傷し又は疾病にかかったと認められ

る者を発見したときは、その者に対し、配偶者暴力相談支援センター等の利用について、その有する情報を提供するよう

努めなければならない。  

（配偶者暴力相談支援センターによる保護についての説明等）  

第七条 配偶者暴力相談支援センターは、被害者に関する通報又は相談を受けた場合には、必要に応じ、被害者に対し、

第三条第三項の規定により配偶者暴力相談支援センターが行う業務の内容について説明及び助言を行うとともに、必要な

保護を受けることを勧奨するものとする。  

（警察官による被害の防止）  

第八条 警察官は、通報等により配偶者からの暴力が行われていると認めるときは、警察法（昭和二十九年法律第百六十

二号）、警察官職務執行法（昭和二十三年法律第百三十六号）その他の法令の定めるところにより、暴力の制止、被害者の

保護その他の配偶者からの暴力による被害の発生を防止するために必要な措置を講ずるよう努めなければならない。  

（警察本部長等の援助）  

第八条の二 警視総監若しくは道府県警察本部長（道警察本部の所在地を包括する方面を除く方面については、方面本部

長。第十五条第三項において同じ。）又は警察署長は、配偶者からの暴力を受けている者から、配偶者からの暴力による被

害を自ら防止するための援助を受けたい旨の申出があり、その申出を相当と認めるときは、当該配偶者からの暴力を受け

ている者に対し、国家公安委員会規則で定めるところにより、当該被害を自ら防止するための措置の教示その他配偶者か

らの暴力による被害の発生を防止するために必要な援助を行うものとする。  

（福祉事務所による自立支援）  

第八条の三 社会福祉法（昭和二十六年法律第四十五号）に定める福祉に関する事務所（次条において「福祉事務所」と

いう。）は、生活保護法（昭和二十五年法律第百四十四号）、児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）、母子及び寡婦

福祉法（昭和三十九年法律第百二十九号）その他の法令の定めるところにより、被害者の自立を支援するために必要な措

置を講ずるよう努めなければならない。  

（被害者の保護のための関係機関の連携協力）  

第九条 配偶者暴力相談支援センター、都道府県警察、福祉事務所等都道府県又は市町村の関係機関その他の関係機関は、

被害者の保護を行うに当たっては、その適切な保護が行われるよう、相互に連携を図りながら協力するよう努めるものと
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する。  

（苦情の適切かつ迅速な処理）  

第九条の二 前条の関係機関は、被害者の保護に係る職員の職務の執行に関して被害者から苦情の申出を受けたときは、

適切かつ迅速にこれを処理するよう努めるものとする。  

第四章 保護命令  

（保護命令）  

第十条 被害者（配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫（被害者の生命又は身体に対し害を加える旨を

告知してする脅迫をいう。以下この章において同じ。）を受けた者に限る。以下この章において同じ。）が、配偶者からの

身体に対する暴力を受けた者である場合にあっては配偶者からの更なる身体に対する暴力（配偶者からの身体に対する暴

力を受けた後に、被害者が離婚をし、又はその婚姻が取り消された場合にあっては、当該配偶者であった者から引き続き

受ける身体に対する暴力。第十二条第一項第二号において同じ。）により、配偶者からの生命等に対する脅迫を受けた者で

ある場合にあっては配偶者から受ける身体に対する暴力（配偶者からの生命等に対する脅迫を受けた後に、被害者が離婚

をし、又はその婚姻が取り消された場合にあっては、当該配偶者であった者から引き続き受ける身体に対する暴力。同号

において同じ。）により、その生命又は身体に重大な危害を受けるおそれが大きいときは、裁判所は、被害者の申立てによ

り、その生命又は身体に危害が加えられることを防止するため、当該配偶者（配偶者からの身体に対する暴力又は生命等

に対する脅迫を受けた後に、被害者が離婚をし、又はその婚姻が取り消された場合にあっては、当該配偶者であった者。 

以下この条、同項第三号及び第四号並びに第十八条第一項において同じ。）に対し、次の各号に掲げる事項を命ずるものと

する。ただし、第二号に掲げる事項については、申立ての時において被害者及び当該配偶者が生活の本拠を共にする場合

に限る。  

   

一  

命令の効力が生じた日から起算して六月間、被害者の住居（当該配偶者と共に生活の本拠としている住居を除く。以下こ

の号において同じ。）その他の場所において被害者の身辺につきまとい、又は被害者の住居、勤務先その他その通常所在す

る場所の付近をはいかいしてはならないこと。  

二  

命令の効力が生じた日から起算して二月間、被害者と共に生活の本拠としている住居から退去すること及び当該住居の付

近をはいかいしてはならないこと。  

2  

前項本文に規定する場合において、同項第一号の規定による命令を発する裁判所又は発した裁判所は、被害者の申立てに

より、その生命又は身体に危害が加えられることを防止するため、当該配偶者に対し、命令の効力が生じた日以後、同号

の規定による命令の効力が生じた日から起算して六月を経過する日までの間、被害者に対して次の各号に掲げるいずれの

行為もしてはならないことを命ずるものとする。  

一  

面会を要求すること。  

二  

その行動を監視していると思わせるような事項を告げ、又はその知り得る状態に置くこと。  

三  

著しく粗野又は乱暴な言動をすること。  

四  

電話をかけて何も告げず、又は緊急やむを得ない場合を除き、連続して、電話をかけ、ファクシミリ装置を用いて送信し、

若しくは電子メールを送信すること。  

五  

緊急やむを得ない場合を除き、午後十時から午前六時までの間に、電話をかけ、ファクシミリ装置を用いて送信し、又は

電子メールを送信すること。  

六  

汚物、動物の死体その他の著しく不快又は嫌悪の情を催させるような物を送付し、又はその知り得る状態に置くこと。  

七  

その名誉を害する事項を告げ、又はその知り得る状態に置くこと。  
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八  

その性的羞恥心を害する事項を告げ、若しくはその知り得る状態に置き、又はその性的羞恥心を害する文書、図画その他

の物を送付し、若しくはその知り得る状態に置くこと。  

3  

第一項本文に規定する場合において、被害者がその成年に達しない子（以下この項及び次項並びに第十二条第一項第三号

において単に「子」という。）と同居しているときであって、配偶者が幼年の子を連れ戻すと疑うに足りる言動を行ってい

ることその他の事情があることから被害者がその同居している子に関して配偶者と面会することを余儀なくされることを

防止するため必要があると認めるときは、第一項第一号の規定による命令を発する裁判所又は発した裁判所は、被害者の

申立てにより、その生命又は身体に危害が加えられることを防止するため、当該配偶者に対し、命令の効力が生じた日以

後、同号の規定による命令の効力が生じた日から起算して六月を経過する日までの間、当該子の住居（当該配偶者と共に

生活の本拠としている住居を除く。以下この項において同じ。）、就学する学校その他の場所において当該子の身辺につき

まとい、又は当該子の住居、就学する学校その他その通常所在する場所の付近をはいかいしてはならないことを命ずるも

のとする。ただし、当該子が十五歳以上であるときは、その同意がある場合に限る。  

4  

第一項本文に規定する場合において、配偶者が被害者の親族その他被害者と社会生活において密接な関係を有する者（被

害者と同居している子及び配偶者と同居している者を除く。以下この項及び次項並びに第十二条第一項第四号において「親

族等」という。）の住居に押し掛けて著しく粗野又は乱暴な言動を行っていることその他の事情があることから被害者がそ

の親族等に関して配偶者と面会することを余儀なくされることを防止するため必要があると認めるときは、第一項第一号

の規定による命令を発する裁判所又は発した裁判所は、被害者の申立てにより、その生命又は身体に危害が加えられるこ

とを防止するため、当該配偶者に対し、命令の効力が生じた日以後、同号の規定による命令の効力が生じた日から起算し

て六月を経過する日までの間、当該親族等の住居（当該配偶者と共に生活の本拠としている住居を除く。以下この項にお

いて同じ。）その他の場所において当該親族等の身辺につきまとい、又は当該親族等の住居、勤務先その他その通常所在す

る場所の付近をはいかいしてはならないことを命ずるものとする。  

5  

前項の申立ては、当該親族等（被害者の十五歳未満の子を除く。以下この項において同じ。）の同意（当該親族等が十五歳

未満の者又は成年被後見人である場合にあっては、その法定代理人の同意）がある場合に限り、することができる。  

（管轄裁判所）  

第十一条 前条第一項の規定による命令の申立てに係る事件は、相手方の住所（日本国内に住所がないとき又は住所が知

れないときは居所）の所在地を管轄する地方裁判所の管轄に属する。  

2  

配偶者暴力相談支援センターは、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のため、次に掲げる業務を行うものとする。  

一  

申立人の住所又は居所の所在地  

二  

当該申立てに係る配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫が行われた地  

（保護命令の申立て）  

第十二条 第十条第一項から第四項までの規定による命令（以下「保護命令」という。）の申立ては、次に掲げる事項を記

載した書面でしなければならない。  

   

一  

配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫を受けた状況  

二  

配偶者からの更なる身体に対する暴力又は配偶者からの生命等に対する脅迫を受けた後の配偶者から受ける身体に対する

暴力により、生命又は身体に重大な危害を受けるおそれが大きいと認めるに足りる申立ての時における事情  

三  

第十条第三項の規定による命令の申立てをする場合にあっては、被害者が当該同居している子に関して配偶者と面会する

ことを余儀なくされることを防止するため当該命令を発する必要があると認めるに足りる申立ての時における事情  

四  



- 72 - 

配偶者からの更なる身体に対する暴力又は配偶者からの生命等に対する脅迫を受けた後の配偶者から受ける身体に対する

暴力により、生命又は身体に重大な危害を受けるおそれが大きいと認めるに足りる申立ての時における事情  

五  

配偶者暴力相談支援センターの職員又は警察職員に対し、前各号に掲げる事項について相談し、又は援助若しくは保護を

求めた事実の有無及びその事実があるときは、次に掲げる事項  

イ  

当該配偶者暴力相談支援センター又は当該警察職員の所属官署の名称  

ロ  

相談し、又は援助若しくは保護を求めた日時及び場所  

ハ  

相談又は求めた援助若しくは保護の内容  

ニ  

相談又は申立人の求めに対して執られた措置の内容  

2  

前項の書面（以下「申立書」という。）に同項第五号イからニまでに掲げる事項の記載がない場合には、申立書には、同項

第一号から第四号までに掲げる事項についての申立人の供述を記載した書面で公証人法（明治四十一年法律第五十三号）

第五十八条ノ二第一項の認証を受けたものを添付しなければならない。  

（迅速な裁判）  

第十三条 裁判所は、保護命令の申立てに係る事件については、速やかに裁判をするものとする。  

（保護命令事件の審理の方法）  

第十四条 保護命令は、口頭弁論又は相手方が立ち会うことができる審尋の期日を経なければ、これを発することができ

ない。ただし、その期日を経ることにより保護命令の申立ての目的を達することができない事情があるときは、この限り

でない。  

2  

申立書に第十二条第一項第五号イからニまでに掲げる事項の記載がある場合には、裁判所は、当該配偶者暴力相談支援セ

ンター又は当該所属官署の長に対し、申立人が相談し又は援助若しくは保護を求めた際の状況及びこれに対して執られた

措置の内容を記載した書面の提出を求めるものとする。この場合において、当該配偶者暴力相談支援センター又は当該所

属官署の長は、これに速やかに応ずるものとする。  

3  

裁判所は、必要があると認める場合には、前項の配偶者暴力相談支援センター若しくは所属官署の長又は申立人から相談

を受け、若しくは援助若しくは保護を求められた職員に対し、同項の規定により書面の提出を求めた事項に関して更に説

明を求めることができる。  

（保護命令の申立てについての決定等）  

第十五条 保護命令の申立てについての決定には、理由を付さなければならない。ただし、口頭弁論を経ないで決定をす

る場合には、理由の要旨を示せば足りる。  

2  

保護命令は、相手方に対する決定書の送達又は相手方が出頭した口頭弁論若しくは審尋の期日における言渡しによって、

その効力を生ずる。  

3  

保護命令を発したときは、裁判所書記官は、速やかにその旨及びその内容を申立人の住所又は居所を管轄する警視総監又

は道府県警察本部長に通知するものとする。  

4  

保護命令を発した場合において、申立人が配偶者暴力相談支援センターの職員に対し相談し、又は援助若しくは保護を求

めた事実があり、かつ、申立書に当該事実に係る第十二条第一項第五号イからニまでに掲げる事項の記載があるときは、

裁判所書記官は、速やかに、保護命令を発した旨及びその内容を、当該申立書に名称が記載された配偶者暴力相談支援セ

ンター（当該申立書に名称が記載された配偶者暴力相談支援センターが二以上ある場合にあっては、申立人がその職員に

対し相談し、又は援助若しくは保護を求めた日時が最も遅い配偶者暴力相談支援センター）の長に通知するものとする。  

5  
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保護命令は、執行力を有しない。  

（即時抗告）  

第十六条 保護命令の申立てについての裁判に対しては、即時抗告をすることができる。  

2  

前項の即時抗告は、保護命令の効力に影響を及ぼさない。  

3  

即時抗告があった場合において、保護命令の取消しの原因となることが明らかな事情があることにつき疎明があったとき

に限り、抗告裁判所は、申立てにより、即時抗告についての裁判が効力を生ずるまでの間、保護命令の効力の停止を命ず

ることができる。事件の記録が原裁判所に存する間は、原裁判所も、この処分を命ずることができる。  

4  

前項の規定により第十条第一項第一号の規定による命令の効力の停止を命ずる場合において、同条第二項から第四項まで

の規定による命令が発せられているときは、裁判所は、当該命令の効力の停止をも命じなければならない。  

5  

前二項の規定による裁判に対しては、不服を申し立てることができない。  

6  

抗告裁判所が第十条第一項第一号の規定による命令を取り消す場合において、同条第二項から第四項までの規定による命

令が発せられているときは、抗告裁判所は、当該命令をも取り消さなければならない。  

7  

前条第四項の規定による通知がされている保護命令について、第三項若しくは第四項の規定によりその効力の停止を命じ

たとき又は抗告裁判所がこれを取り消したときは、裁判所書記官は、速やかに、その旨及びその内容を当該通知をした配

偶者暴力相談支援センターの長に通知するものとする。  

8  

前条第三項の規定は、第三項及び第四項の場合並びに抗告裁判所が保護命令を取り消した場合について準用する。  

（保護命令の取消し）  

第十七条 保護命令を発した裁判所は、当該保護命令の申立てをした者の申立てがあった場合には、当該保護命令を取り

消さなければならない。第十条第一項第一号又は第二項から第四項までの規定による命令にあっては同号の規定による命

令が効力を生じた日から起算して三月を経過した後において、同条第一項第二号の規定による命令にあっては当該命令が

効力を生じた日から起算して二週間を経過した後において、これらの命令を受けた者が申し立て、当該裁判所がこれらの

命令の申立てをした者に異議がないことを確認したときも、同様とする。  

2  

前条第六項の規定は、第十条第一項第一号の規定による命令を発した裁判所が前項の規定により当該命令を取り消す場合

について準用する。  

3  

第十五条第三項及び前条第七項の規定は、前二項の場合について準用する。  

（第十条第一項第二号の規定による命令の再度の申立て）  

第十八条 第十条第一項第二号の規定による命令が発せられた後に当該発せられた命令の申立ての理由となった身体に対

する暴力又は生命等に対する脅迫と同一の事実を理由とする同号の規定による命令の再度の申立てがあったときは、裁判

所は、配偶者と共に生活の本拠としている住居から転居しようとする被害者がその責めに帰することのできない事由によ

り当該発せられた命令の効力が生ずる日から起算して二月を経過する日までに当該住居からの転居を完了することができ

ないことその他の同号の規定による命令を再度発する必要があると認めるべき事情があるときに限り、当該命令を発する

ものとする。ただし、当該命令を発することにより当該配偶者の生活に特に著しい支障を生ずると認めるときは、当該命

令を発しないことができる。  

2  

前項の申立てをする場合における第十二条の規定の適用については、同条第一項各号列記以外の部分中「次に掲げる事項」

とあるのは「第一号、第二号及び第五号に掲げる事項並びに第十八条第一項本文の事情」と、同項第五号中「前各号に掲

げる事項」とあるのは「第一号及び第二号に掲げる事項並びに第十八条第一項本文の事情」と、同条第二項中「同項第一

号から第四号までに掲げる事項」とあるのは「同項第一号及び第二号に掲げる事項並びに第十八条第一項本文の事情」と

する。  
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（事件の記録の閲覧等）  

第十九条 保護命令に関する手続について、当事者は、裁判所書記官に対し、事件の記録の閲覧若しくは謄写、その正本、

謄本若しくは抄本の交付又は事件に関する事項の証明書の交付を請求することができる。ただし、相手方にあっては、保

護命令の申立てに関し口頭弁論若しくは相手方を呼び出す審尋の期日の指定があり、又は相手方に対する保護命令の送達

があるまでの間は、この限りでない。  

（法務事務官による宣誓認証）  

第二十条 法務局若しくは地方法務局又はその支局の管轄区域内に公証人がいない場合又は公証人がその職務を行うこと

ができない場合には、法務大臣は、当該法務局若しくは地方法務局又はその支局に勤務する法務事務官に第十二条第二項

（第十八条第二項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）の認証を行わせることができる。  

（民事訴訟法の準用）  

第二十一条 この法律に特別の定めがある場合を除き、保護命令に関する手続に関しては、その性質に反しない限り、民

事訴訟法（平成八年法律第百九号）の規定を準用する。  

（最高裁判所規則）  

第二十二条 この法律に定めるもののほか、保護命令に関する手続に関し必要な事項は、最高裁判所規則で定める。  

第五章 雑則  

（職務関係者による配慮等）  

第二十三条 配偶者からの暴力に係る被害者の保護、捜査、裁判等に職務上関係のある者（次項において「職務関係者」

という。）は、その職務を行うに当たり、被害者の心身の状況、その置かれている環境等を踏まえ、被害者の国籍、障害の

有無等を問わずその人権を尊重するとともに、その安全の確保及び秘密の保持に十分な配慮をしなければならない。  

2  

国及び地方公共団体は、職務関係者に対し、被害者の人権、配偶者からの暴力の特性等に関する理解を深めるために必要

な研修及び啓発を行うものとする。  

（教育及び啓発）  

第二十四条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の防止に関する国民の理解を深めるための教育及び啓発に努める

ものとする。  

（調査研究の推進等）  

第二十五条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に資するため、加害者の更生のための指

導の方法、被害者の心身の健康を回復させるための方法等に関する調査研究の推進並びに被害者の保護に係る人材の養成

及び資質の向上に努めるものとする。  

（民間の団体に対する援助）  

第二十六条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護を図るための活動を行う民間の団体に対

し、必要な援助を行うよう努めるものとする。  

（都道府県及び市の支弁）  

第二十七条 都道府県は、次の各号に掲げる費用を支弁しなければならない。  

   

一  

第三条第三項の規定に基づき同項に掲げる業務を行う婦人相談所の運営に要する費用（次号に掲げる費用を除く。）  

二  

第三条第三項第三号の規定に基づき婦人相談所が行う一時保護（同条第四項に規定する厚生労働大臣が定める基準を満た

す者に委託して行う場合を含む。）に要する費用  

三  

第四条の規定に基づき都道府県知事の委嘱する婦人相談員が行う業務に要する費用  

四  

第五条の規定に基づき都道府県が行う保護（市町村、社会福祉法人その他適当と認める者に委託して行う場合を含む。）及

びこれに伴い必要な事務に要する費用  

2  

市は、第四条の規定に基づきその長の委嘱する婦人相談員が行う業務に要する費用を支弁しなければならない。  

（国の負担及び補助）  
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第二十八条 国は、政令の定めるところにより、都道府県が前条第一項の規定により支弁した費用のうち、同項第一号及

び第二号に掲げるものについては、その十分の五を負担するものとする。  

2  

国は、予算の範囲内において、次の各号に掲げる費用の十分の五以内を補助することができる。  

一  

都道府県が前条第一項の規定により支弁した費用のうち、同項第三号及び第四号に掲げるもの  

二  

市が前条第二項の規定により支弁した費用  

第六章 罰則  

第二十九条 保護命令に違反した者は、一年以下の懲役又は百万円以下の罰金に処する。  

第三十条 第十二条第一項（第十八条第二項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）の規定により記載すべき事項

について虚偽の記載のある申立書により保護命令の申立てをした者は、十万円以下の過料に処する。  

附則〔抄〕  

（施行期日）  

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を経過した日から施行する。ただし、第二章、第六条（配偶者暴力相談

支援センターに係る部分に限る。）、第七条、第九条（配偶者暴力相談支援センターに係る部分に限る。）、第二十七条及び

第二十八条の規定は、平成十四年四月一日から施行する。  

（経過措置）  

第二条 平成十四年三月三十一日までに婦人相談所に対し被害者が配偶者からの身体に対する暴力に関して相談し、又は

援助若しくは保護を求めた場合における当該被害者からの保護命令の申立てに係る事件に関する第十二条第一項第四号並

びに第十四条第二項及び第三項の規定の適用については、これらの規定中「配偶者暴力相談支援センター」とあるのは、

「婦人相談所」とする。  

（検討）  

第三条 この法律の規定については、この法律の施行後三年を目途として、この法律の施行状況等を勘案し、検討が加え

られ、その結果に基づいて必要な措置が講ぜられるものとする。  

附則〔平成十六年法律第六十四号〕  

（施行期日）  

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を経過した日から施行する。  

（経過措置）  

第二条 この法律の施行前にしたこの法律による改正前の配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律（次項

において「旧法」という。）第十条の規定による命令の申立てに係る同条の規定による命令に関する事件については、なお

従前の例による。  

2  

旧法第十条第二号の規定による命令が発せられた後に当該命令の申立ての理由となった身体に対する不法な攻撃であって

生命又は身体に危害を及ぼすものと同一の事実を理由とするこの法律による改正後の配偶者からの暴力の防止及び被害者

の保護に関する法律（以下「新法」という。）第十条第一項第二号の規定による命令の申立て（この法律の施行後最初にさ

れるものに限る。）があった場合における新法第十八条第一項の規定の適用については、同項中「二月」とあるのは、「二

週間」とする。  

（検討）  

第三条 新法の規定については、この法律の施行後三年を目途として、新法の施行状況等を勘案し、検討が加えられ、そ

の結果に基づいて必要な措置が講ぜられるものとする。  

附則〔平成十九年法律第百十三号〕〔抄〕  

（施行期日）  

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を経過した日から施行する。  

（経過措置）  

第二条 この法律の施行前にしたこの法律による改正前の配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律第十条

の規定による命令の申立てに係る同条の規定による命令に関する事件については、なお従前の例による。  
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用語解説 
 

 

あ行 ICT(Information and 

Communication 

Technology） 

通信技術を使って、人とインターネット、人と人が繋がる技術

のこと。メールや SNS など。 

アジア太平洋経済社会委員

会（ESCAP） 

国連の 5つの地域委員会の 1つで、1947 年に設立されました。

アジア太平洋地域の経済社会問題に対処することを任務として

います。ESCAP の最高意思決定機関である ESCAP 総会は閣僚レベ

ルで毎年一回開催され、経済社会理事会に報告を行います。53

の加盟国と 9の準加盟メンバーからなります。 

アセスメント 事前評価などと訳される。利用者が直面している問題や状況の

本質、原因、経過、予測を理解するために、援助に先立って行

われる一連の手続のことをいう。 

イクメン 子育てを楽しみ、自分自身も成長する男性、または、将来その

ような人生を贈ろうと考えている男性 

イクボス 職場でともに働く部下のワーク・ライフ・バランスを応援しな

がら組織の業績も結果を出しつつ、自らも仕事と生活を充実さ

せている上司（経営者・管理者） 

インセンティブ 「刺激」や「動機」を意味する言葉。社会活動や業務をある行

動に向かわせるための要因、誘因。 

SNS（ソーシャル・ネット

ワーキング・サービス） 

友人・知人等の社会的ネットワークをインターネット上で提供

することを目的とする、コミュニティ型のサービスをいいま

す。 

SDGs 

（Sustainable 

Development Goals（持続

可能な開発目標）） 

2015 年 9月の国連サミットで採択された「持続可能な開発のた

めの 2030 アジェンダ」にて記載された、2016 年から 2030 年ま

での国際目標。持続可能な世界を実現するための包括的な 17 の

目標と、その下にさらに細分化された 169 のターゲットから構

成され、地球上の誰一人として取り残さないことを誓っていま

す。日本では 2016 年５月に内閣に SDGｓ推進本部を立ち上げ、

2016 年 12 月に SDGｓ実施指針を決定して、取組を進めていま

す。17 の目標の中のひとつであるゴール５は「ジェンダー平等

を実現しよう」という目標となっています。 

エンパワーメント 「力をつけること」の意で、一人ひとりが社会の一員として自

覚と能力を高め、政治的、経済的、社会的および文化的に力を

持った存在となること。 

APEC（アジア太平洋経済協

力）女性リーダーズネット

ワーク会合 

APEC（アジア太平洋経済協力）を構成する国・地域の女性リー

ダーたちによる国際的なネットワーク会議。第 15回の会合は日

本での初の開催となり、企業管理職女性を中心とした 11 人から

なる実行委員会が設置され、運営が進められた。世界中の女性

リーダーから学び合う体験が、女性たちの経済躍進の足掛かり

となり、波及効果が期待されています。 
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M 字カーブ 日本の女性の労働力率を年齢階級別にグラフ化したとき、30 歳

代を谷とし、20 歳代後半と 40 歳代後半が山になるアルファベ

ットの Mのような形になることをいいます。これは、結婚や出

産を機に労働市場から退出する女性が多く、子育てが一段落す

ると再び労働市場に参入するという特徴があるためです。な

お、国際的にみると、アメリカやスウェーデン等の欧米先進諸

国では、子育て期における就業率の低下はみられません。 

か行 家族経営協定 家族経営が中心の日本の農業が、魅力ある職業となり、男女を

問わず意欲をもって取り組めるようにするためには、経営内に

おいて家族一人ひとりの役割と責任が明確となり、それぞれの

意欲と能力が十分に発揮できる環境づくりが必要です。「家族経

営協定」は、これを実現するために、農業経営を担っている世

帯員相互間のルールを文書にして取り決めたものです。 

家族の日 子どもを家族が育み、家族を地域社会が支えることの大切さに

ついて理解を深めてもらうために、内閣府において平成 19年度

から 11 月第 3日曜日を「家族の日」と定められました。「家族

の日」に併せて様々な啓発活動を展開し、家族や地域の大切さ

等について理解の促進が図られています。 

間接差別 一見性別が関係ないように見えるルールや取り扱いでも、運用

した結果どちらかの性別が不利益になってしまう取扱いのこ

と。 

キャリアアップ より高い専門知識や能力を身に付け業務遂行能力の向上を図っ

たり、経歴を高く向上したりすることを言います。また、より

高い地位、役職、給料がもらえる環境に転職するという意味も

含みます。 

キャリア教育 学校教育と職業生活との円滑な接続を図るため、望ましい職業

観・勤労観および職業に関する知識や技術を身につけさせると

ともに、自己の個性を理解し、主体的に進路を選択する能力・

態度を育てる教育のこと。 

キャリア構築（形成） 仕事を通じて職業能力を習得する活動のこと。 

クオータ制 積極的改善措置（ポジティブ・アクション）の手法の一つであ

り、人種や性別などを基準に一定の人数や比率を割り当てる制

度のことです。 

ケアマネジメント 介護等の福祉分野で、福祉や医療などのサービスと、それを必

要とする人のニーズをつなぐ手法のこと。 

合計特殊出生率 15 歳から 49 歳までの女性の年齢別出生率の合計で、1人の女性

が一生の間に産む平均子ども数を表します。 

国連婦人開発基金

（UNIFEM） 

開発途上国の女性に技術的、財政的援助を行い、自立を支援す

ることを目的に設置された国連機関です。1976 年に「国連婦人

の十年のための基金」として設立され、その後 1985 年に「国連

婦人開発基金」と名称が改められました。女性の人権擁護、女

性に対する暴力の撤廃、政策決定への女性の参加などを課題と

して活動してきましたが、2011 年 1 月に UN Women に統合されま

した。（「ジェンダー平等と女性のエンパワーメントのための国

連機関」の項参照） 
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国連グローバル・コンパク

ト 

国連が社会のさまざまな課題解決をめざして、企業・団体が責

任ある創造的なリーダシップを発揮して、社会の良き一員とし

て行動し、持続可能な成長を実現するための世界的な枠組み作

りに参加する自発的な取り組み。 

国際婦人年 1972 年の第 27回国連総会において女性の地位向上のため世界規

模の行動を行うべきことが提唱され、1975 年を国際婦人年とす

ることが決定されました。また、1976 年～1985 年までの 10年

間を「国連婦人の十年」としました。 

国連人口基金（UNFPA） 世界各国の人口政策を支援するために 1969 年に国連人口活動基

金(United Nations Fund for Population Activities)として設

立され、1987 年に国連人口基金に名称変更しました（略称は

UNFPA のまま）。現在は、リプロダクティブ・ヘルス/ライツと女

性のエンパワーメントを主要な課題として活動しています。 

国連特別総会「女性 2000

年会議」 

第 4回世界女性会議で採択された「北京行動綱領」について、

採択後 5年間の実施状況の見直し・評価を行うとともに、更な

る行動とイニシアティブを検討するため、2000 年にニューヨー

クで開催されました。「北京宣言及び行動綱領」の完全実施に向

け、「政治宣言」及び「北京宣言及び行動綱領実施のための更な

る行動とイニシアティブ」（いわゆる「成果文書」）が採択され

ました。 

国連婦人の十年 1975 年の第 30回国連総会において 1976 年～1985 年を「国連婦

人の十年～ 平等・発展・平和」とすることが宣言されました。

「国連婦人の十年」の中間にあたる 1980 年には、コペンハーゲ

ンで「国連婦人の十年中間年世界会議」（第 2回世界女性会議）

が開かれ、「国連婦人の十年」の最終年にあたる 1985 年には、

ナイロビで「国連婦人の十年世界会議」（第 3回世界女性会議）

が開かれ、「女性の地位向上のためのナイロビ将来戦略」が採択

されました。 

国連婦人の地位委員会

（CSW） 

経済社会理事会（Economic and Social Council）の機能委員会

の一つで、1946 年 6 月に設置されました。政治・市民・社会・

教育分野等における女性の地位向上に関し、経済社会理事会に

勧告・報告・提案等を行うこととなっており、経済社会理事会

はこれを受けて、国連総会（第 3委員会）に対して勧告を行い

ます。 

さ行 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

CSR（企業の社会的責任） 企業活動において、社会的公正や環境などへの配慮を組み込

み、従業員、投資家、地域社会などの利害関係者に対して責任

ある行動をとるとともに、説明責任を果たしていくことを求め

る考え方のことをいいます。 

ジェンダー 「社会的・文化的に形成された性別」のことです。人間には生

まれついての生物学的性別（セックス／sex）があります。一

方、社会通念や慣習の中には、社会によって作り上げられた

「男性像」、「女性像」があり、このような男性、女性の別を

「社会的・文化的に形成された性別」（ジェンダー／gender）と

いいます。「社会的・文化的に形成された性別」は、それ自体に

良い、悪いの価値を含むものではなく、国際的にも使われてい

ます。 
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ジェンダー平等と女性のエ

ンパワーメントのための国

連機関（UN Women） 

国連の既存のジェンダー関連 4機関（ジェンダー問題事務総長

特別顧問室（OSAGI）、女性の地位向上部（DAW）、国連婦人開発

基金（UNIFEM）、国際婦人調査訓練研修所（INSTRAW））が統合さ

れ、2011 年 1月に発足した国連機関です。 

ジェンダー予算 政策策定、予算編成、執行、決算、評価など予算の全過程に男

女共同参画の視点を反映し、男女共同参画を促進するようにし

ていくことです。男女共同参画社会の形成に影響を与え得る全

ての施策が対象となり得ます。「ジェンダー予算」に定まった手

法は確立されておらず、各国で多様な取組が行われています。 

持続可能な開発のための

2030 アジェンダ 

2000 年の国連ミレニアムサミットで策定されたミレニアム開発

目標（MDGｓ）が 2015 年で終了することをうけ、国際連合が向

こう 15 年間の新たな持続可能な開発指針を策定したもの。2015

年９月 25日の国連総会で採択されました。主に「SDGｓ」を中

核としています。 

滋賀県産業支援プラザ 滋賀県大津市にある滋賀県内の中小企業等を支援し、滋賀県産

業の発展を目指す公益財団法人。起業支援や、セミナー研修な

ど様々な支援を実施しています。 

アセスメント 事前評価などと訳される。利用者が直面している問題や状況の

本質、原因、経過、予測を理解するために、援助に先立って行

われる一連の手続のことをいう。 

女子差別撤廃委員会

（CEDAW） 

女子差別撤廃条約の実施に関する進捗状況を検討するため同条

約第 17 条に基づき設置され、1982 年 4月に同委員会委員の第 1

回選出が行われました。 

締約国により選ばれた、徳望が高くかつ同条約の対象とされる

分野において十分な能力を有する 23 人の個人資格の専門家によ

り構成され、締約国が提出する報告を検討することなどを主な

機能としています。 

女子に対するあらゆる形態

の差別撤廃に関する条約

（女子差別撤廃条約） 

1979 年 12 月、第 34 回国連総会において我が国を含む 130 カ国

の賛成によって採択され、1981 年 9 月に発効しました。2012 年

6 月現在、条約の批准国は 187 カ国であり、我が国は 1980 年 7

月に署名、1985 年 6 月に批准しました。 

締約国は、条約の実施状況について、条約を批准してから 1年

以内に第 1次報告を、その後は少なくとも 4年ごとに報告を提

出することとなっています。 

女性に対する暴力の撤廃に

関する宣言 

1993 年 12 月 20 日に国際連合総会において採択された国際連合

宣言。序文と本文 6条から構成され、序文では「女性に対する

あらゆる形態の差別の撤廃に関する条約の実効的な履行が女性

に対する暴力の撤廃に貢献するであろう」と記されている。こ

の宣言の採択により、「女性に対する暴力」という人権侵害が私

的および公的な領域において明確にされることとなりました。 

就業構造基本調査 統計法に基づく基幹統計調査であり、国民の就業および不就業

の状態を調査し、全国および地域別の就業構造に関する基礎資

料を得ることを目的としています。 
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政治分野における男女共同

参画の推進に関する法律 

平成 30 年 5 月 23 日に公布・施行された法律。衆議院、参議院

および地方議会の選挙において、男女の候補者の数ができる限

り均等となることを目指すことなどを基本原則とし、国・地方

公共団体の責務や、政党等が所属する男女のそれぞれの公職の

候補者の数について目標を定める等、自主的に取り組むよう務

めることなどを定めています。 

性別による固定的な役割分

担意識 

男女を問わず個人の能力等によって役割の分担を決めることが

適当であるにもかかわらず、男性、女性という性別を理由とし

て、役割を固定的に分けることをいいます。 

「男は仕事・女は家庭」、「男性は主要な業務・女性は補助的業

務」等は固定的な考え方により、男性・女性の役割を決めてい

る例です。 

性的指向 性的指向とは、人の恋愛・性愛がいずれの性別を対象とするか

を表すものであり、具体的には、恋愛・性愛の対象が異性に向

かう異性愛、同性に向かう同性愛、男女両方に向かう両性愛を

指します。 

世界女性会議 1975 年の国際婦人年以降、5～10 年ごとに開催されている女性

問題に関する国際会議です。第 1回（国際婦人年女性会議）は

1975 年にメキシコシティで、第 2回（「国連婦人の十年」中間年

世界会議）は 1980 年にコペンハーゲンで、第 3回（「国連婦人

の十年」ナイロビ世界会議）は 1985 年にナイロビで、第 4回世

界女性会議は 1995 年に北京で開催されました。 

セクシュアル・ハラスメン

ト（性的嫌がらせ） 

性的に人間性を傷つけること。特に職場などで不快・苦痛な状

態に追い込み、人間の尊厳を奪う、性的なことばや行為。 

セクシャル・マイノリティ 

（LGBT) 

性的少数派、性的マイノリティ、ジェンダー・マイノリティと

も言う。また、LGBT や LGBTQ とも言われる。一般的に同性愛

者、両性愛者、トランジェンダー（性同一性障害の当事者含

む）などが含まれる。 

セーフティネット 万一の事態に備えて整えておく、最低限の生活保障や社会保険

などの仕組み。 

積極的改善措置 「積極的改善措置」（いわゆるポジティブ・アクション）とは、

様々な分野において、活動に参画する機会の男女間の格差を改

善するため、必要な範囲内において、男女のいずれか一方に対

し、活動に参画する機会を積極的に提供するものであり、個々

の状況に応じて実施していくものです。 

積極的改善措置の例としては、国の審議会等委員への女性の登

用のための目標の設定や、女性国家公務員の採用・登用の促進

等が実施されています。 

男女共同参画社会基本法では、積極的改善措置は国の責務とし

て規定され、また、国に準じた施策として地方公共団体の責務

にも含まれています。積極的改善措置の例としては、国の審議

会等委員への女性の登用のための目標の設定や、女性国家公務

員の採用・登用の促進等が実施されています。 

た行 ダイバーシティ 「多様性」という意味。性別や国籍、年齢などに関わりなく、

多様な個性が力を発揮し、共存できる社会のことをダイバーシ

ティ社会といいます。 
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男女共同参画社会 男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会

のあらゆる分野における活動に参画する機会が確保され、もっ

て男女が均等に政治的、経済的、社会的及び文化的利益を享受

することができ、かつ、共に責任を担うべき社会のことです。 

男女共同参画社会基本法 男女共同参画社会の形成に関し、基本理念を定め、並びに国、

地方公共団体及び国民の責務を明らかにするとともに、男女共

同参画社会の形成の促進に関する施策の基本となる事項を定め

ることにより、男女共同参画社会の形成を総合的かつ計画的に

推進することを目的として、平成 11 年 6 月 23 日法律第 78号と

して、公布、施行されました。 

男女共同参画基本計画（第

４次） 

国の定める男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的な計

画です。男女共同参画社会基本法第 13条により、男女共同参画

社会の形成の促進に関する施策の総合的な推進を図るために国

（政府）が定めなければならないとされており、現行の計画は

平成 27 年 12 月 25 日に閣議決定され、第４次の計画となってい

ます。 

男女共同参画週間 男女が、互いにその人権を尊重しつつ喜びも責任も分かち合

い、性別にかかわりなく、その個性と能力を十分に発揮するこ

とができる男女共同参画社会の形成に向け、男女共同参画社会

基本法（平成 11 年 6 月 23 日法律第 78号）の目的及び基本理念

に関する国民の理解を深めるため、平成 13年度から毎年 6月 23

日から 6月 29 日までの 1週間 を「男女共同参画週間」を設け

ています。この週間において、地方公共団体、女性団体その他

の関係団体の協力の下に、男女共同参画社会の形成の促進を図

る各種行事等を全国的に実施しています。 

男女共同参画センター（女

性センター） 

都道府県、市町村等が自主的に設置している女性のための総合

施設です。「女性センター」「男女共同参画センター」などの名

称のほか、通称で呼ばれているものもあります。また、公設公

営や公設民営だったり、女性センターのみの単独施設や他の機

関との複合施設だったり、その運営方式や施設形態は様々で

す。女性センターでは「女性問題の解決」「女性の地位向上」

「女性の社会参画」を目的とし、女性が抱える問題全般の情報

提供、相談、研究などを実施しています。「配偶者暴力相談支援

センター」に指定されている施設や配偶者からの暴力専門の相

談窓口を設置している施設もあります。 

男性にとっての男女共同参

画 

女性の活躍推進に向けた取り組みが進む一方、男性が家事・育

児などを自らのことととらえ、主体的に参加してもらう必要が

あります。「男女共同参画」は男性にとっても生きがいのある社

会を目指す上で重要な課題です。「男性にとっての男女共同参

画」は内閣府男女共同参画局の主な政策としても取り上げられ

おり、男女共同参画に関わる政策の中でも積極的にすすめてい

く政策のひとつとなっています。 

男性中心型労働慣行 大量生産を可能とする工業化に対応しやすいものとして、年功

的な処遇、男性正社員を前提とした長時間労働、既婚女性の家

計補助的な非正規雇用などを特徴とする働き方のこと。 
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地域（地域コミュニティ） 住民の身近な生活圏のことです。都道府県や市町村といった行

政区分とは異なる概念です。住民の活動を主たる対象とし、活

動に応じて町内会、自治会、校区等様々な範囲が想定されま

す。 

デート DV 交際中のカップル間の DV。 

同一価値労働同一報酬 

（同一価値労働同一賃金） 

同一の仕事（職種）に従事する労働者は皆、同一水準の賃金が

支払われるべきだという概念。性別、雇用形態、人種、宗教、

国籍などに関係なく、労働の種類と量に基づいて報酬を支払う

賃金政策。また、職種が異なる場合であっても労働の質が同等

であれば、同一の賃金水準を適用する賃金政策のこと。 

ドメスティック・バイオレ

ンス（Domestic 

Violence）（DV) 

配偶者や恋人など親密な関係にある、またはあった者から振る

われる暴力のこと。殴る・蹴るなどの身体的暴力だけでなく、

言葉などで精神的に追い詰める精神的暴力や経済的、性的な暴

力が含まれる。 

は行 配偶者からの暴力 「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律の一

部を改正する法律」（平成 16年 6月 2日公布、平成 16年 12 月 2

日施行）では、配偶者からの暴力を「配偶者からの身体に対す

る暴力（身体に対する不法な攻撃であって生命又は身体に危害

を及ぼすものをいう。）又はこれに準ずる心身に有害な影響を及

ぼす言動（以下「身体に対する暴力等」という。）をいい、配偶

者からの身体に対する暴力等を受けた後に、その者が離婚を

し、又はその婚姻が取り消された場合にあっては、当該配偶者

であった者から引き続き受ける身体に対する暴力等を含むもの

とする。」と定義しています。なお、内閣府においては、対象範

囲に恋人も含むより広い概念として、「夫・パートナーからの暴

力」という用語を使用する場合もあります。ここで「夫」とい

う言葉を用いているのは、女性が被害者になることが圧倒的に

多いからです。ちなみに、一般的に使用されている「ドメステ

ィック・バイオレンス（Domestic Violence）」や「DV」は、法

令等で明確に定義された言葉ではありません。 

配偶者暴力相談支援センタ

ー 

配偶者からの暴力の防止および被害者の保護を図るため、相談

や相談機関の紹介、カウンセリング、被害者の一時保護、保護

命令制度の利用についての情報提供や援助などを行っていま

す。 

働きやすい・働きがいのあ

る職場づくりに関する調査

報告書 

中小企業における雇用管理制度の実施状況や、働く従業員の

「働きがい」「働きやすさ」に関して平成２５年に厚生労働省が

実施した調査。 

ハラスメント 色々な場面での「嫌がらせ、いじめ」をいい、相手を不快にさ

せたり、尊厳を傷つけたり、不利益や脅威を与える言動。セク

シュアル・ハラスメント、マタニティ・ハラスメント、パワー

ハラスメント等様々な種類がある。 

バリアフリー 高齢者・障害者等が社会生活をしていく上で障壁（バリア）と

なるものを除去（フリー）することです。物理的、社会的、制

度的、心理的な障壁、情報面での障壁など全ての障壁を除去す

るという考え方のことです。 



- 83 - 

PPWE（APEC 女性と経済の

政策パートナーシップ） 

APEC の活動におけるジェンダーの観点を統合するメカニズムを

提供するとともに、ジェンダー問題についての政策的な助言や

APEC の作業過程に関連する男女共同参画の問題についての支援

を行っています。2011 年 5 月に米国モンタナで開かれた高級実

務者会合において、APEC における女性の問題の影響を引き上げ

整備するため、官民から成る PPWE を設立することが決定し、そ

の設立に伴い、GFPN は活動を終了しました。 

BIWA－TEKU 各市町が実施するモバイルスタンプラリーや、歩いた歩数でマ

イルストーンを獲得できるバーチャルウォーキングラリーへの

参加、また各種検診の受診や、健康に関する目標を達成するこ

と、体重・血圧等の身体情報登録で、健康ポイントをためるこ

とがきるアプリケーションです。 

PDCA サイクル Plan（計画）、Do（実行）、Check（測定・評価）、Action（対

策・改善）の仮設・検証型プロセスを循環させ、マネジメント

の品質を高めようという概念。 

フレックスタイム制度 １か月以内の一定期間（清算期間）における総労働時間をあら

かじめ定めておき、労働者はその枠内で各日の始業及び終業の

時刻を自主的に決定し働く制度のこと 

北京宣言及び行動綱領 第 4回世界女性会議で採択されました。行動綱領は 12の重大問

題領域にそって女性のエンパワーメントのためのアジェンダを

記しています。具体的には、（1）女性と貧困、（2）女性の教育

と訓練、（3）女性と健康、（4）女性に対する暴力、（5）女性と

武力闘争、（6）女性と経済、（7）権力及び意思決定における女

性、（8）女性の地位向上のための制度的な仕組み、（9）女性の

人権、（10）女性とメディア、（11）女性と環境、（12）女児から

構成されています。 

りゅうおう健康ベジ７（セ

ブン）チャレンジ 

竜王町で平成 30 年度から、健康増進計画に基づき実施している

取組。野菜摂取の推進、塩分７ｇ未満の推奨、健康への７つの

取組（①健診受診の促進②栄養・食生活③運動・身体活動④歯

と口腔の健康⑤たばこ⑥アルコール⑦こころの健康づくり）を

地域で根付いたものとなるよう健康推進員を中心に町全体で取

り組む内容となっています。 

ポジティブ・アクション 「積極的改善措置」の項参照。 

ま行 ミレニアム開発目標 開発分野における国際社会共通の目標です。極度の貧困と飢餓

の撲滅、初等教育の完全普及の達成、ジェンダー平等推進と女

性の地位向上、乳幼児死亡率の削減、妊産婦の健康の改善など

の 8つの目標を 2015 年までに達成することを目指すものです。

2000 年 9月に採択された「国連ミレニアム宣言」と、1990 年代

に開催された主要な国際会議などで採択された国際開発目標を

統合し、一つの共通の枠組みとして 2001 年に国連によりまとめ

られました。 

ら行 ライフイベント 生活上のさまざまな出来事。特に、結婚、就職、出産、大病な

ど、その後の人生に影響のある大きな出来事。 
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リカレント教育 「学校教育」を、人々の生涯にわたって、分散させようとする

理念であり、その本来の意味は、「職業上必要な知識・技術」を

修得するために、フルタイムの就学と、フルタイムの就職を繰

り返すことです(日本では、長期雇用の慣行から、本来の意味で

の「リカレント教育」が行われることはまれです)。我が国で

は、一般的に、「リカレント教育」を諸外国より広くとらえ、働

きながら学ぶ場合、心の豊かさや生きがいのために学ぶ場合、

学校以外の場で学ぶ場合もこれに含めています(この意味では成

人の学習活動の全体に近くなっています)。 

竜王町人権尊重のまち宣言 平成７年８月 25 日に策定。「わたくしたち竜王町民は、今、日

本国憲法と世界人権宣言の理念にのっとり、すべての人びとの

基本的人権が尊重され、あらゆる差別のない「いきいき暮らせ

る、みどり豊かなふれあいのまち」の実現をめざします。 

わたくしたち一人ひとりが、正しい人権意識の高揚に努め、町

民憲章の実践を誓い、ここに、わが町竜王を「人権尊重のま

ち」とすることを宣言します」 

リプロダクティブ・ヘルス

/ライツ（性と生殖に関す

る健康と権利） 

1994 年にカイロで開催された国際人口・開発会議において提唱

された概念で、今日、女性の人権の重要な一つとして認識され

るに至っています。リプロダクティブ・ヘルス／ライツの中心

課題には、いつ何人子どもを産むか産まないかを選ぶ自由、安

全で満足のいく性生活、安全な妊娠・出産、子どもが健康に生

まれ育つことなどが含まれており、また、思春期や更年期にお

ける健康上の問題等生涯を通じての性と生殖に関する課題が幅

広く議論されています。 

ロールモデル 将来像を描いたり、自分のキャリア形成を考える際に参考とす

る役割モデルをいいます。 

わ行 ワーク・ライフ・バランス 誰もが人生の段階に応じて、仕事、家庭、地域生活、個人の自

己啓発など様々な活動について、自ら希望するバランスで展開

できる状態のこと。 

仕事と生活の調和（ワー

ク・ライフ・バランス）憲

章 

ワーク・ライフ・バランスの実現に向けて、国民一人ひとりが

積極的に取り組めるよう、仕事と生活の調和の必要性、目指す

べき社会の姿を示し、新たな決意の下、官民一体となって取り

組んでいくため策定されたもの。 
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